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平 成 2 5 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成25年３月11日（月曜日）

午前10時７分開会

第７委員会室

出席委員

委員長 仲 村 未 央さん 中 川 京 貴君

副委員長 具志堅 透君 中 川 京 貴君

委 員 砂 川 利 勝君 桑 江 朝千夫君

委 員 座喜味 一 幸君 照 屋 守 之君

委 員 仲 田 弘 毅君 崎 山 嗣 幸君

委 員 新 里 米 吉君 赤 嶺 昇君

委 員 新 垣 清 涼君 玉 城 義 和君

委 員 前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

委 員 嘉 陽 宗 儀君 呉 屋 宏君

委 員 比 嘉 京 子さん 嶺 井 光君

欠席委員

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 又 吉 進 君

防災危機管理課長 漢 那 宗 善 君

総 務 部 長 川 上 好 久 君

人 事 課 長 親 川 達 男 君

財 政 課 長 田 端 一 雄 君

税 務 課 長 金 城 聡 君

管 財 課 長 前 田 光 幸 君

企 画 部 長 謝 花 喜一郎 君

科学技術振興課長 具志堅 清 明 君

環 境 生 活 部 長 下 地 寛 君

生 活 衛 生 課 長 阿 部 義 則 君

福 祉 保 健 部 長 崎 山 八 郎 君

福 祉 ・ 援 護 課 長 大 村 敏 久 君

高齢者福祉介護課長 稲 嶺 ミユキ さん

青少年・児童家庭課
仲 村 到 君

保 育 対 策 室 長

医 務 課 長 平 順 寧 君

健 康 増 進 課 長 国 吉 秀 樹 君

農 林 水 産 部 長 知 念 武 君

営 農 支 援 課 長 與 座 規 克 君

森 林 緑 地 課 長 謝名堂 聡 君

漁 港 漁 場 課 長 安 里 和 政 君

商 工 労 働 部 長 平 良 敏 昭 君

企業立地推進課長 大 城 玲 子 さん

雇 用 政 策 課 長 新 垣 秀 彦 君

文化観光スポーツ部長 平 田 大 一 君

観 光 振 興 課 長 神 谷 順 治 君

土 木 建 築 部 長 當 銘 健一郎 君

港 湾 課 長 普天間 信 栄 君

都市計画・モノレール課長 仲 村 守 君

企 業 局 長 兼 島 規 君

教 育 長 大 城 浩 君

施 設 課 長 石 垣 安 重 君

警察本部交通規制課長 平 松 伸 二 君

議 会 事 務 局 長 嘉 陽 安 昭 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第24号議案 平成24年度沖縄県一般会計補

正予算（第５号）

２ 甲第25号議案 平成24年度沖縄県農業改良資

金特別会計補正予算（第１号）

３ 甲第26号議案 平成24年度沖縄県小規模企業

者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

４ 甲第27号議案 平成24年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）

５ 甲第28号議案 平成24年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算（第１号）

６ 甲第29号議案 平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）

７ 甲第30号議案 平成24年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第２号）

８ 甲第31号議案 平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計補正予算（第２号）

９ 甲第32号議案 平成24年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計補正予算（第２号）

10 甲第33号議案 平成24年度沖縄県公債管理特

別会計補正予算（第１号）

11 甲第34号議案 平成24年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）
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予算特別委員会記録（第２号）
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○仲村未央委員長 ただいまから予算特別委員会を

開会いたします。

甲第24号議案から甲第34号議案までの補正予算11

件を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長、企

画部長、環境生活部長、福祉保健部長、農林水産部

長、商工労働部長、文化観光スポーツ部長、土木建

築部長、企業局長、教育長、警察本部長及び議会事

務局長の出席を求めております。

それでは、審査日程に従い、総務部長から一般会

計及び各特別会計補正予算について、また企業局長

から水道事業会計補正予算について、それぞれ概要

説明を聴取した後、各室部局長に対する質疑を行い

ます。

なお、各室部局長による概要説明は省略いたしま

すので、あらかじめ御了承ください。

まず初めに、総務部長から一般会計及び各特別会

計補正予算についての概要説明を求めます。

川上好久総務部長。

○川上好久総務部長 補正予算の御審査、よろしく

お願いします。

ただいま議題となりました甲第24号議案平成24年

度沖縄県一般会計補正予算（第５号）及び甲第25号

議案から甲第33号議案までの９件の特別会計補正予

算について、その概要を御説明いたします。

まず初めに、甲第24号議案平成24年度沖縄県一般

会計補正予算（第５号）の主な内容につきまして、

お手元にお配りしております平成24年度一般会計補

正予算（第５号）説明資料により御説明いたします。

まず、資料の１ページをごらんいただきたいと思

います。

今回の補正予算は、国の経済対策に対応し緊急に

予算措置が必要な経費のほか、人件費及び扶助費等

の義務的経費や、11月補正予算後の事情変更による

経費の過不足額につきまして、所要額を計上してお

ります。

補正予算額は、歳入歳出それぞれ331億2627万2000

円で、これを既決予算額7015億739万4000円に加えま

すと、改予算額は7346億3366万6000円となります。

歳入では、県税や地方交付税の増のほか、国の経

済対策に伴う国庫支出金が増となっております。

歳出では、義務的経費が中央保健所の那覇市移管

に伴う県債の繰り上げ償還等による公債費の増など

により30億2045万7000円の増、投資的経費が国の経

済対策に伴う補助事業費の増などにより139億2815万

円の増、その他の経費が国の経済対策に伴う基金積

立金の増などにより161億7766万5000円の増となって

おります。

２ページをごらんいただきたいと思います。

歳入歳出財源内訳について、中ほどの歳入合計欄

で御説明をさせていただきますと、まず国庫支出金

が218億4109万5000円の増、県債が13億1050万円の減、

その他の特定財源が27億532万5000円の増、一般財源

が98億9035万2000円の増となっております。

３ページをごらんいただきたいと思います。

歳入内訳について、その主なものを御説明いたし

ます。

まず県税は34億4499万4000万円で、その内訳は、

一番上の県民税が８億7400万円の増、その２つ下の

地方消費税が11億7910万8000円の増となっています。

そしてまた、その５つ下の県たばこ税が７億7100万

円の増などとなっております。

一番下の地方交付税は、普通交付税の交付決定額

のうち未計上額等を計上しております。

４ページをお開きください。

国庫支出金は、218億4109万5000円の増となってお

ります。

そのうち、下から３つ目の国庫補助金は222億7308

万2000円の増となっておりますが、これは主に国の

経済対策に伴う増となっております。

その主なものを申し上げますと、５ページの上か

ら５つ目、特別保育事業費63億8340万8000円は、安

心こども基金への積み立てに係る増となっておりま

す。

それから、下から５つ目の緊急雇用創出事業臨時

特例交付金37億円は、緊急雇用創出事業臨時特例基

金への積み立てに係る増となっております。

７ページをごらんいただきたいと思います。

財産収入は16億9414万円の増で、その主なものは、

下から２つ目の土地売払代16億4871万2000円となっ

ております。これは、旧県警二輪車安全運転教育セ

ンター敷地などの土地売り払い代であります。

８ページをごらんいただきたいと思います。

一番下の繰越金は、平成23年度決算剰余金の未計

上分を計上しております。

９ページをごらんいただきたいと思います。

県債は19億9050万円の減で、その主なものは、11

ページ、上から３つ目の新石垣空港建設事業、同じ

く11ページ、中ほどの高等学校施設整備事業の財源

振りかえに伴う減等であります。

以上、歳入合計は、一番下にありますとおり331億

2627万2000円となります。
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12ページをごらんいただきたいと思います。

歳出内訳につきまして、主な事項を御説明いたし

ます。

下から２つ目の総務部の公債管理特別会計繰出金

は、中央保健所の那覇市移管に伴う県債の繰り上げ

償還等に係る経費であります。

13ページをごらんいただきたいと思います。

一番上の財政調整基金積立金は、今後の健全な財

政運営に資するため、地方財政法に基づき平成23年

度決算剰余金を積み立てるための経費であります。

上から３つ目の地方消費税清算金は、地方消費税

の増収に伴う他都道府県への清算金に要する経費で

あります。

14ページをごらんいただきたいと思います。

上から３つ目の企画部の市町村振興協会交付金は、

市町村振興宝くじの収益金の増に伴う公益財団法人

沖縄県市町村振興協会への交付金の増額補正であり

ます。

下から２番目の環境生活部の消費者啓発事業費は、

国の経済対策に伴う消費者行政活性化基金への積み

増しに伴う増額補正であります。

15ページをごらんいただきたいと思います。

福祉保健部関係では、国の経済対策に伴う基金へ

の積み立てに要する経費等を計上しており、その主

なものは、中ほどの社会福祉諸費で、社会福祉施設

等耐震化等臨時特例基金への積み立て等であります。

16ページをごらんいただきたいと思います。

上から２つ目の老人福祉施設整備費は、介護基盤

・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金への積み立

て等であります。

中ほどの保育対策事業費は、安心こども基金への

積み立て等でございます。

17ページをごらんいただきたいと思います。

上から３つ目の精神医療費は、自殺対策緊急強化

基金の積み立て等であります。

続きまして、19ページをごらんいただきたいと思

います。

農林水産部についても国の経済対策に伴う増額補

正等を計上しておりまして、その主なものは、一番

下になりますが、分みつ糖振興対策事業費で、伊是

名製糖工場の移転整備に係る増額補正等であります。

21ページをごらんいただきたいと思います。

中ほどに農業基盤整備促進事業がございます。国

頭村等における農作業道等の農業生産基盤整備に係

る増額補正であります。

22ページをごらんいただきたいと思います。

下から３つ目の水産生産基盤整備事業は、南大東

漁港等の整備に係る増額補正等であります。

23ページをごらんいただきたいと思います。

上から４つ目の商工労働部の雇用対策推進費は、

国の経済対策に伴う緊急雇用創出事業臨時特例基金

への積み立てに係る増額補正等であります。

24ページをごらんいただきたいと思います。

一番上の信用保証協会育成費は、沖縄県信用保証

協会への損失補償等に要する経費であります。

それから、中ほどの特別自由貿易地域振興費は、

賃貸工場用地の購入等に要する経費であります。

26ページをお開きください。

土木建築部についても国の経済対策に伴う増額補

正等を計上しており、その主なものは、上から２つ

目の道路保全事業費で、橋梁修繕及び道路の落石対

策に係る増額補正等であります。

27ページをごらんいただきたいと思います。

一番下の港湾改修費は、南北大東港及び船浦港の

港湾施設整備並びに中城湾港国直轄事業の県負担金

増に係る増額補正等であります。

28ページをごらんいただきたいと思います。

下から３つ目の街路事業費は、県及び市町村街路

事業に係る増額補正等となっております。

29ページをごらんいただきたいと思います。

下から２つ目の公営住宅建設費は、県営住宅建設

に係る増額補正等であります。

31ページをごらんいただきたいと思います。

歳出合計は、一番下にございますが、331億2627万

2000円となっております。

32ページをごらんいただきたいと思います。

繰越明許費補正について御説明をいたします。

繰越明許費の追加は、沖縄振興特別推進交付金事

業及び国の経済対策に伴う事業等であります。

繰越明許費の追加の合計は、33ページの一番下に

ありますとおり801億7738万円となっております。

34ページをごらんいただきたいと思います。

繰越明許費の変更は、11月議会で議決を得た事業

で、主に国の経済対策に伴う限度額の変更となって

おります。

繰越明許費の変更の合計は、35ページの一番下で

ございますが、110億4698万1000円を372億3006万3000

円に変更するものであります。

36ページをごらんいただきたいと思います。

債務負担行為補正について御説明いたします。

経営体育成資金融通等利子補給金及び学校建設費

の限度額を引き上げる変更となっております。



－12－

37ページをごらんいただきたいと思います。

地方債補正の一覧となっております。

38ページをごらんいただきたいと思います。

地方債補正は、将来の財政負担の軽減を図るため、

県債の発行を抑制したことから、一番下にございま

すが、合計でマイナスの19億9050万円となっており

ます。

以上が、平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第

５号）の概要であります。

次に、特別会計について御説明いたします。

平成25年第１回沖縄県議会（定例会）議案（その

２）により御説明をしたいと思います。

19ページをお願いいたします。

甲第25号議案平成24年度沖縄県農業改良資金特別

会計補正予算（第１号）について御説明いたします。

20ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、平成23年度における貸付資金返済

額の確定に伴う償還金等の減に係るものであります。

21ページをごらんいただきたいと思います。

甲第26号議案平成24年度沖縄県小規模企業者等設

備導入資金特別会計補正予算（第１号）について御

説明をいたします。

22ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、主に貸付金元利収入の減に伴う償

還金の減等に係るものとなっております。

23ページをごらんいただきたいと思います。

甲第27号議案平成24年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第２号）について御説明いたします。

24ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、主に国の経済対策に伴う中城湾南

部流域の下水道施設整備に要する経費等の増に係る

ものとなっております。

25ページをごらんいただきたいと思います。

繰越明許費は、下水道事業事務費等の追加及び中

部流域下水道建設事業等の変更に係るものでありま

す。

26ページをごらんいただきたいと思います。

地方債の補正は、前述の中城湾南部流域の下水道

施設整備に要する経費等の増に係るものであります。

27ページをごらんいただきたいと思います。

甲第28号議案平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金

特別会計補正予算（第１号）について御説明をいた

します。

28ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、貸し付け需要の低迷により当初見

込んでおりました貸付金の減に係るものとなってお

ります。

29ページをごらんいただきたいと思います。

甲第29号議案平成24年度沖縄県中城湾港（新港地

区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第１号）

について御説明をいたします。

30ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、賃貸工場整備用地を一般会計が購

入したことに伴う県債の繰り上げ償還等に係るもの

であります。

31ページは地方債の補正でございます。

地方債の補正は、財産収入の増に伴う県債発行の

減に係るものとなっております。

32ページをごらんいただきたいと思います。

甲第30号議案平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業

特別会計補正予算（第２号）について御説明いたし

ます。

33ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、宜野湾港管理運営費に係る繰越明

許費の追加となっております。

34ページをごらんいただきたいと思います。

甲第31号議案沖縄県中城湾港（新港地区）整備事

業特別会計補正予算（第２号）について御説明をい

たします。

35ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、大型タイヤクレーン購入の入札残

に伴う減となっております。

36ページは、地方債の補正に係るものでありまし

て、地方債の補正につきましても、前述の大型タイ

ヤクレーン購入の入札残に伴う減によるものであり

ます。

37ページをごらんいただきたいと思います。

甲第32号議案平成24年度沖縄県中城湾港マリン・

タウン特別会計補正予算（第２号）について御説明

をいたします。

38ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、中城湾港マリン・タウン機能施設

整備事業等の繰越明許費の追加であります。

39ページをごらんいただきたいと思います。

甲第33号議案平成24年度沖縄県公債管理特別会計

補正予算（第１号）について御説明をいたします。

40ページをごらんいただきたいと思います。

今回の補正は、中央保健所の那覇市移管に伴う県

債の繰り上げ償還等に係るものとなっております。

41ページは地方債補正でございまして、地方債補

正は、借換債発行の減によるものであります。

以上が、特別会計補正予算の概要となります。
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以上で、一般会計補正予算及び特別会計補正予算

の概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲村未央委員長 総務部長の説明は終わりました。

次に、企業局長から水道事業会計補正予算の概要

説明を求めます。

兼島規企業局長。

○兼島規企業局長 それでは、ただいま議題となり

ました甲第34号議案について御説明いたします。

お手元の平成25年第１回沖縄県議会（定例会）議

案（その２）の43ページをお開きください。

平成24年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

につきましては、国の補正予算に伴い、資本的収支

予算を増額補正するものであります。

第２条にありますように、今回は石川浄水場高度

浄水処理施設建設事業を２億円増額補正するもので

あります。

第３条は、当該事業に必要な資本的支出の建設改

良費２億円を増額補正するとともに、資本的収入に

つきまして補助金１億5000万円を増額補正し、当該

費用に要する財源とするものであります。

なお、当該収入額が支出額に対して不足する額は、

第３条の括弧書きのとおり、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保

資金などで補塡することとしております。

以上で、甲第34号議案の議案説明を終わります｡

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲村未央委員長 企業局長の説明は終わりました。

以上で、甲第24号議案から甲第34号議案までの補

正予算11件に関する概要説明は終わりました。

これより各室部局長に対する質疑を行います。

なお、本日より３月21日木曜日までの６日間にわ

たって行われる質疑につきましては、予算特別委員

会運営要領に従って行うことにいたします。

質疑、答弁に当たっては、その都度委員長の許可

を得てから、自席で起立の上、重複することがない

ように簡潔に発言するよう御協力をお願いいたしま

す。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

この際、執行部に申し上げます。答弁に際しては、

簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会

運営が図られるよう御協力をお願いいたします。

それでは、これより直ちに各議案に対する質疑を

行います。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 13ページの離島への石油製品輸送

数量が見込みより下回ったということですが、この

数字の内訳を教えてください。

○謝花喜一郎企画部長 昨年、４月から10月にかけ

て、台風が相次いで参りました。そのため、当初９

億5000万円ほど予算を要望していたわけですが、そ

の上半期でも１％程度需要量が減少しまして、通年

通しましても５％程度減になる見込みがあったもの

ですから、5000万円の減額をさせていただいたとい

うことでございます。

○砂川利勝委員 今、離島の実証実験か何かをされ

ていますね。その辺の動向というか、内容みたいな

ものを聞いていいですか。

○謝花喜一郎企画部長 委員からも今御指摘のよう

に、我々企画部としましては経営の実態調査をやっ

ております。今、あらあらですが、数字が見えてま

いりました。やはりこの沖縄本島、離島間の価格差

に幾つか要因があることが見えてまいりました。ま

ず、仕入れ価格の差、人件費の差、あと減価償却の

差などでございます。トータルで25円ほど価格差が

出ているわけですが、まず仕入れ価格差が3.7円ほど

高いということで、これは14.6％でございます。こ

れは離島における、どうしてもタンクなどが必要だ

ということで、ここら辺のところがあるのかと。あ

と、粗利といいましょうか―それがほとんどですが、

22円、86.6％高いという実態が見えております。そ

の中で、人件費が沖縄本島より11円高い、これが43

％です。これもいろいろ調べてみましたところ、沖

縄本島では学生とかアルバイトの方が結構多いよう

ですが、離島においては地元の方を正社員で雇って

いるという傾向があって、人件費が少し高くなって

いる。あと、減価償却費用ということで、タンクと

かドラム缶の費用がかかっているということです。

それから、その他の償却費で29.5％、7.5円高いとい

うことです。我々、調査してみまして、幾つかの要

因があったということが判明しましたので、平成25

年度もより詳細に、これをどのような形にしたら政

策的に価格差を埋めることができるのか。引き続き

検討してまいりたいと考えております。

○砂川利勝委員 詳細な説明をありがとうございま

した。やはり離島は、リッター25円といったら莫大

な金額になると思うのです。ぜひ何らかの形で予算

措置が、揮発油税をもっと上げるか、残ったお金を

もう少し有効利用してタンクとか燃料、ドラム缶に

充てるとか、何らかの方法を―実証実験はまだ続く
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と思うのですが、対応していただきたいと思います。

それと、県たばこ税が７億7000万円ありましたね。

これは途中での補正ということは、数字が確定した

からそういう数字が出たのでしょうか。お聞きしま

す。

○金城聡税務課長 県たばこ税を補正する理由につ

いてですが、たばこの消費が年々減少している傾向

にあるのですが、平成22年10月にたばこ税の税率が

改正され、それに係る影響を受けまして、たばこ税

がふえる形になっております。税率が引き上げになっ

ておりまして、平成22年10月に旧３級品以外のたば

こが1074円から1504円に税率が上がっております。

旧３級品が511円から716円に上がっております。そ

の影響を受けまして、県たばこ税が増額になってお

ります。

○砂川利勝委員 県たばこ税は、沖縄県の場合はど

ういう形で導入されているのか。売り上げに対して

やっているのか、人口割でやっているのか、その辺

を聞かせてください。

○金城聡税務課長 県たばこ税は基本的に販売本数

を基礎にしまして、それに税率を掛ける形をとって

おります。

○砂川利勝委員 私が聞いている範囲では、沖縄県

は人口割だと聞いているのですが、販売本数でやっ

ているのですね。

補正を含めて、今回、トータルで幾らになったの

か答弁してください。

○金城聡税務課長 県たばこ税については、当初予

算額が24億7800万円でしたが、今回の税率の引き上

げ等の影響を受けまして、補正額が７億7100万円で

す。補正後の予算は32億4900万円を見込んでおりま

す。

○砂川利勝委員 以上です。

○仲村未央委員長 具志堅透委員。

○具志堅透委員 １点だけ確認させてください。32

ページ、繰り越しですが、４款のマングース対策事

業です。この事業が繰り越しになるのが理解できな

いのです。被害がなかったのか、どういう事情で繰

り越しになったのか。その辺のところを聞かせてく

ださい。

○下地寛環境生活部長 マングース防止柵の補助事

業をやっているのですが、これまでは塩屋湾から福

地ダムのラインがあるのです。これは既存ですが、

その北と南で捕獲しておりますが、今、バッファー

ゾーンみたいな形で、その南側に新しい防止柵をつ

くるということで、トータルで約１億3000万円ぐら

いだったと思いますが、３工区に分けて事業を発注

してあるのです。そのうちの１工区である第２工区

ですが、少し山谷が深くて工事着手が厳しい、完了

が厳しいということで、大半を来年度に繰り越しし

たいということであります。

○仲村未央委員長 桑江朝千夫委員。

○桑江朝千夫委員 まず、繰越明許費の件で説明を

お願いしたいのですが、この801億円という繰り越し

はどうなのでしょう。例年と比べてどのような感じ

なのでしょうか。

○田端一雄財政課長 今回の繰越額800億円、追加分

でございますが、変更分も合わせますと、一般会計

で1174億円となっております。昨年の議決額が621億

円ですから、昨年に比べますと552億円ふえています。

ふえている理由が３点ございます。１つが経済対策

関連事業として今回290億円余り計上しております

が、そのうち168億円が次年度へ繰り越しされるとい

うことになります。２つ目が、沖縄振興一括交付金

の事業の県分の事業が約120億円、それから市町村分

の事業がハード、ソフトありますが、それぞれ合わ

せますと306億円繰り越されます。そういった要因が

相まって、トータルで552億円前年度よりふえている

という状況になります。

○桑江朝千夫委員 今回の補正は例年と違って、い

わゆる最終補正、過不足の調整という最終補正が例

年ですが、今回は大型の経済対策が国から入ってき

て、いわゆる15カ月予算と言われるような経済対策

費が入っているのですが、少し段取りがわからない

のです。沖縄県議会でこの補正予算、国の295億円ぐ

らいの経済対策も含めて入ってくる。ことしでどう

いう段取りでこれは措置されていくのですか。手順

というか、段取りというか。

○川上好久総務部長 今回、国の補正予算、いわゆ

る15カ月予算と言われておるわけでございますが、

これは大型補正予算と平成25年度予算をあわせて、

国では景気対策を重点に挙げております。１つは、

長引く円高、それからデフレ、不況感の脱却をしな

ければいけないということが１つ。そして、もう一

つは、雇用と所得の拡大というものを目指していく。

そういうことで、次年度の景気の下支えをする。そ

れをしながら、切れ目のない経済対策を実行すると

いう考え方になっています。今回補正で計上したも

のの多くは繰り越しになるわけですが、しかし、そ

れでも４月、５月から執行はできます。当初予算に

計上した場合には、どうしても交付決定とかという

もののおくれがあってやはり６月以降になる。そう
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いう意味では、緊急な対策をとるということで、今

回、公共事業を中心とした補正が計上されておりま

す。それ以外に基金も計上されておりまして、基金

については今回２月補正で積み立てて、当初予算で

それを取り崩して執行するという流れになっており

ます。

○桑江朝千夫委員 確認もしながらですが、これだ

けの額を当初予算に組み込まないで、国がそう仕掛

けたということは、喫緊の対策として、いわゆるデ

フレからの脱却と安倍総理が言っているものの実効

性を緊急に高めるために、当初予算に入れると交付

決定がおくれるからということですね。つまり、国

のもくろみというのですか、デフレからの脱却のた

めの予算措置、今年度からずっとこの事業を執行し

ていくわけですが、これに関してどう効果を生むか

なのです。皆さん方が事業をする、基金の積み増し

はそれとして、いろいろな経済対策、防災、そして

耐震等の事業もあるわけです。ここら辺の事業執行

も、単なる耐震とか防災の感覚、プラスアルファ景

気対策なのです。そして、雇用の創出なのです。こ

こら辺をどう認識しておられるか。国の施策に関し

ての皆さんの認識を少しお示しいただきたい。

○川上好久総務部長 この10年ばかり、日本はデフ

レで非常に苦しんでいるということは御承知のとお

りですが、新政権になって、デフレからの脱却とい

うものを大きな目標として掲げております。今般、15

カ月予算というものの中で、とりわけ補正予算につ

きましては、国の物の考え方としては、まず復興・

防災対策、これは道路の老朽化対策等を推進する内

容と考えてもいいと思います。もう一つは、成長に

よる富の創出、これは地域の雇用創出を推進する。

それから暮らしの安心・地域活性化というものがご

ざいます。これは保育士の人材確保など子育て支援

の内容になっているわけでございますが、この復興

・防災対策、成長による富の創出、そして暮らしの

安心・地域活性化を３本の柱とする日本再生に向け

た緊急経済対策と位置づけて、15カ月予算というも

のをつくっております。

この補正の中で、県として、復興・防災対策にお

ける事前防災・減災に係る事業として道路等の公共

施設の老朽化対策、港湾整備などを今回の補正に計

上しています。それから、成長による富の創出にお

ける人材育成とか雇用対策として緊急雇用創出事業

等臨時特例基金、これはかなり積み増しをしている

わけでありますが、これを２月補正で積んでおりま

す。これを当初予算で取り崩して執行する形になっ

ております。あと、暮らしの安心・地域活性化の分

については、とりわけ農業水利施設、それから漁港

施設等の整備に今回計上しているという状況でござ

います。

○桑江朝千夫委員 そのとおり、よくわかりました

が、つまり、１本の矢の富の創出です。成長戦略、

いわゆる事業を起こす、道路を改築する、港湾を整

備する、それ自体が社会基盤の整備になるわけです

が、国の考えは２％の物価上昇を見込む。そうする

と、それにはそれ以上に給与を上げてもらわなけれ

ばならないし、そのためには企業が成長していかな

ければならないということなのです。それをしっか

りと皆さん認識してもらいたいと僕は思っているの

です。平成25年度の一般会計の予算の中でそこはやっ

ていきたいのですが、つまりは港湾整備をする、道

路を拡張する、これをしっかりとやるということだ

けが皆さんの仕事ではないということです。つまり、

ここに、発注者側ですから買いたたくということを

しないということです。企業にも多くの利益を与え

るように配慮しないといけないと思っています。こ

れは大事なことで、これが国がデフレからの脱却の

最初の一歩のスタートだとしているのですから、こ

こら辺はぜひ認識してもらいたいと思っています。

いかがですか、少し聞かせてください。

○川上好久総務部長 県は買いたたくという話でご

ざいましたが、ここは適正な入札制度を通してやっ

ていかざるを得ないのです。ただ、今委員が言われ

る話はもっともな話で、デフレからの脱却は非常に

重要な目標だと思います。この間10年間、そういう

デフレ傾向が続きまして、実は物価水準に応じて税

収もふえてまいります。そしてまた賃金も、負債の

負担感も減少していく。そういう意味では、どの政

権にとっても非常に大きな目標だったわけですが、

今般、そのようなものが少し動きつつあるという印

象を受けております。公共事業につきましては、きょ

う新聞等で少し報道がございましたが、全国的にむ

しろニーズは高まって、体制が十分整っていないと

か、あるいは資材が不足する。それはある意味、ま

た資材の供給を促す要因になってまいります。時間

がたてばそのような効果はじわりと出てくるものと

考えておりまして、県もしっかりそのような目標を

受けとめてやってまいりたいと思っております。

○桑江朝千夫委員 当然実支出、価格があるから、

それはそういうことではなくて、さまざまな工期と

か、あるいは設計変更とか細かい部分の話ですが、

たくさんあるのです。そういったことの是正も次は
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考えていきますが、これはこれでいいでしょう。

次に、１点知りたいのは、無電柱化推進事業の2000

万円というものはどれぐらいの規模ですか。

○當銘健一郎土木建築部長 今回の補正予算で無電

柱化推進事業2000万円計上させていただいておりま

す。これは石垣市の国道390号の沿道との取りつけと

いうことで、60メートルの区間ということでござい

ます。

○桑江朝千夫委員 今の石垣市の部分は継続して、

それにプラスアルファということですか。この経済

対策か何かが出てきたので、2000万円つぎ込めると

いうことで、新しくまた60メートルやるということ

ですか。

○當銘健一郎土木建築部長 国道390号はこれまでも

継続してやっておりまして、今回、15カ月予算、県

にとっては13カ月ぐらいになりますが、その期間内

で行える部分ということで、60メートル、2000万円

を計上させていただいているところです。

○仲村未央委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 まず、今回の補正で、私のイメー

ジでは330億円を超えていたと思っていたのです。今、

経済対策分294億円となっておりますが、トータルし

ての沖縄県補正総額は今後どうなるのか、少し教え

てください。

○川上好久総務部長 今回、国の大型補正13兆円の

内訳は、地方向け事業が９兆円、そして地方向け公

共事業、我々に関連するものですね、約4.2兆円。う

ち通常の公共事業が2.8兆円と言われております。こ

の2.8兆円のうち、沖縄担当部局に計上された総額と

しては369億円ございます。このうち国直轄事業が若

干ございますので、294億円を除いたものは沖縄総合

事務局等で執行していくということになります。

○座喜味一幸委員 それと補正がつきますと、やは

り市町村財政は厳しいと思うのですが、今後の緊急

経済対策に対する地方財政措置について教えてくだ

さい。

○川上好久総務部長 地方向け公共事業補助金4.2兆

円というものの中で、通常公共事業は2.8兆円ござい

ます。そして、地域の元気臨時交付金というのが1.4

兆円ございまして、これは公共事業の裏負担分、あ

るいはまた単独事業とか、それに使えるようなもの

が地方財政措置として行われております。

○座喜味一幸委員 わかりました。

次に、今回の我々の沖縄振興一括交付金絡みでの

予算執行、非常に気になっていたのですが、繰り越

しの話です。今回はスキームをつくるということで、

大変御苦労いただいたわけですが、303億円だったと

覚えておりますが、今回の市町村配分分に関して補

正予算書を見ますと、市町村振興費182億円の繰越明

許費補正ということで上がっております。この辺の

数字は、執行的なスキームがおくれた分の繰越明許

費という理解でいいのか、その辺の説明をお願いい

たします。

○謝花喜一郎企画部長 まず182億796万3000円あり

ますが、そのうちに、いわゆるソフト交付金の部分

が181億5519万2000円となっております。それから今

回、例の市町村への支援事業の分が5200万円ほど繰

り越し、この合計が182億7961万円となっております。

今委員からもありましたように、平成24年度初めて

導入したということで、国、県、市町村、企画立案

などにある意味相当時間も要しました。

９月４日に９割、271億円が内諾されたわけですが、

それから事業をやるというと、なかなか時間がござ

いません。主な繰り越しの要因として、やはりハー

ド的なものです。工事請負費とか用地費とか補償費

などが全体の72％、130億円を占めております。また、

設計調査のおくれとか関係機関との調整のおくれと

いうのが55億円ありますが、ある意味、繰り越しは

制度上認められたものでもございます。また、市町

村にも聞き取りをしますと、おおよそ契約などはで

きているという話もありますので、新年度に向けて

これが足かせとなって、新年度の事業ができないと

いうことはないと伺っております。

○座喜味一幸委員 これはある意味で行財政改革に

近い、大胆な、大きな特例としての沖縄振興一括交

付金でありますから、私どもも内閣府あるいは政府

に行って、沖縄の事情ゆえ繰り越しと、大所高所よ

り見てくれというお願い等もしました。慌てること

なくしっかりと中身を詰めて、効果を出していくと

いうことにおいてはひとつ御配慮をよろしくお願い

しますということで。沖縄はこの沖縄振興一括交付

金を活用して、しっかりと沖縄振興のために役立て

ますので、御理解をというお願いを申し上げました。

いつまでも甘えることはできないわけですから、今

回の繰り越しを含めて、次年度の6988億円の大規模

予算執行も合わさってきますので、点検ですね。組

織を含めて、取り組みを含めて、補正あり、大規模

予算ありということですから、その辺の予算執行に

ついてはしっかりと対応しなければいけないと思う

のです。次年度に向ける大きな執行に対する考え方

を教えてください。

○謝花喜一郎企画部長 内閣府に対しまして、委員
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からもいろいろお願いをしていただいたということ

で、大変ありがとうございます。私どもも甘えるこ

となく、しっかり対応させていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

それから組織体制の御質疑ですが、本会議でも答

弁させていただきましたが、新たに市町村の沖縄振

興一括交付金を支援する班を設置いたします。総員

９名の体制で、新しい、もちろん今回の繰り越しも

そうです。不用な対応もそうですが、事業評価とい

うものがこれからますます重要になってまいります。

この事業評価についても、県はＰＤＣＡサイクルで

いろいろ成果目標などを設定していますが、市町村

はほとんどこういったものがないところがあります

ので、こういったところもしっかり県が助言、アド

バイスを行いながら成果目標、事業評価ができるよ

うな体制。それから２年目に入りますと、しっかり

企画立案もできるようになっていると思います。ま

た、会計検査も平成24年度もありますので、こういっ

たもので指摘されないように、中間検査などもその

組織でしっかり行って、全国が見ている沖縄振興一

括交付金を市町村の皆さんが思いっ切り使って、全

体として沖縄の振興に寄与する、そういった交付金

にしていきたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。

○座喜味一幸委員 少し細かくなりますが、今回の

強靱な国土づくりという経済対策も含めた、そうい

う大きな中での補正予算であります。沖縄の道路、

トンネル等もなくて、内地のような事例はほとんど

ないにしても、沖縄の道路管理のあり方、街灯等の

あり方、かつての道路管理費の非常に大きな削減に

よって、道路でも草ぼうぼう。それから、街灯をつ

くったものの、電気を消しているということがあっ

て地域からの苦情が多い。こういう意味では、今回

の補正の中で、道路の保全という考え方からすると、

観光あるいは安全等々を含めていくと、道路の管理

というものは徹底していかないといけない。内地の

草刈りの回数と違う。その辺に対して今回の補正で

しっかりと取り組むべきだと思っているのですが、

その辺の考え方についてお聞かせください。

○當銘健一郎土木建築部長 今回の補正につきまし

ては、防災という形で取り組んでいる部分がござい

ます。国のほうも復興・防災対策が一つの柱でござ

いまして、その中の事前防災・減災という意味でそ

のまま計上してございます。委員から今御指摘のあ

りました通常の管理についてですが、これはたしか

平成21年ごろ、国のほうで維持管理の予算が大幅に

減らされて、県からもいろいろと要望や要請をさせ

ていただいた結果、今現在、国においても県におい

ても年に２回ぐらいの雑草を刈るぐらいの委託料が

ついているという状況でございます。

○座喜味一幸委員 これは事業仕分けですぱすぱっ

と切られた項目の一つですが、実際の沖縄における

公共施設のアスファルトの間から雑草が出ている。

それからカーブあたりでギンネムだとか草が生えて

交通を障害しているというのは、沖縄特有の事情で

もあります。この辺も含めてしっかりと取り組むべ

き。どの予算でやるかは別にしても、今言っている

防災等々の多様なニーズでもしていけるのであれば、

その辺はしっかりと国と協議をして進めていくべき。

観光立県としてみっともないと私は思うのです。ど

うでしょう。街灯もがんがん落としているのです。

今大変なのです。何のために街灯をつくったかわか

らない。

○川上好久総務部長 観光立県を標榜する沖縄県に

とって、やはりそういう景観は非常に重要だと思っ

ております。道路の維持管理につきましては、従来

から県単で措置をしてきたわけですが、先ほど土木

建築部長から話がありましたように、平成15年以降

の財源の引き締めで、随分シーリングを図って減っ

てきてしまったという感じは持っておりました。平

成21年にそのような動きがありまして、若干戻して

おります。そして、今般の沖縄振興一括交付金で観

光関連と言い続けて、一部そういう道路の維持管理

的なものができるような事業も組んでおりますので、

いろいろな財源を使いながら、そういう対応をしっ

かりやってまいりたいと思います。

○座喜味一幸委員 今おっしゃる発言は一部動いて

おりまして、観光道路だけは草刈りを始めているの

です。しかしながら、全体の道路の中のわずか主要

な道路だけということで、本当にみっともないぐら

い。これはしばらくすると道路、アスファルトが荒

れてしまって、かえってこれらの復旧に金がかかる

ということもありますので、これは今後、ぜひ本気

で。場合によったら街路樹の植栽ますを浸透性のコ

ンクリートで埋め込んで維持管理がかからないよう

にしていると。宮古空港のヤシの周辺はコンクリー

トで埋めて草が生えないようにしております。これ

が果たして観光地なのか。土木建築部長、現場を見

られて、ひとつその辺は、我々がやっていく上では

少しデリケートな話なので、かけるべきところには

しっかりと予算を確保していくという検討をいただ

けませんか。
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○當銘健一郎土木建築部長 限られた予算の中では

ございますが、先ほどおっしゃったように、確かに

コンクリートを打って雑草が生えないようにしてい

る部分も最近ございます。そういうものも道路によっ

ては適切な処理かと思いますが、観光に資するよう

な道路では、それでは果たしていかがなものかとい

う御指摘はきちんと受けとめて、しっかり対応して

まいりたいと思います。

○座喜味一幸委員 次は農林関係に入ります。今回

の予算、やはり農業土木のほうの予算が結構入って

おりまして、61.5億円は繰越明許費になっておりま

す。それから、今回の補正で11億8000万円が補正さ

れて、大いに結構なことです。執行に当たっての組

織体制は大丈夫かという話を先ほど申し上げたよう

に、やはり予算がつくことは大いに結構なことです

が、今執行する技術者の配置を含めて、本当に現場

において市町村、県の繰り越しが物すごくふえてき

ている。そういう意味では、この忙しさが事故につ

ながらなければいいと思って心配している。そうい

う意味からすると、これは何らかの形で、民間の技

術者を含めて、ある意味で抜本的な予算執行のあり

方を考えないといけないと私は思っております。忙

しい農業土木職員の皆さんに対する組織のあり方を、

抜本的にこうしたらよくなるのではないか、予算を

こう執行していくべきだという農林水産部長の考え

方を、メッセージを発してください。

○知念武農林水産部長 農業土木に対する応援、あ

りがとうございます。

委員からあったように、大変忙しい思いをして、

職員が大変だということも承知しております。そう

いう意味で、県の職員の採用試験においても、農林

水産部から農業土木部門を何とぞ強化、ふやして採

用してほしいと４月の年度当初から申し入れをして

おります。そういうこともありまして、今回、農業

土木の職員は、全体的に考えても新採用が多い状況

になっております。それからこれまで初級部門が農

業土木としてはなかなか採用できていなかったので

すが、今回初めて採用試験をしてもらって、２人で

はありますが新たに配置をしてもらったということ

です。それから今回の人事異動についても、できる

だけそういう忙しい部門は技術職あるいは正職員を

配置して、欠員が出ないようなこともいろいろ考え

ながら対応してきております。そういうこともあり

まして、来年は少しはよくなると考えております。

それから今、民間の技術という話がありましたが、

例えば県職員を退職して民間に行かれている技術者

の皆さんのグループというか、ボランティアという

か、そういうチームをつくってもらいまして、協力

体制を今つくっていこうということ。あと事業費の

中で、対応ができるところは民間の技術者を入れて

現場管理等もできるだけやっていこうということで

やっております。今後とも委員の助言等もかりなが

ら対応していきたいと考えております。

○座喜味一幸委員 総務部長、現場は物すごく忙し

くて大変なのです。例えば農業振興だとか離島不利

性解消事業だとか、一生懸命農業振興をしようとし

て予算がいっぱいあるのに、定数の半分しか普及員

の資格を持った者が配置されていないだとか、技術

職のポストなのに一般事務職が配置されているとい

うのが現場の実態なのです。向こう10年間、我々は

この沖縄振興一括交付金を使った振興をしていくと

いう意味において、私は、ある意味では本気で仕組

みづくりは考えないといけないと思います。その辺、

総務部長、予算だけ締めないで、現場に合った多様

的な組織のあり方をひとつ頭の中で検討して、すぐ

実行していただきたいのですが、どうですか。

○川上好久総務部長 まさに委員のおっしゃるとお

りです。沖縄振興計画が今年度から始まりましたが、

新しい沖縄振興計画の理念、そして県民ニーズを踏

まえて、沖縄振興一括交付金とかあるいはまた財政

で新しい政策ツールをつくりました。あとは政策を

実行する組織、人員配置を早急にやらないといけな

いと考えております。従来、組織については、実は

沖縄振興計画の期間の半ばぐらいにようやく組織の

見直しをしておりまして、そこは今議論しておりま

すので、次年度には、今の委員の御意見も踏まえな

がら、農業のみならず全体の沖縄振興計画を進めて

いくしっかりした体制を整えていきたいと思ってお

ります。

○座喜味一幸委員 次に、安心こども基金、保育対

策事業費、大変大きな予算をつけておきまして、待

機児童を含めて大きなバックボーンがあるのか、あ

るいは保育所を含めた職務環境の改善があるのかと

思っております。この保育対策事業費、補正65億円、

この事業の主にこれこれだけは改善してまいります

という大きな主要事業について、御説明をお願いし

ます。

○崎山八郎福祉保健部長 この中に入っている主な

ものとしては、安心こども基金による保育所の整備、

それと保育士の処遇改善の部分です。安心こども基

金で54億円、保育士の処遇改善で６億6000万円とい

うことで、待機児童の解消と保育の質の向上を一体
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的に図るということで予算を計上しております。

○座喜味一幸委員 お願いします。

それと最後になりますが、先ほど砂川委員から話

がありました離島への石油製品輸送費補助です。こ

れがないと本当に離島の生活は壊滅ということです

が、新たな沖縄振興特別措置法制定を国会で議論す

るときに、３年間の暫定という附帯決議で可決され

たという大変残念なことになってしまいました。こ

れは今燃油が上がって、本当に全国的な課題にもなっ

ておりますが、離島の輸送費そのものがなければ、

極めて地域の生活に支障を来すのです。これは逆に

言うと３年での暫定になっているはずなので、来る

５月、６月、12月までには次年度の予算、あるいは

法律改正に向けて真剣に取り組まなければならない

課題だと思っております。今、実証調査という形で

やっているのですが、この詰めを本気でやっておか

ないと大変な話になります。場合によっては３年暫

定ですが、本当はこれを永久法にしてもらいたい。

新離島振興法の中で輸送費くらいはしっかりと確保

すべき時代に来ている。これに対して、今検討して

いる、実証をやっているという中の概略の方向性、

あるいは県としての決意をはっきりとしておかない

といけないと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

○謝花喜一郎企画部長 私どももそういった３年後

の対応をどうするかということを見据えて調査を

行っているつもりです。今回の調査を踏まえて、こ

の価格調整事業が実際離島の方々には必要不可欠だ、

効果、成果も上がる、また、上がるようにするとい

うことをしっかりお示しして、国に対しては事業の

継続ができるようにしっかり申し入れてまいりたい

と考えております。

○仲村未央委員長 以上で、座喜味一幸委員の質疑

を終わります。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 国全体で13兆円余りの予算、そし

てまた沖縄県は331億円余りということですが、これ

は新聞報道でも、その効果については報道されてい

たような記憶があります。改めて今回の13兆円の全

体の効果というか、雇用も何百万人ということがあ

りましたが、国全体の効果と、沖縄県がこういう緊

急経済対策によってどのような効果を今期待してい

るか、その部分も含めてお願いできますか。

○川上好久総務部長 国の大型補正が13兆円、この

中で地方向け事業以外のものが９兆円、地方向けの

公共事業が4.2兆円ということですが、地方向けの事

業以外のものでも研究開発とか中小企業対策とか、

まさしく経済の地力というものを強化していくよう

な対策が打ち込まれております。今般、新政権では、

経済というものをまさに新しいステージをつくって

いくということで、財政、金融、成長戦略と大きな

方向を３つの矢として打ち込んでいるわけでござい

ます。とりわけこの補正の13兆円、それから当初予

算を継続して15兆円、切れ目のない経済対策をやっ

ていく、そして新しい経済の体質をつくっていくと。

デフレ体質から、やはり物価の目標値２％を目標に

しながら経済対策をやっていくのは、実は新しいこ

れまでの政策になっております。そういう意味で今

般、株式市場も回復し、また、円安傾向も続いてい

る。非常に大きな転換が見え始めております。県は、

実は円安とか、そのようなものに大きく影響を受け

るほどのものはないのですが、ただ、日本全体が景

気がよくなれば、それに伴って観光の誘客もしやす

くなる。そのような効果もございます。そしてまた、

県のほうもいただいた公共事業の予算369億円、国と

連携してしっかりこれは実施して、県内経済の浮揚

を図っていきたいと思っております。

○照屋守之委員 今、自由民主党政権の中で、３つ

の大きな柱をつくってこのような取り組みをしてい

るわけですが、私も、今起こっているいろいろな部

分については非常に評価しております。円安による

部分とか、あるいはまた企業が積極的に賃金を上げ

ていくと、具体的な名乗りを上げてやるということ

も含めて非常に効果が出ているのだろうという思い

はありますが、自由民主党政権ということではなし

に、政府が今やっている部分、これまで過去も含め

てこういうことをやるときに、一気に経済対策をや

りますという形で示して、それぞれの都道府県にそ

のようなものを投げて、それを集めるわけです。仕

事をつくっていくという目的、あるいはある一定の

規模の予算をつくるということが―もちろんそうし

ないと国全体の緊急経済対策にはならないと思いま

すが、そのような形で準備もしないうちに、余りに

も急に都道府県に投げるものだから、県としても実

際非常に戸惑うわけです。そうすると、これから準

備していく仕事は当然間に合わないので、これから

やろうとしているものを前倒しでやっていくという

形のものが主になって、今回、安心こども基金の積

み立てというものもありますが、主に公共事業を中

心にした経済対策というものがこの間ずっと行われ

てきたわけです。

そうすると、それは政府が公のお金を使って、あ
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るいは県が公のお金を使って経済を誘導していって、

民間の景気も引っ張っていくことの狙いがあるわけ

ですが、結果的に経済対策をやったその期間はある

程度の効果はあるにしても、それ以降余りそのよう

な経済対策につながっていかないという面もあるの

ではないかと思うのです。こういう経済対策はもう

何十回とやっていますから。その都度借金はどんど

んふえてきたという日本の財政的な特徴もあると思

います。今回のこういう経済対策について、特に県

が取り組む分について、今後どのような形で展開を

していくかとかということも含めて、いかがですか。

○川上好久総務部長 委員がおっしゃっている意味

はよくわかります。これまでどの政権もそうですが、

特にリーマンショック以降、経済対策を幾度となく

やられました。1990年代においても、バブル崩壊後、

相当な経済対策を打たれて、その結果、今日のよう

な長期債務残高が積み上がっていく、そういう背景

になっていくわけです。今般のこの経済対策も、そ

ういう意味では、やはり建設国債を発行して、そし

て内需の拡大を図っていく公共事業というものが約

３兆円あるわけでございます。それはそれとして、

経済の浮揚効果は恐らくもたらしていく。ただ、そ

れ以降、まさに日本経済そのものが力強い新しいス

テージに達するような内容に持っていけるかどうか、

そこのところがこれまで見えなかったのではないか、

そのような御指摘だと思います。今般、新しい政権

において物価水準を２％にすると、これは経済政策

の分野では新しい一つの方向だと見ております。財

政と金融を連動させる、そして成長戦略ということ

で、研究開発だとか、あるいはまた中小企業対策だ

とか、そのようなものをやりながら経済の体質を強

化していく、そのような動きがございます。

沖縄県はどう考えていくべきなのかということで

すが、今般のこの補正予算は、どちらかというとや

はり公共事業が中心となっております。ただ、沖縄

県は今年度、平成24年度から沖縄振興一括交付金を

確保して、それも803億円と。これは産業政策にも使

える、離島振興にも使える、沖縄だけ一つの政策ツー

ルとしてあるわけです。沖縄の産業構造というもの

は、今、日本全体がやっている円安傾向に連動する

ようなものでは実はないわけです。これは製造業が

非常に少なくて、観光、ＩＴ、そして最近では国際

物流という新しい世界、地域資源を生かした新しい

産業を構築せざるを得ない。これが今般の沖縄振興

計画を議員の皆さん方も議論しながら、我々がたど

り着いた一つの方向だったわけです。そのための政

策ツールとして沖縄振興一括交付金が出てきており

ます。そういう意味では、この大型補正は大型補正

として連動してやりながら、県内の景気を浮揚させ

ながら、なおかつ、沖縄県の新しい自立型経済の構

築に向けた産業分野、これをまたさまざまな方策を

講じ、やっていきたいと考えております。

○照屋守之委員 いずれにしても経済、沖縄県も日

本全体もということですから、我々はこの間、公共

事業を主体にしたそういう緊急経済対策をずっと

やってきました。もちろん建設業関連も含めて、経

済効果、雇用効果も含めて当然非常に大きな成果が

あったわけです。ただ、何回もいろいろなことをやっ

てきて私が感じるのは、国全体をそういう形で考え

たとき、それぞれの都道府県も独自にいろいろなこ

とがあっていいのではないかと思うのです。消費を

どう拡大するかということは非常に大きなテーマで

す。沖縄には140万人の県民がいます。国に１億人い

る。そういう人たちが1000円使えばどういう効果が

あるか、一目瞭然にわかるわけですが、経済を高め

ていくには大体60％ぐらいの比率があると言われて

います。そうすると、このような緊急の経済対策も、

これまでそういう一辺倒の公共事業投資というもの

が主になっていくということではなくて、何とかこ

の期間は直接県民に還元していく。あるいはこれだ

けの予算を還元していくということも、こういう緊

急経済対策ならではというものができるのではない

かと思うのです。例えば給食費とか、ああいうもの

は今までの補助事業では出てきません。だから、こ

ういうものも考えてみるとか、保育料を考えるとか。

あるいはまた、県内にはいろいろな離島があります

から、この期間は離島の方々の運賃は全部無料にす

るとかということも含めて、これまでやってきた緊

急経済対策に、我が沖縄県でどういう形の予算をつ

くって、県民にそういうものを還元して、あるいは

消費をもっと高めていって、全体的な経済をつくり

上げていくかという視点も必要なのではないかと思

うのです。こういう予算をつくるに当たって、例え

ば国との、そういういろいろな地域性とか、あるい

は自分たちがどのようにやりたいとかという協議と

か、そのような部分というものは実際やってきたの

ですか、どうですか。

○川上好久総務部長 今般の大型補正だけではなく

て、従来の経済対策は、基本的には公共事業のメ

ニューがまず中心になります。そして、最近出てき

たものは基金事業です。これは介護や福祉の関係も

ございます。医療も含みます。そしてまた、緊急雇
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用創出事業はリーマンショック以降の動きですが、

とりあえず雇用の受け口をつくるために経営者に支

援をする。そういう流れができているわけです。そ

ういう意味では、与えられたメニューの中で動いて

きております。委員が今言われるような離島の交通

コストを全くゼロにするとか、あるいは医療や介護

の従事者に対して賃金を上げていくとか、そのよう

なものは今回の補正予算のメニューではなかなかで

きるものではなくて、なかなか相談しにくい。

しかしながら、沖縄振興一括交付金はさまざまな

使い方をやっております。沖縄県の経済の泣きどこ

ろは実は物流コストでございまして、これにつきま

しては離島移動の交通コストの軽減だとか、あるい

はまた離島の市町村、人口500名とか600名のところ

で９億円とか10億円の船をつくるわけですが、それ

をこれで補助できるような仕組みに今移っておりま

す。今後、沖縄振興一括交付金が医療、介護、ある

いはまた保育とか、そのようなものの形にどのよう

に使えるのか。これからの工夫でございますが、そ

ういう個人消費を引き上げるような形の施策も十分

また考えていきたいと思います。あわせて県外から

収益を確保できるようなリーディング産業を根づか

せる。この２つを大きな柱として検討してまいりた

いと思っております。

○照屋守之委員 いや、ですから我々はこういう緊

急経済対策をずっとやってきました。だから、国が

そのようなことをやるということであれば、本当に

思い切った形で直接県民に還元をしていく。そうす

ると自分の生活に、ああ、今まで負担していたもの

が無料になるとか、ああ、すごいことをやっている

ということになっていくわけです。だから、こうい

うことは日ごろから考えて、そういう場面があると

きには、沖縄県はこのようにさせてくれ、これは消

費をもっと喚起するために130万人、140万人、消費

を喚起するために我々はこう使いたいのだ、こう使

わせてくれということをぜひ訴えていって、独自の

ものをつくり上げていきたいと思うわけです。繰越

明許費、先ほど言いました801億円の中の552億円は

この補正予算の関連ということがあるわけです。

だから、緊急経済対策というものは、非常に厳し

い財政の中で13兆円もやって、沖縄県もそのように

やる、それはタイムリーでしょう。今やらないと何

の意味もないわけでしょう。安心こども基金もそう

ですが、あれは積み立てをして、また４月以降とい

う話ですね。だから、これは今やるから緊急の経済

対策の意味があるわけです。その中で、これだけの

繰り越しを抱えていて、自分たちが今までやってい

ること、それはなかなか対応が厳しいですよ。また、

こういう形になっていくと、さらにそれを繰り越し

にしないといけないですよと、実態はそういうこと

があるわけです。だから、ここをどう捉えるかなの

です。

そうすると、予算をつくって、今県民に還元して

いく、社会に還元をしていくという仕組みをやはり

どうしてもつくらないといけないでしょう。ずっと

これは繰り越し、繰り越しでやっていると、いつ成

果が出せるのですかという話です。職員の方々にこ

れをお願いすると、とんでもないですよという話で

はないの。これだけの仕事を持っていって、これも

なかなかやり切れませんよ、また新たな仕事をふや

していったら大変なことですよという形で、現場は

実際大変だと思うのです。だから、そういうことも

考えていくと、これまでのようなありようで繰り越

しに回していくことも含めて考えていくと、緊急経

済対策は緊急ですから、それが県民に緊急に今還元

できるような仕組みづくりが必要だと思うのです。

そう思いませんか、いかがですか。

○川上好久総務部長 国全体としてやるものですか

ら一定の枠をはめられてしまう、この傾向はあるわ

けです。ただ、委員が今言われる話は非常に当然の

話だと思います。地域は地域でやはり特性があるわ

けであって、特に沖縄県みたいなところは本土の各

県と大きく違う環境がございます。そういう意味で、

こういう経済対策も沖縄らしい使い方というものは

研究していく必要があろうかと思います。直接個人

にこういう予算というものを付与していくのはなか

なか難しい部分もあるわけですが、いろいろな工夫

をしながら、かくあるべしという政策を研究してい

くことは必要だと考えます。

○照屋守之委員 ぜひお願いします。安心こども基

金の積み立てもそうですが、私はこういう補正予算

で基金に何で積み立てるのかという疑問を持ってい

ます。ただ、持っているが、これが４月から即そう

いう形でできるということであればいいのです。職

員の方々は大変厳しい状況だと思います。今持って

いる仕事や繰り越しとか、そのようなこともやりな

がら大変でしょうが、新たなそのような予算、さら

にはまた新年度予算もかかわってきます。そうする

と、本当に寝る時間があるのかと思うぐらい職員の

方々は非常に御苦労すると思いますが、ぜひいろい

ろ知恵を使っていただいて、こういう予算を活用し

て、沖縄県のそういう緊急経済対策の効果が出て、
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県民あるいはまた沖縄県経済をさらに底上げしても

らえるように、しっかり頑張っていただくことを要

望して終わります。ありがとうございました。

○仲村未央委員長 以上で、照屋守之委員の質疑を

終わります。

仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 18ページ、救急医療対策費、地域

医療対策費についてお伺いします。これは病院事業

局でしょうか。その内容について詳しく説明をお願

いしたいのですが。

○平順寧医務課長 救急医療対策費でございます。

まずこの部分については、医療施設耐震化整備事業

の中で、２次救急医療機関に対して耐震化のための

施設整備という形でやっています。補正の内容とし

まして、定期預金の利子の積み立てが基金としてあっ

たということで、プラスの補正をやるものでござい

ます。それから地域医療対策費につきましては、地

域医療再生基金も利子の増分についてまた基金に積

み立てるという事業でございます。

○仲田弘毅委員 今の説明で大体わかったような気

もするのですが、耐震化と聞いたときに、なぜこの

補正の金額がそんなに少ないのかということを一瞬

感じました。説明を受けて、これは利子の積み立て

云々の基金であるということですが、せんだって、

３月２日に私たち自由民主党12名、八重山病院を視

察させていただきました。その中身を見た場合に、

それはもちろん早目に改築しなくてはいけない大変

老朽化した病院で、八重山郡島の地域の皆さんが、

あるいはそれに携わっているドクターを中心にして、

大変気苦労していただいているということを感じま

した。そういった意味合いにおいても、こういった

経済対策を含めて沖縄県にこれだけの補正の金額が

出る場合は、ある程度緊急を要する、特に耐震化を

含めて新たな病院づくりのために、やはり執行部は

しっかり気配りが必要ではないか。これは意見であ

ります。

19ページの分みつ糖振興対策事業費でありますが、

これは知念農林水産部長、金額も大きいですね。ど

のような事業内容なのか。これは国の経済対策に伴

う移転整備に係る増額ということですが、説明をお

願いします。

○知念武農林水産部長 今回の経済対策に伴う農林

水産部で一番大きいのが、伊是名村の分蜜糖製糖工

場の移転新築がありまして、これが事業費で約52億

円ぐらいかかります。そのうち、従来からの事業、

強い農業づくり交付金という事業で32億円。それか

ら今回、経済対策で財政力の弱いといいますか、離

島の小さな市町村に地域の元気臨時交付金というも

のが交付される。ハード事業をやるときに、その裏

負担分に充てる交付金が措置されております。その

２つの事業で約19億円ぐらいですが、あと２億円は

地元負担ですが、伊是名村の製糖工場が随分老朽化

しているということです。また、集落の真ん中にあ

るということもありまして、そういう環境問題もい

ろいろ出てきております。老朽化とそういう改善を

するために、今回新たに移転新築をするという費用

になっております。

○仲田弘毅委員 今、国も環太平洋戦略的経済連携

協定、ＴＰＰを含めてサトウキビ、今大きな綱引き

をやっているわけですが、特に島嶼県である本県は、

こういった離島地域をしっかりフォローして、どの

離島にいてもしっかりと沖縄県のために頑張れる体

制づくりをやっていく必要があると考えています。

このサトウキビ、農林水産部長、継続できるように

頑張っていただきたいと思います。

次に25ページでありますが、先ほど電線の地中化、

これは仲井眞知事が西表島を中心に、西表島から台

風銀座である沖縄県のために一生懸命地中化を頑

張ってきておりますが、なぜ2000万円の半端な金額

かということを我が党の桑江委員が質疑しまして、

答弁をもらいました。実は土木建築部長、与勝半島

に宮城島という島があります。台風17号で、山の上

の土地改良をやった地域の電線が全滅して、伊計島

まで長い間停電しました。今、復旧はしているので

すが、現状を見たら、全然復旧どころではない。た

だ線をつないで電気を送っているだけなのです。も

ちろん事業を担当している沖縄電力株式会社は営利

団体ですから、もうけがなければ完全復旧はやらな

いかもしれませんが、そういった台風災害に向けて、

本県においてはやはり特別に地中化を早目に推し進

めていく必要があると思うのです。今、国際通りは

ほとんど電柱がないですね。それから、国道58号も

宜野湾市大謝名付近は大きな工事が終わっています。

あとは、それ以外のものをどのように推し進めてい

くのか。まず土木建築部長、考え方をお聞かせくだ

さい。

○當銘健一郎土木建築部長 電線類の地中化につき

ましては、委員御指摘のとおり、そういう台風時の

防災対策とか、あるいは最近は観光に資する道路の

電線類の地中化、景観に配慮したという形のものも

やっております。

まず、今回の2000万円の石垣市の国道390号のお話
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からさせていただきます。この部分といいますのは、

先ほどもお話ししましたとおり、13カ月でできる部

分ということで60メートル。さらにこれは合意路線

といっておりまして、電線類を地中化いたしますと、

電線管理者である沖縄電力株式会社やＮＴＴなどな

どから負担金を取る制度になっておりますので、私

どものほうがやりたいと言っても、やはりそういっ

た負担金を出していただく方々との協議が必要でご

ざいます。今回、協議が調いましたので、こちらの

部分は2000万円で60メートルやる。また、今後です

が、ソフト交付金を使った無電柱化の事業が、もち

ろん全ての路線ではございませんが、沖縄の特殊性

をきちんと説明できるものについてはできるような

形になっておりますので、そういったところで今ま

で以上の合意路線―この合意路線というものは市街

地が多いわけです。やはりこれは電線管理者からし

ますと、住宅とかそういう建物に電気を供給したい

ということがありますので、市街地は合意路線でい

きますが、郊外部分にいきますと今までなかなか手

法がなかったわけですが、沖縄振興一括交付金を使

いました要請者負担方式というものもありますので、

そういったものもまたきちんと検討していきたいと

思います。

○仲田弘毅委員 本予算でも、そのことはいろいろ

お願いをしていきたいと思うのですが、やはり集中

的に、沖縄県の場合は財源があるうちにしっかり対

応していくべきだと考えています。

総務部長、くしくもきょうは３月11日、午後２時

ぐらいですか、東日本大震災の大きな被害を受けた

日ですが、岩手県、宮城県、福島県、この復興予算

が繰越明許費という形で約１兆円使われていない。

そのことが大きな復興のおくれにつながっていると

指摘されているわけです。その理由の中に、まずは

その地域においてマンパワーが足りない。そして資

材が足りない。資材が足りないということは資材の

高騰につながる。燃費もかさむ。これを入札したと

きに採算が合わないから入札不調で工事がとれない、

工事が発注できない。ですから、大体予算を審議す

るときは、繰り越しがどれぐらいあるかということ

が、補正であろうが本予算であろうが常に注目され

ていくわけです。そういったことが本県において行

われた場合、これだけの予算を執行する大きな足か

せになると思うのです。総務部長、いかがでしょう

か。

○川上好久総務部長 岩手県、宮城県、福島県、実

はそこに職員を派遣していて、私も12月に様子を見

に行きました。そのとき、少しそちらの県庁の方と

お話をして、委員が今言われるような状況がござい

ました。やはりこの間、2002年以降ですか、公共事

業がばあっと切り込まれていく過程の中で、建設業

の事業者が物すごく減ってきている。そのような状

況で対応がなかなか難しいという話と、それから資

材が手に入らないという、少し耳を疑うような話だっ

たのです。この日本で資材が足りないという話もあ

るのかと思ったりしたのですが、実際の話で、入札

不調が続出しているという話を聞いておりました。

沖縄県で、そこまでの話が今来ているかどうかと

いうことは、後で土木建築部長からそこはお答えし

てもらおうと思うのですが、まだそういう状況まで

来ているようには思えないのです。ただ、この大型

補正というもので、全国的に逼迫している傾向があ

るかもしれない。沖縄県もまたこれから那覇空港第

２滑走路とか、そのような大型プロジェクトも控え

ておりますので、その辺は状況をよく注視しながら

対応しなければいけないと考えているところでござ

います。

○仲田弘毅委員 人のふり見てではないのですが、

やはりあれだけの震災を受けたところ、私たち沖縄

県でもまだまだ末端の事業が遂行できないところが

たくさんあるわけですから、そこのところを精査し

ながら、沖縄県民の福祉に貢献できるようにぜひ頑

張っていただきたいと思います。

○仲村未央委員長 以上で、仲田弘毅委員の質疑を

終わります。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 私は、平成24年度一般会計補正予

算（第５号）説明資料の23ページの雇用対策推進費

の34億円の補正について伺います。先ほどからあり

ますように、特に今回の補正が国の経済対策の関連

ということで、ほとんど基金への積み増しが特徴的

になっているところでありますが、23ページのとこ

ろも雇用対策推進費に34億円の補正で、基金への積

み立てになっております。この雇用対策推進費の緊

急雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに係る増

額補正についてですが、この基金事業のこれまでの

経緯と基金総額について説明をお願いしたいと思い

ます。

○平良敏昭商工労働部長 これまでの経緯、推移を

申し上げますと、緊急雇用創出事業については、県、

市町村を合わせて、これまで57.4億円を活用して、

平成21年度から平成23年度までに734事業で5530人の

雇用を創出してきたということでございます。



－24－

○崎山嗣幸委員 この緊急雇用創出事業臨時特例基

金の中で、今回積み増した中に重点分野雇用創出事

業について、平成24年度から平成25年度にかけて継

続するということで、これは19億円余りの事業と聞

いております。この事業概要はどういった中身なの

かを説明してもらいたいと思います。

○平良敏昭商工労働部長 重点分野雇用創出事業で

すが、主に介護とか、それから農林水産、観光、こ

れはＩＴ等も含めて、今後成長が見込まれる分野と

いうことで、新たな雇用機会の創出、地域の企業等

で雇用しながら研修を行い、人材を育成して正規雇

用に結びつけていくという取り組みでございます。

○崎山嗣幸委員 今説明を受けますと、成長分野、

介護とか医療とか農林水産、観光、エネルギーもそ

うですか、そこに雇用の活用を図るということの趣

旨と受けとめました。この成長分野への対策であり

ますが、今回、最近ニュースで安倍首相が衰退産業

から成長産業への労働力の移動ということも触れて

おります。これはそういった事業との関連もあるの

ですか。

○平良敏昭商工労働部長 恐らく今の御質疑は企業

支援型の部分の話だと思うのですが、倒産した企業

と振りかえる、雇用を新たに成長分野へ振り向けて

いくということも一応想定はしております。

○崎山嗣幸委員 成長戦略産業への移行については

私も状況はわかるのですが、特に気になることは、

この転換によって衰退産業と言われる部分の正規職

員を解雇するという規制緩和。そういったことによっ

て、正規職員を解雇するという法律の制定をしよう

ではないか、そういうことのニュースもあったので

す。そうなると、そういう産業から正規職員を解雇

して、今言われている成長産業に労働力を移行させ

ていく。そういう形態になると、やはり正職員を守

るセーフティーネットが崩壊することを懸念するの

です。今の事業そのものを否定はしていないのです

が、そういう流れを組んでいくことに対する懸念も

あるのです。そうなると、今言われている平成24年

度から平成25年度の成長分野に向かっての皆さんの

雇用の目標というのか、その辺、具体的なことはあ

るのですか。

○新垣秀彦雇用政策課長 この19.7億円の重点分野

雇用創出事業につきましては、先週、トータルで73

の事業、県で22、市町村で51の事業を採択しまして、

888人の雇用を見込んでおります。

○崎山嗣幸委員 この事業で888人の雇用を見込んで

いるということでありますが、この流れを含めて―

私はこれを否定していないのですが、先ほど言った

安倍首相が言うこの制度の問題で、衰退産業と言わ

れる分野の解雇を速やかにそこに振り向けていくと

いう流れの発想は、この事業と関連していますかと

いうことについてお答え願いたいと思います。

○平良敏昭商工労働部長 崎山委員の御心配はもっ

ともですが、沖縄県の場合、そもそも産業構造その

ものが違うし、また私どもが今重点的に取り組んで

いる、今後、特に福祉医療分野とか、あるいはＩＴ

の立地とか、どちらかというと、むしろその辺につ

いてはもともと雇用政策でいろいろやってきました

ので、本県の場合、今の懸念は私自身余り考えてお

りません。

○崎山嗣幸委員 一番不思議なのは、非正規職員の

割合が全国的にも県内でも高くなって、ここ10年で

も700万人近くの人が正規職員からパート、非常勤職

員に移っているという流れの中において、やはり私

は正規職員化は重要ではないかという思いです。今

言った危機感といいますか、衰退産業を切って、こっ

ちに振り向けるということを含めて検証することを

やらないで、結局、その流れをつくってしまうとや

はり解雇、カットはやりやすくなる。そういう流れ

は危険ではないかということです。私は、この関連

の事業は最近新聞報道であったので気になったので、

セーフティーネットもつくらないで正規職員を解雇

するような社会、そこはつくってはならない。やは

り県がそういうことを後押ししてはならない。私は

そういう発想で聞きたかったということであります。

次に聞きます。この流れでもう一つ、皆さんの事

業で、この基金の積み増し分としての起業支援型地

域雇用創造事業ということで、これも皆さんが予定

をされているようです。今懸念をされているものの、

企業を支援していくことについては、非正規職員か

ら正規職員に支援をしていくということで私は考え

ているのです。商工労働部長、この事業概要はそう

いう目的、そういう趣旨でなされる事業ですか。こ

の事業概要を説明してもらいたい。

○新垣秀彦雇用政策課長 起業支援型地域雇用創造

事業につきましては、先ほど商工労働部長が申し上

げましたように、国がこの補正の中で、製造業等を

主に持っている本土の企業で失業した対策として、

その地域の中でそういう失業者等を雇用させるとい

うことです。起業後10年以内の企業等に対して、そ

の雇用を促進して、なおかつ地域で必要としている

ような産業を起こしていく。そのために支援する事

業になっています。
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○崎山嗣幸委員 この事業概要を聞いたら、今言わ

れるように失業者を雇用して、今説明の中では正規

に継続雇用する場合に、一時金１人当たり30万円を

支給すると聞いたのです。この事業概要は、あくま

で正規職員を採用したときには、企業に一時金30万

円を支給するという中身ですか。

○新垣秀彦雇用政策課長 この事業は、あらかじめ

雇用した後、１年後に企業が引き続き継続雇用をす

る場合に、一時金として報奨金という形で１人当た

り30万円を支給するという形になっています。

○崎山嗣幸委員 この額は基金の取り崩しだと思う

のですが、今言われている部分は幾らの予算を想定

して、そして幾らの人数を想定しているのですか。

今言われている１年以上継続して働く者がいる企業

に30万円を支払うという中身はどうなのですか。

○新垣秀彦雇用政策課長 17.3億円を使ったこの事

業につきましては、現在のところ690人の雇用を見込

んでおります。その継続雇用等については、事業の

募集を今行ったところで、どのような事業があって、

各市町村または民間が提案する事業とか、それにつ

いてまだ詳細が手元にありませんので、今の時点で

何とも申し上げにくいのですが、かつて平成21年度

から平成23年度にあったふるさと雇用再生特別事業

では、継続雇用が大体６割ぐらいありましたので、

それと同じような数字で動くのかと予想はしており

ます。

○崎山嗣幸委員 17億円使ってということの事業の

ようですが、企業間のそういった事業を組んで、応

募をして反応といいますか、この額は限界があるか

ら何千人とか―今690人ということを言っているので

すが、沖縄県の失業率を含めて７％前後、何万人と

いる中において、これを救うにはほど遠い額ではあ

るのです。これをすることによって、各企業が正規

雇用を促進させていくという一つの出発点に私はな

ると思うのです。そういった意味での企業からの反

応はいかがでしょうか。

○新垣秀彦雇用政策課長 これにつきましては、今

後、今週から各市町村、県の部局にも文書を出しま

すが、その中で各市町村の商工会であるとか、沖縄

県中小企業団体中央会とか、そのあたりにもこれか

ら説明に行くという状況です。その対応というか、

その感触というものはこれからということになりま

す。

○崎山嗣幸委員 額は制限があるのですが、企業が

今の状況を―多分非正規職員の割合が県内34％ぐら

いの割合ですか、ここ10年で相当高どまっていると

いう意味では、これを解消していく一助になれれば

いいと思います。ここも含めて企業間の認識、やは

り正規雇用に持っていこう、安心、安定する雇用を

やっていこうという意味で、私はこれも一つのもの

なのかと思っていますが、この事業以外にも非正規

職員から正規職員に転換させる事業はあるのですか。

関連するという意味でこれも聞きたいので、全国的

な問題もある中において、沖縄県においてそういっ

たことを含めてぜひ展開できればと思っているので

す。この事業以外にも似たような事業はあるのです

か、それともその１本だけが企業への支援というこ

とになるのですか。

○新垣秀彦雇用政策課長 雇用の基金については、

失業者を雇用して、その給与を払いつつ人材育成を

して正規雇用等につなげるというスキームです。そ

のほか県の進める若年者ジョブトレーニング事業等

で、６カ月とか３カ月ぐらいトレーニングをしなが

らＯffＪＴ、ＯＪＴをしながら正規雇用に続けてい

く、この正規雇用を企業に期待していくという事業

もございます。あと、ハローワーク等が非正規雇用

から正規雇用につないだ場合に助成金を出すという

のもあって、さまざまなメニューがありますので、

それについては、県としてもいろいろ関係団体等を

通して企業にもその活用を促しているところです。

○崎山嗣幸委員 ありがとうございました。ぜひ非

正規職員から正規職員への流れをつくっていく事業

展開を数多くしてもらいたいと私は思います。

最後に１点ですが、県内の失業率と、そして市町

村別の状況というのか、市町村の失業率の状況を対

策も含めて若干聞きたいのですが、ひとつ説明をお

願いします。

○新垣秀彦雇用政策課長 県内の失業率は平成24年

度は6.8％ということで、昨年より0.3ポイント下がっ

たのです。市町村につきましては、毎月の労働力調

査ではなくて５年ごとに行われる国勢調査を使って

おりますが、県内で失業率が高いところを上から申

し上げますと、うるま市、大宜味村、伊江村、伊是

名村、沖縄市、与那原町、国頭村、中城村、そのあ

たりが高い状況です。失業率の低いところにつきま

しては、一番低いところから北大東村、竹富町、多

良間村、与那国町、南大東村。市部のほうで失業率

が高くて、小さな離島とか郡部のほうで失業率が低

いという状況がうかがえます。

○崎山嗣幸委員 今説明されたうるま市とか沖縄市

とか、あるいはいろいろ失業率の低いところ、高い

ところのアンバランスがあるのです。そういった企
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業というのか、雇用状況、産業というのか、いろい

ろな地域の状況があるのか。原因と要因というのか、

その辺は捉えておりますか。

○平良敏昭商工労働部長 国勢調査での失業率が一

番高いのがうるま市とか、逆に恐らく委員の皆様の

頭の中でもなぜ離島が低いのかと。少し逆のような

感じがするわけですが、国勢調査とそれから毎月行っ

ている労働力調査、この辺の調査の仕方といいます

か、労働力調査は仕事についているのか、ついてい

ないのか、最近はどうなのか。いろいろそういう質

問をしていく中で調査項目を正確に記入していくわ

けです。国勢調査は基本的には労働力の行為、雇用、

失業の問題を調査する項目ではなくて、恐らくこの

辺の質問項目等でいろいろな差が出てきています。

例えばうるま市がこんなに高いということは、最近、

中城村の工業団地等も含めて、結構いろいろなもの

ができてきて、我々もその辺が少し実態とは何か合

わないのかと考えておりまして、やはり少しこの辺

を精査する必要があるのかと。全国的にも、労働力

調査よりは国勢調査が大体２％から3.数％高くなっ

ているという感じで、調査の仕方、この辺をもう少

し見る必要があると考えております。

○崎山嗣幸委員 市町村間のもので、基金を使って

の市町村分の事業は結構メニューがあるのです。今

言われた市町村別のものと、基金を使って県が市町

村に対する対策、事業の打ち方、地域というのか、

ここはうるま市、沖縄市とか、そういった地域に事

業を打とうとか、関連性を持っての事業を展開して

いるのか。分析というか、何かわからないというこ

とではなくて、皆さんは、そういったことでの市町

村ごとへの指導というのか、協力というのか、これ

を関連づけられているのかどうかを聞きたいのです

が。

○新垣秀彦雇用政策課長 この基金は平成21年度か

ら各市町村とも活用しておりますが、当然失業率の

高いところについては、我々も出向いて基金の活用、

もしくは市町村もうるま市等、那覇市も名護市も、

積極的に基金を活用して雇用促進を図っているとい

う現状が見られます。

○崎山嗣幸委員 ありがとうございます。

○仲村未央委員長 以上で、崎山嗣幸委員の質疑を

終わります。

休憩いたします。

午後０時９分休憩

午後１時36分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

新里米吉委員。

○新里米吉委員 昨年、平成23年度２月定例会の補

正予算額は169億916万2000円でした。今回の補正額

が331億2627万2000円、２倍以上になっているのです。

その２倍以上になった補正額、増額の主な理由を説

明してください。

○川上好久総務部長 平成23年度と平成24年度を比

べても162億円ふえてございますが、その主な要因は

国の経済対策関連経費の差となっております。ちな

みに、平成23年度が112億2047万7000円、そして今年

度補正が294億8286万9000円ということで、おおむね

182億円の差が出ております。

○新里米吉委員 国の経済対策に伴う増額が圧倒的

に多くなったということで、実は先ほど午前中に仲

田委員からも話がありましたように、被災地のほう

でも、被災地に特別に予算をつけてやろうとしても

それが執行できない状況が起きている。そういう中

で、今回このように大型補正で、しかも公共事業を

中心にやって日本全国対応できるのだろうかという

ことが、マスコミも含めて多くの識者からも指摘さ

れています。では、果たして沖縄県で執行をしっか

りやっていける体制があるのか。これは先ほど総務

部長も説明していた土木建築業の現状、さらには資

材の問題、あるいはもう一つは職員の体制は大丈夫

なのか、そういったところが出てくると思います。

総務部長ではなくて土木建築部長に聞きたいのです

が、どうですか。

○當銘健一郎土木建築部長 一般質問のときにもそ

ういった件で御質問がございまして、お答えをさせ

ていただいたところですが、東日本大震災が起きて、

現在、復旧復興ということで、東北のほうにかなり

いろいろな建設業者、職人、あるいは建設資材が投

入されて、全国的にやや厳しい状況があるというこ

とは申し上げたとおりでございます。

ただ、本県に関して申し上げますと、建設業界と

の定期的な意見交換の中でも、特段支障があるとい

う状況ではありませんが、一部の職人さん、例えば、

型枠業者とか少し薄くなっているということがござ

います。これまでずっと右肩下がりで公共事業は落

ちてまいりました。そういう中で建設業者もどんど

ん減ってきていることがございますので、これから

もそういう事業執行に影響がないように、業界とも

よく相談しながらやっていきたいと考えております。

○新里米吉委員 質疑を変えますが、人件費で18億

1563万円の減額補正になっています。その主な理由
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を説明してください。

○川上好久総務部長 今回18億1500万円の減がある

と思うのですが、主な内容としましては、退職手当

の減が７億1200万円余り、そして期末勤勉手当の所

要見込みの減が５億4000万円、共済費の減が２億9000

万円等という形になっております。

○新里米吉委員 最近人件費の減が続いているので

すが、これはいつごろまで続くと予測していますか。

○川上好久総務部長 ベースアップの引き上げとい

うものがごく当たり前だった時代は、むしろ減額で

はなくて、12月に補正をするという流れだったわけ

です。2000年代の中盤ぐらいから、行財政改革とい

う大きな流れの中で、定数の削減と、それから言っ

てみればベースアップの上げ幅が小さくなっていく。

また、今般みたいに退職手当のやや引き下げとか、

そういう流れで来ているわけですが、経済情勢が変

わっていけば公務員のベースアップもまた上がって

いく。それに連動して人件費もふえていくのだろう

と思います。そのことと、このような形でベースアッ

プがほとんど変わらない状況の中でマイナスが出る

のは、実は予算で計上するときに、10月１日の現員

現給を計上しているわけです。例えば、次年度の当

初予算であれば、去年の10月１日の職員がいるもの

という前提で、この過不足があったらいけないので、

おおむねこういう形でややゆとりを持って計上して

いるという中で、若干ベースアップが上がらない場

合にはマイナスが出るという状況になっております。

○新里米吉委員 今盛んに宣伝というのか、喧伝さ

れているアベノミクス―物価２％を上げる、給与も

上げると多くの国民が期待をしている。ところが、

そう言いながら公務員の賃金を下げろ、退職手当を

下げろと。そして、国の管轄であった国家公務員だ

けではなくて、自治体の職員のカットもやれと。も

う有無を言わさず、その財源の地方交付税もその分

カットして流す。ある意味で強要されているのです。

市町村、県、みんな強要されている。この事態は、

国のアベノミクスの宣伝と違って、公務員に対して

は全く逆の仕打ちをしていると思っているのです。

しかも、地方交付税までカットして有無を言わせな

いというやり方に対して、総務部長、いささか不満

もあるのではないかと思いますが、どうですか。

○川上好久総務部長 今般、給与に関連いたしまし

て２つ大きな動きが出ております。１つは退職手当。

もう一つは次年度予定されていると言われているわ

けですが、国が今、暫定的に２年間の給与削減をす

るのに合わせて、地方団体もおおむね９カ月引き下

げると国から通知が来て、その分財源も国が地方交

付税をカットしている、そのような状況があるわけ

です。退職手当の話は５年に１回、民間との比較の

中でどうしても調整しないといけない。そういうルー

ルの中で出てくるわけですが、今般の次年度に行わ

れる給与の見直しについては、地方団体総体として

は反対の声が上がっておりました。その理由は、地

方団体においてはこれまで定数の削減、行財政改革、

そしてまたみずから給与カットを行うという努力を

してきているという中で、国と同じような形でやる

ことには問題があるのではないかという声もあった

と承知をしております。

○新里米吉委員 午前もたしか照屋委員や座喜味委

員から指摘がありましたが、沖縄振興一括交付金を

どう執行して自立型経済に持っていくのか。さらに

は、今回のような国の経済対策のお金がどっとおり

てきたりする。これを執行するのは皆さんです。と

いうことは、これから長い期間、沖縄振興一括交付

金をしっかりと沖縄県の観光や、あるいは農業ももっ

と強いものにして、この期間で沖縄県の農業もしっ

かりしたものにつくっていく。これは先ほどもあっ

たように、県の職員も専門の職員が足りなかったり

する、事務的な職員が配置されたりする。こういう

ことをこれからどう直すのかということは、総務部

は非常に重要になってくると思うのです。

たしか文化観光スポーツ部ができるときに、いき

なり持ってこられて大問題になりました。そのとき

の総務部長、現企業局長も、今回はいきなりだった

が、これは僕などは、全体的に県はどういう体制で、

どういう部でこれから予算執行していくのだ。全体

像が見えない中で一部だけ取り上げて、名称もどう

なるか、わけのわからないことが出たりして相当問

題にしました。そのときに、９月には沖縄振興一括

交付金なども含めて、沖縄振興を含めての組織体制

を提案したい、考えているということでしたが、本

人もいなくなって、次の総務部長になってもこの話

は出てこないのです。

最近、新聞で見てみると、部長を束ねる局長の話

しか出てこない。僕は局長を４名ぐらいつくればい

いというものではないと思う。先ほどのように、む

しろもっと職員をふやさないと恐らくできないだろ

う。事業がふえれば、職員がふえなければ執行でき

ないはずです。これは市町村も同じです。県も全く

同じ。そして、その職員をふやす場合に、今必要な

―農林水産部ならこういう職員が必要だとか、企画

部ならこういう人が必要、文化観光スポーツ部なら



－28－

こういう人が必要と。これをしっかり踏まえて人員

配置をすることが予算執行上も大事なこととなって、

何か偉い人を４名ぐらい、より多くつくってしまえ

ばいいと。その４名はモチベーションが上がるかも

しれないが、全職員は上がらないでしょう。

ここら辺をしっかり踏まえて、総務部長はいなく

なるという話ですから、次期総務部長にきちんと申

し送りをしてください。しかし、今の話だと、あな

たは総務部や企画部を担当する責任者になりそうだ

から、まだそういう立場になっていないので言えな

いかもしれないが、現総務部長としてそこら辺を、

今後、県の職員体制をどうつくっていこうと思って

いるのか答えてください。

○川上好久総務部長 午前の質疑の中にもございま

したが、沖縄振興一括交付金だけではなくて、次の

沖縄振興をどういう形で実現していくかということ

は、やはり政策資源としての予算の額もあるし、そ

れから予算のスキームもある。経済特区のそういう

設定もございます。もう一つ大切なのは、組織と人

員をどう配置するか、ここがやはり重要な課題にな

ろうかと思います。去年の３月末に法律ができまし

て、それをどういう形で今後推し進めていくのかと

いうものを今一生懸命庁内で議論しております。そ

ういうものの中で、次年度に向けて新しい沖縄振興

を進めていく組織と、それからその人員配置をしっ

かりやっていきたいと考えているところであります。

○新里米吉委員 次期副知事候補がしっかりやると

言っていますので、期待をしたいと思います。

それから、平成24年度一般会計補正予算（第５号）

説明資料の31ページに交通安全施設費１億9214万円

の増額になっていますが、この交通安全施設費の中

身がよくわかりません。信号などなのか、その説明

をしてください。

○平松伸二交通規制課長 今回の補正予算での交通

安全施設事業に係る要求額は、総額１億9214万3000

円となっております。そのうち、信号灯器のＬＥＤ

化及び老朽化したコンクリート信号柱の更新などで

7510万3000円。あと道路の新設、改良に伴いまして、

道路標識、道路標示の新設及び既存の道路標識、道

路標示の老朽更新等で１億1704万円となっておりま

す。

○新里米吉委員 信号などは各地域から非常に要望

が高くて、予算上対応できないということがありま

したが、この補正予算が先議で出ていますので、こ

れが通ったら、３月末から４月にかけてでも信号の

取りつけ、修復などに取りかかる予定ですか。

○平松伸二交通規制課長 今回の補正予算での要求

につきましては、老朽化した灯器の更新ですとか、

信号関係ではコンクリート信号柱の更新ですとか、

そういう更新関係で事業を積ませていただいており

ます。新設信号機につきましては、去年の９月の補

正予算で11基認めていただきまして、当初予算と合

わせまして平成24年度中に29基整備をする予定でご

ざいます。その29基につきましては、当然場所も選

定しまして整備中でございます。

○新里米吉委員 次に、土木建築部、平成24年度一

般会計補正予算（第５号）説明資料の37ページ、沖

縄県総合運動公園プロサッカースタジアム事業で

1350万円の土木債となっています。土木債としては

額が小さいと思っているのですが、その理由を説明

してください。

○仲村守都市計画・モノレール課長 地方債の補正

予算で沖縄県総合運動公園プロサッカースタジアム

事業の1350万円を計上しておりますのは、この予算

は、当初は一般財源で計上していたものを今回は地

方債の予算に振りかえる措置でございます。理由と

しましては、実施設計の費用を起債事業に充てられ

ることになりましたので、地方債に充てたいと思い

ます。

○新里米吉委員 このサッカースタジアムですが、

那覇市との関係が出てくると思うのです。那覇市も

県より先に新聞で打ち上げていました。県の運動公

園の中で、県がかなりの部分を運営し、那覇市が運

営している部分―野球場を那覇市に移管しましたが、

かつての陸上競技場跡地は、今、那覇市が管理して

いるのですか、県が管理しているのですか、共同管

理しているのですか、どちらですか。

○仲村守都市計画・モノレール課長 奥武山総合運

動場は県管理でございます。

○新里米吉委員 僕の質疑と違っている。奥武山総

合運動場は県が中心になってやっているのだがと。

かつては全部県がやっていたのです。今は、野球場

は那覇市がやっている。今、サッカー場にしようと

している部分、そこはもとは陸上競技場跡地だった

わけです。これは県がやっていたのですが、現在は

どうなっているのと。那覇市がこうして手を挙げる

からには、那覇市もかかわっているはずなのです。

勝手にはできないですよ。それを聞いている。

○當銘健一郎土木建築部長 奥武山総合運動場には

いろいろな施設がございまして、例えば、沖縄県立

武道館であれば教育庁が所管している。今、沖縄セ

ルラースタジアム那覇は、施設としては那覇市がやっ



－29－

ているわけです。陸上競技場はもともと教育庁が所

管しておりましたので、陸上競技場としての所管は

教育庁です。

○新里米吉委員 これは問題になるよ、那覇市が今

回やると。

○當銘健一郎土木建築部長 県の教育庁が今管理し

ておりますが、そのときにまた所管がえをすればよ

ろしいわけで、先ほど言いましたように、奥武山総

合運動場にはいろいろな施設がございますので、そ

れぞれ新しい施設をつくれば、そのときの所管が変

わるということでございます。

○平田大一文化観光スポーツ部長 今、文化観光ス

ポーツ部に移管されていまして、平成29年に那覇市

に移管予定です。それまでは文化観光スポーツ部が

所管しております。

○新里米吉委員 那覇市がそういう話を始めて、県

も予算を組んだりしているものだから、この管理が

どうなっているのだろうということを聞きたかった

わけです。それによっては今後の進め方にも影響す

るし、予算の使い方、どこまで―では、しばらく県

がやっておくのか。しかし、県が調査費を計上して

調査して、那覇市がやりますと。引き継ぐというの

も大変だろうし、これからどちらもプロサッカーが

できるようにと言っているのだから、県と那覇市が

よく協議をしていただきたいということを要望しま

す。

平成25年第１回県議会（２月定例会）提出補正予

算説明書の81ページをお願いします。そこの治山費

の補正前８億4742万円に対して、補正額が11億8005

万円。すると、当初予算は８億円だったのが、改予

算額は20億円を超える。普通では少し考えられない

ことが起きているのですが、これを説明してもらえ

ませんか。

○知念武農林水産部長 御説明します。治山事業は、

山地に起因する災害から県民の生命、財産を保全し、

また水源の涵養と県民生活の保全、形成を図る事業

であります。そういうことで平成23年、平成24年は

たくさんの台風が来ました。それによって危険な状

態になった山腹というか、山が北部を中心にたくさ

んありました。これを我々は当初予算で８億何がし

かの予算を組んだのですが、今度経済対策がありま

して、その事業にもこの経済対策のお金が使えると

いうことで、我々の整備をやりたいという箇所が膨

大だったものですから、ぜひその予算を使って一緒

に、早目に、一刻でも早くやりたいということでこ

の予算をとりました。今回―ただ、この予算という

のも、本当は次年度予定していたのですが、ことし

補正で組めるということで、前倒しして予算を要求

してとったということ。あと１つ、災害関連で大宜

味村字根路銘の山腹で崩壊がありましたので、あそ

こも緊急的にやらないといけないということで、２

億円の予算を要求して今組んでいるところでござい

ます。

○新里米吉委員 しっかり頑張ってやってください。

最後に、平成24年度一般会計補正予算（第５号）

説明資料の26ページの公共地方道新設改良費４億

1092万円の減額補正になっていますが、その減額の

理由が国庫内示減となっているのです。なぜこんな

に大幅な減額になったのか、説明していただけます

か。

○當銘健一郎土木建築部長 この４億円余りの減額

についてでございますが、これは社会資本整備総合

交付金ということです。この社会資本整備総合交付

金といいますのは、実は内閣府に計上される一括計

上予算と、それから国土交通省に計上される47都道

府県プールの予算と両方ございます。この減額分に

ついてはプールの―全国の47都道府県で争って、あ

る意味取り合う部分の予算でございまして、これが

昨年の国庫内示の中で減額となったということでご

ざいます。

○仲村未央委員長 以上で、新里米吉委員の質疑を

終わります。

新垣清涼委員。

○新垣清涼委員 12ページの不発弾処理促進費につ

いてです。これは減額になっていますが、その理由

を説明願います。

○又吉進知事公室長 不発弾処理促進費につきまし

ては、大きく分けまして６つの事業がございます。

県が行うものが３つ、市町村が行うものに対して県

が補助するものが３つでございます。トータルで、

予算ベースで言いますと、平成24年度予算で25億円

近くということになっております。この中で、住宅

等開発磁気探査支援事業という平成24年度の新規事

業がございました。この分で不用が３億8000万円。

ここにある額が、どうも今年度中には執行できない

という事態になりまして、これを減額補正という形

で、一部はその他の事業に回すということでござい

ます。

○新垣清涼委員 不発弾処理の事業は、結局、去る

大戦で沖縄に投下された不発弾の処理のための事業

だと思うのです。今の住宅関係の予算が見込みより

も少なかったということですが、これは恐らく市町
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村が多く管理しているのですが、新築あるいは改築

になるのか、そういった予定が見込みよりも少なかっ

たという理解でよろしいのでしょうか。

○又吉進知事公室長 結果として、実は極めて少な

いのです。これは見込みより少ないということでご

ざいますが、その募集体制とか周知、それから申請

の仕方、申請から実施までの流れといったものを。

実はこの事業は、平成24年度はそのあたり国庫を民

間の住宅開発に投入するという観点でいろいろな考

え方がありまして、平成24年度は試行的にというこ

とでございました。委員が今おっしゃるとおり、結

果として、その対象の手を挙げる住宅が少なかった

ということがございまして、そういうことも踏まえ

て、来年度以降は今仕組みの改善を図っているとこ

ろでございます。

○新垣清涼委員 そこで去年、今年度も学校の校庭

だとか、学校の敷地などでも不発弾が出てきている

わけです。そうすると今、沖縄県は復帰40年、学校

だとか、あるいは公民館とか、そういった公共的な

施設もそろそろ改築の時期に来ているのかと。であ

れば、せめて公共施設はことし、来年改築予定にな

くても、運動場であったり、そういったところを含

めて。特に今回の補正予算は緊急雇用対策という面

も大きくありますし、地域の経済振興という意味も

ありますので、かなり基金への積み立ての部分が多

いのですが。こういった予算がついている処理費で

すから、公共施設の周りでも少し早目に対策を前倒

しでできなかったものかと思っていますが、その辺

はどうですか。

○又吉進知事公室長 今の委員の御質疑は、それを

予防的に探査しておいたらどうかという御指摘だと

思います。改築の予定とか工事を入れる予定のない

ものに対して、予防的に入れるということは今して

いないのですが。ただ、沖縄不発弾等対策協議会の

申し合わせといたしまして、これは全市町村、ある

いは県ですが、公共工事につきましては全て探査を

入れるということで、１件もそういう事態がないよ

うにということをしております。したがって、具体

的な改築とか、あるいはそこに工事で手を入れると

いうことになれば、これは当然100％探査をするとい

う申し合わせはできておりますので、そういう対応

をしたいと思っております。

○新垣清涼委員 知事公室長、全く予定がないとい

う意味ではなくて、要するに、先ほど農林水産部長

は、次年度予定した事業を前倒しで取り組んでいる

と答弁されていました。そういう意味で私が言って

いるのは、次年度あたり、ここに改築が入るとか、

そういったことも含めて、少し早目にできないもの

かと。そういう取り組みを早くできなかったのかと

いうことで、取り組みをしてほしいということなの

ですが。

○又吉進知事公室長 ここは若干趣旨が違うかもし

れませんが、例えば改築事業であれば改築事業の中

でそういう予算を計上して、しっかりと取り組むと

いうことになっております。その時期につきまして

は、当然工事とか、あるいはその施設の使用に支障

がないようにやっていきたいと思っております。

○新垣清涼委員 この不発弾の処理は、これからあ

と何十年もかかると予想されています。そういう意

味では、個人の住宅についてもぜひもっと周知をし

ていただいて、取り組みをしていただきたいと思っ

ています。これは終わります。

次の13ページの科学技術振興費の中でクリーンエ

ネルギーの開発に対する予算ですが、この減額につ

いて、どんな事業が取り組めなかったのか、あるい

はその減について説明をお願いします。

○謝花喜一郎企画部長 この科学技術振興費１億

6900万円ですが、全部で３つの事業がございます。

まず１つは、沖縄県知的・産業クラスター基盤整備

事業ということで、これは沖縄科学技術大学院大学

があります恩納村全域を光ファイバーで結ぼうとい

うことで、その整備費用の縮減があります。これは

2800万円の縮減になっております。もう一つは、沖

縄ライフ・イノベーション創出基盤強化事業という

ものがございますが、これは沖縄振興一括交付金の

交付決定が７月におくれて、事業期間が短くなった

ことによる減と、また採択事業者の事業費の縮減な

どが図られたということで2652万6000円の減になっ

ております。最後にもう一つは、亜熱帯・島しょ型

エネルギー基盤技術研究事業が１億1400万円の補正

減なのですが、交付決定がやはり５月になったとい

うことと、公募期間が２カ月を要したということで、

事業期間が短くなったことによる減と、この３つの

事業による補正減となっております。

○新垣清涼委員 やはりこれからクリーンエネル

ギーについては積極的に取り組みをしていかないと

いけないと思っていますので、さらに努力をしてい

ただいて、早目にこういう予算が執行できるように

取り組んでいただきたいと思います。

次に、17ページの原爆障害対策費、この事業の説

明をお願いします。

○崎山八郎福祉保健部長 原爆障害対策費ですが、
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原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づい

て、広島、長崎で被爆された県内在住の方に対する

健康診断の実施、それと健康管理手当などの手当支

給などに要する経費、そういうものであります。

○新垣清涼委員 ２年前の東京電力福島第一原子力

発電所の事故によって被爆されているかもしれない

方が沖縄県にいらっしゃるかもしれません。２年前

の事故によるそういう被害者も対象に入るのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 そういう方々は対象には

なりません。

○新垣清涼委員 予算でそういう項目があるわけで

すから、ぜひ国のほうにも要求をして、今回の皆さ

んもそういう恩恵を受けられるようなものにしてい

ただきたいと思うのです。これは希望で終わります。

21ページの造林緑化対策費ですが、この事業につ

いて説明をお願いします。

○知念武農林水産部長 この事業は、活力ある森林

を造成し、木材の生産、県土の保全、水資源の涵養

など、森林の持つ多面的機能を高度に発揮させると

ともに、森林レクリエーションの場としての県民に

開かれた森林を整備し、山林地域の振興に資するこ

とを目的とするということであります。具体的な中

身は、人工造林でありますとか植えられたところの

木の保育でありますとか、そういう造林事業を支援

する事業となっております。

○新垣清涼委員 そこで、国道330号沿いの宜野湾市

の我如古から浦添市にかけて、松くい虫の被害木が

少し見受けられるのです。そういった対策はどうなっ

ているのか、こういう予算で使えるかと思っている

のですが。

○謝名堂聡森林緑地課長 造林事業は基本的に木を

植える造林事業というのが主であります。ただ、衛

生伐ということで、松くい虫の対策にも似たような

事業ができるのは一部ございます。基本的には松く

い虫対策事業を中心に展開しているところでござい

ます。

○新垣清涼委員 今、松くい虫対策事業というのが

きちんとあったわけですから、被害木が宜野湾市か

ら浦添市に今移っているという表現でいいのかどう

かわかりませんが、浦添大公園の松林に移ったら、

もう大変な損害になると心配をしていて、この対策

はどうなっているのか。ことしできなければ次年度

あたりそういう予定をしていらっしゃるのかと思っ

てお尋ねしているわけですが、どうでしょうか。

○謝名堂聡森林緑地課長 松くい虫につきましては、

通常山林については林野庁の予算で対応しておりま

す。それから、山林以外の公園とかその他の場所に

ついては、沖縄振興一括交付金等を利用して対策を

しているところでございます。今御質疑のありまし

た浦添の城趾公園でしょうか、あのあたりにつきま

してはかなりの量を樹幹注入ということで、予防措

置を対策として実施しておりますので、一定程度そ

れでの効果があるかと思っております。必要があれ

ば、具体的にその樹幹注入も含めて、予防措置も含

めてまた検討したいと思っております。

○新垣清涼委員 公園の近くに明らかにそうだろう

というのが見えるのです。ですから、樹幹注入され

ているようではありますが―たまたまその木は漏れ

ていたのかわかりませんが、少し早目に調査をして

いただいて、松くい虫が卵を産む前にぜひ対策をとっ

ていただきたいと思っています。

それから23ページの貿易対策費、これはどういう

事業か、説明をお願いします。

○平良敏昭商工労働部長 この事業は、旧自由貿易

地域、那覇地区のすぐ隣のところで、国際物流セン

ター、ロジスティクスセンターを実は整備する予定

で、今年度、１ヘクタールの用地購入費は既に計上

されているわけです。年度内に執行しますが、残り

の0.4ヘクタールの用地購入費の予算を計上している

ところでございます。

○新垣清涼委員 今回、予算計上は用地購入費になっ

ていますね。今後、この国際物流拠点施設としての

年次的な事業計画がありましたらお願いします。

○平良敏昭商工労働部長 今年度は、沖縄振興一括

交付金を活用して用地の取得、それから建物の設計

を行いまして、実は新年度予算案の中にこの整備費

を計上しております。恐らく１年少々かかると思い

ますが、今、５階建ての物流センターを整備する予

定で考えております。

○新垣清涼委員 ロジスティクスセンターという機

能ですね。どういう機能があって、県民としてどう

いう夢を持てばいいのか、説明をお願いします。

○平良敏昭商工労働部長 基本的には、単なる倉庫

というだけではなくて、ＡＮＡの国際物流ハブ機能

と連動する形で、物の保管あるいはリペアセンター、

パーツセンター。最近の物流センターというものは、

単に物を保管する倉庫機能だけではなくて、場合に

よっては売れ筋の商品は物流センターの中に置いて

おいて、実はＡという売れ筋の商品があって、ある

企業に注文がｅコマースで行った場合でも、売れ筋

のものを物流センターに置いて、そこがすぐ発送で

きるような体制になっているわけです。例えば修理
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もそうです。そういう点で今後、中国等を見据えて、

ＡＮＡの台北、仁川、それから香港、上海、バンコ

ク、この辺のそういう物流が、夕方までに集めたも

のが、翌朝、午前中には配達できるというデリバリー

機能を生かした、これとうまく連動する形でのビジ

ネスをこの中で取り組んでいきたいと考えておりま

す。

○新垣清涼委員 最後に、25ページの観光宣伝誘致

強化費の事業で、中国映画ロケが日中の関係悪化で

減となっているようですが、その事業について説明

をお願いします。

○神谷順治観光振興課長 当初、今年度は日中国交

正常化40周年という記念の年でございましたので、

日中の映画を、ロケ地を沖縄でやる予定でございま

した。御案内のとおり９・11以降の尖閣問題等々が

ありまして、日中関係が少し厳しい状況になりまし

たので、そういうものを撮っても、そこからまた中

国側で上映してもプロモーションに結びつくか、利

益に結びつくかということなどで、今回は断念した

ところでございます。

○新垣清涼委員 これは中国側から、それはだめだ

ということがあったのですか。それともこれはこち

ら側の判断でそういう関係、尖閣の問題など少しこ

じれているからやめようとなったのか、どちらです

か。

○神谷順治観光振興課長 この脚本とか監督だとい

うものは前年度から調整させていただきましたが、

まずは監督が別の映画を撮るとか、主演男優が有名

な方なのですが、この方も別の日程が入って―脚本

が少しおくれたのです。そういったこともありまし

て、実際撮ろうとしたときには既に尖閣問題が生じ

ておりまして、プロモーションをしてもなかなか厳

しい状況だと。これは両方です。

○新垣清涼委員 政治的に尖閣の問題がいろいろ出

てきて、僕は本会議ではさざ波が立っているという

表現をしたのですが、そういうときにこそやはりこ

ういった映画とかという文化的な交流、そういう両

方で、中国の俳優を使って沖縄でロケをするとか。

こういう交流は、僕はまさに今必要ではないのかと

思うのです。ですから、脚本がおくれたとか監督の

予定とかは、これは皆さんが計画をすれば相手はき

ちんと予定を組んでいたはずですし、俳優だってそ

ういう予定をしていたはずです。脚本がおくれてい

るのであれば、おくれてでもいいからそこに乗せて

いって、そしてそういう中でも日中はお互いに協力

し合って、こういうすばらしい映画ができたのだと

いうことを発信すべきだったのではないかと思うの

ですが、その辺はどうでしょうか。

○神谷順治観光振興課長 委員おっしゃるとおり、

尖閣問題がある程度落ちついたところで、中国国内

での世論を見きわめながら、制作を行うことは可能

であったのではないかと我々も考えているところで

す。今後とも映画を通した相互理解、交流は観光促

進の観点からも必要だと考えていますので、引き続

きそういうロケも考えていきたいと思っております。

○新垣清涼委員 終わります。ありがとうございま

した。

○仲村未央委員長 以上で、新垣清涼委員の質疑を

終わります。

玉城義和委員から質疑時間を赤嶺昇委員に譲渡し

たいとの申し出がありましたので御報告いたします。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は譲渡を受け

た委員の質疑中は在席する必要がありますので、御

承知おき願います。

それでは質疑を行います。赤嶺昇委員。

○赤嶺昇委員 平成24年度一般会計補正予算（第５

号）説明資料の12ページの上から３行目、不発弾処

理促進費についてです。今回、これが実績減という

ことですが、実績減になった課題をお聞かせくださ

い。

○又吉進知事公室長 先ほど御答弁をさせていただ

きましたように、実績減の主なものは、大きく６つ

の事業があると申し上げました。その中で、今年度

から開始されました住宅等開発磁気探査支援事業で

ございます。いわゆる一般住宅の磁気探査を支援す

る事業でございますが、当初の予想より手を挙げる

というのですか、施工の件数が少なくて、この部分

がかなり執行残という見通しになったので、その部

分を補正するということでございます。

○赤嶺昇委員 今、課題をおっしゃったのですが、

これは、民間の住宅について各市町村が上げてくる

のか、市町村の窓口の体制が必要なのか、それとも

県が直でやるのか。それから教えてください。

○又吉進知事公室長 今年度のスキームでは市町村

が募集するという形になっております。

○赤嶺昇委員 そうすると、市町村の職員体制とい

うものは万全ですか。

○又吉進知事公室長 万全であるかないかというこ

とは私からは少し申し上げにくいのですが、このた

めに増員されたとは聞いておりません。しかしなが

ら、昨年度この事業につきましては市町村にも十分

説明をして、市町村としての対応をお願いしたとい



－33－

うことでございます。

○赤嶺昇委員 市町村の職員体制並びに県の職員体

制も含めて、これは本会議でもかなり議論されたと

思うのです。県の職員体制も含めて、市町村の職員

体制、あとはこれが県民にしっかり周知されている

かどうかということは課題だと思うのです。そのあ

たりは今後どう対応するか教えてください。

○又吉進知事公室長 実はこういった形で執行残が

残ったという現実を前にすると、やはり委員のおっ

しゃった問題というものは実際にあろうかと。これ

は御指摘のとおりだと思います。

現在、来年度に向けてスキームを見直しておりま

して、募集を県が行うという形です。さらに、県の

技術職員も増強して、迅速に行えるようにできない

かということ。それから、最後におっしゃった広報

体制、周知体制も住宅建設協会でありますとかハウ

スメーカーとか、そういうところに周知をしようと

考えております。

○赤嶺昇委員 磁気探査の協会もあるようですが、

そことの連携はどうなっていますか。

○又吉進知事公室長 磁気探査協会、大きく分ける

と、たしか３つぐらいの団体ですか、企業団体に分

かれると思うのですが、そちらとも十分お話をして

おります。課題は、それだけの業者がおられるので、

物が物だけに非常に危険だということで、やはり高

い技術力、それから責任を持ってやっていただきた

いということを申し上げております。

○赤嶺昇委員 ぜひ次年度はこのように実績減にな

らないように頑張っていただきたいと思っています。

続いて、13ページの７行目、交通運輸対策費なの

ですが、これだけ減になった理由と課題をお聞かせ

ください。

○謝花喜一郎企画部長 この事業は全部で４つの事

業から成り立っております。まず、１番目が離島航

路運航安定化支援事業、これが１億4300万円の減、

２番目に離島航路確保対策事業、これは2940万円の

減、３番目に臨空・臨港型産業集積支援事業、１億

円の減、４番目に公共交通利用環境改善事業、これ

が6100万円の減、合計３億3300万円の減になってい

ます。

一つずつ説明させていただきますが、まず離島航

路運航安定化支援事業は船舶の購入事業でございま

して、今般、３月１日付で南北両大東島が運営して

いる船を購入いたしました。そのときに我々、16億

円ぐらいかかったのですが、新造ということで基準

単価を設定しましたが、実際購入したのは20カ月経

過したということで、減価償却分が生じたというこ

と。それで１億4300万円ぐらい減になったというこ

とです。

２番目の離島航路確保対策事業ですが、これは当

初４路線を考えていたわけですが、平成22年から実

施しました割引運賃の低減事業によりまして、那覇

―久米島線と宮古―多良間線が路線対象外になった

ということで、減になったということでございます。

それから、臨空・臨港型産業集積支援事業は物流

ハブ事業ということで、企業誘致を行うための支援

ですが、当初２社予定しておりましたが、１社が次

年度まで少し待ってくれということがあって、その

１社分の支援が減ったということで１億円の減と

なっております。

最後に公共交通利用環境改善事業は、ノンステッ

プバスですとかＩＣ乗車券の購入ですが、ノンステッ

プバスは、当初予定していた車両台数が業者との調

整の中で３台減になったということ。それからＩＣ

乗車券システムの内容を見直した結果、トータルで

6100万円の減になったということでございます。

○赤嶺昇委員 続いて、16ページの１行目、国民健

康保険指導費ですが、これはマイナス７億9430万円

ということですが、そもそもこれが当初見込みを下

回った理由をお聞かせください。

○崎山八郎福祉保健部長 県から市町村の国民健康

保険基盤安定負担金というものと、あと財政調整交

付金というものを負担しているわけですが、算定の

基礎となる市町村が行う保険税の軽減額が、当初の

市町村の見込みが下回ったということであります。

○赤嶺昇委員 要は、県が市町村にいろいろヒアリ

ングして、これを当初で組んだ部分で、実際やって

みると、これが下回ったということですか。

○崎山八郎福祉保健部長 はい、そういうことです。

○赤嶺昇委員 そうすると、特に市町村にとって何

か影響が出るとかということではないと理解してい

いですか。見込み減ということは実際影響が出るの

ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 特に影響は出ないと思い

ます。

○赤嶺昇委員 そうしたら、16ページの５行目、保

育対策事業費。この予算は安心こども基金というこ

とですが、補正予算が可決されると安心こども基金

は総額で幾らになりますか。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（休憩中に、知事公室長から答弁の訂正の申

し出があり、再開して先に知事公室長から
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答弁の訂正を行い、次に福祉保健部長の答

弁を行うこととなった。）

○仲村未央委員長 再開いたします。

又吉進知事公室長。

○又吉進知事公室長 住宅等開発磁気探査支援事業

の募集を市町村と申し上げましたが、事業主体が県

になります。したがって、募集も県でありますが、

市町村の役割としては受け付けと広報活動をやって

いただくということでございます。済みません、失

礼しました。

○崎山八郎福祉保健部長 既決予算額と補正予算額

を合わせますと、改予算額ということで118億5000万

円ということになります。

○赤嶺昇委員 その中で、保育所整備事業の額とい

うものは幾らになりますか。

○崎山八郎福祉保健部長 保育所整備に係る部分で

すが、当初予算で48億円、補正予算で54億円ですの

で102億円程度になります。

○赤嶺昇委員 これは、平成24年度、平成25年度、

平成26年度ということで理解していいですか。３カ

年間ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 安心こども基金の保育所

整備の部分については平成25年度までということに

なっていますので、次年度以降についてはまだわか

りません。

○赤嶺昇委員 そうすると、平成24年度、平成25年

度の２カ年で102億円ということで理解していいです

か。

○崎山八郎福祉保健部長 そうです。

○赤嶺昇委員 大丈夫ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 先ほどの部分を少し補足

しますと、平成25年度に着工した分については平成26

年度まで大丈夫だということで、予算額については、

先ほど申し上げましたとおり102億円ということにな

ります。

○赤嶺昇委員 そうすると、平成25年度から着工し

た分は平成26年度にまたがっても大丈夫ということ

で理解していいと思うのです。それで、平成24年度

から平成25年度まで着工した分も含めて、何カ園で

何名の増員になりますか。

○崎山八郎福祉保健部長 整備施設数ですが、平成24

年度は34カ所、平成25年度は44カ所を予定しており

まして、定員増につきましては、平成24年度1117人、

平成25年度1566人ということになります。

○赤嶺昇委員 平成24年度、平成25年度を合わせる

と、創設と増改築の内訳を教えてください。

○崎山八郎福祉保健部長 平成24年度についてはわ

かりますが、平成25年度につきましてはこれからに

なります。では、平成24年度の分について説明いた

します。平成24年度につきましては、創設が７カ所、

増改築24カ所、増築２カ所、改築１カ所ということ

になっています。

○赤嶺昇委員 平成25年度はこれからということで

すが、概算要求で皆さん出していますから、おおよ

そで、例えば平成24年度で言うと24カ所が増改築、

創設は７カ所です。平成25年度も大体同じような感

じですか。創設が多くなるのですか、それとも増改

築が同じぐらいですか、そういう見込みはどうなっ

ていますか。

○崎山八郎福祉保健部長 そこら辺の見込みはまだ

わかりません。

創設が９カ所程度で、あとは増改築になります。

○赤嶺昇委員 全般的に言うと、この安心こども基

金で102億円という予算を使っていて、結局1100名と

か、平成25年度が1500名ぐらいということで、この

数がこの予算に見合った形で、沖縄県の待機児童と

いう課題を解決しようとするときに、今ほとんど増

改築をやっているのです。創設が少ないということ

は皆さん認識をしていますか。それについて何か、

やはり認可外保育施設の課題もたくさんあって、認

可化促進と皆さん言っているのです。認可外の認可

化促進ということを置いている一方で、既存の保育

所の増改築にほぼ行っているという部分について、

これは課題だと思いませんか。

○崎山八郎福祉保健部長 保育所の整備については

創設を基本にしておりまして、それに加えて増改築

であったり、認可外の認可化を進めていくというこ

とであります。

○赤嶺昇委員 国は明確に、特に待機児童の解消に

向けて保育所の施設整備を集中的に実施すると、今

回の安心こども基金も含めてこの間やってきている

と思うのです。その中で、認可外保育施設が沖縄県

は非常に多いということも皆さんはもうわかっては

いるのです。一方では市町村が、この運営費につい

て負担が多いからつくることを余り好まないという

こともよく聞きます。県も市町村も４分の１の負担

を出しているという部分で、裏負担、４分の１の負

担が大きな課題になっていることが、市町村が創設

に余り積極的にならないと皆さんは理解しています

か、どうですか。これはそういう事実があるかどう

かも含めて答弁ください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 市町村
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が負担しております保育所運営費負担金の分につき

ましては、地方交付税により措置されていると理解

しております。

○赤嶺昇委員 そうですね。地方交付税に算定され

ているということは、実質的に市町村の単独で、い

わゆる大きな負担になるということではなくて、地

方交付税に算定措置されていると皆さんは理解して

いると。それは市町村も理解しているということで

理解していいのですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 直接確

認したことはございませんが、市町村もそのように

認識していると理解しております。

○赤嶺昇委員 市町村もそう認識している。皆さん、

これを確認していないという割には、これは実質的

に―例えば浦添市でいうと、ほとんど新規はつくら

ないと、担当者は認可外の保育園の先生方を集めて

言っているのです。これからは分園化、これから新

規でつくると予算が厳しくなるということで、明確

に保育園の先生方は説明を受けているのです。そう

いう認識が市町村にあると創設は進まないのです。

そのあたりはどうですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 各市町

村におきましては、保育所を確保し、児童を入所さ

せるということは大変重要なことでございますので、

認可化に限らず、保育所の整備、分園設置、それと

第２園、第３園の設置等、あらゆる手段を用いて保

育所の定員の確保というものはやっていくべきと理

解しております。

○赤嶺昇委員 実施主体は市町村ですから、ただ県

は許認可権も持っていますので、県として待機児童

解消をゼロに持っていこうというプランはあります

か。

○崎山八郎福祉保健部長 沖縄21世紀ビジョン基本

計画の中にも待機児童の解消ということで盛り込ん

でありますので、それに基づいて、県では待機児童

解消に向けてしっかり取り組んでいくということで

あります。

○赤嶺昇委員 いや、県も市町村も待機児童解消と

いうことはみんな言っているのです。私が言ってい

るのは、待機児童をゼロに持っていくというプラン

を皆さんは持っていて、これは年次的に、いつまで

にこれをゼロに持っていくという解消策を持ってい

ますかと聞いているのです。持っているか、持って

いないか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 沖縄21

世紀ビジョン実施計画におきまして、今後10年間で

潜在的待機児童も含めた9000人の待機児童の解消に

努めて、ゼロに持ってまいりたいという計画を持っ

ております。

○赤嶺昇委員 では、具体的に、この9000名の待機

児童を10年間ということは、各市町村も同様に同じ

目標を持って、どの市町村に何名の待機児童がいて、

それが具体的にプランとして上がっていて、それは

市町村も共有しているかどうかを教えてください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 昨年、

特に重点的な市町村というものを定めまして、これ

は10市町村になりますが、その市町村を中心に行動

計画なるようなものを策定してくださいと。いろい

ろな待機児童の解消の手法、方法を示して、各地域

の実情に合った方法を選択していただくような形を

考えております。

○赤嶺昇委員 今、県から10市町村ですか、具体的

にどのようにこれを解消するか。これはいつまでに

このプランが上がって、いつ県がまとめる予定です

か。いつ私たちにそれを示せるのですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 これは

まだ着手したばかりです。それと、各市町村の保育

計画との整合というのもございまして、それが平成26

年度で終了ということになります。沖縄県次世代育

成支援行動計画とのかかわりも見ながら、今後詰め

ていくことになります。

○赤嶺昇委員 よくわからない。皆さんが市町村に

投げていて、だが、市町村の保育計画があってとか

ということを言っているのですが、でも、県は10年

間で9000名の待機児童をゼロにするという計画はも

う走っていて、これがよくわからないのです。では、

皆さんは市町村にいつまでにこの計画を出してくれ

ということを言っているのか。保育計画に基づいて、

それが終わった後に進めるのか。そうすると、平成26

年度をまた越えていくのです。そのあたりは整合性

がないように見えるのです。皆さん、県としては待

機児童をゼロにしていこうというプランを持ってい

るとおっしゃっているから聞いているのです。そう

すると、実際の市町村との連携が必要なのです。と

ころが、今私が聞いているのは、創設が少ないです

ねと、分園、増改築がほとんどですねと。この102億

円の予算に伴って、約2500名の解消では厳しくない

かということを聞いているわけです。だから、それ

は今回の安心こども基金の予算も含めて、市町村と

の連携をどうするのかも含めて、これは具体的に―

さっき皆さんが10市町村で計画書を出してくれと

言っている以上は、それをお願いする以上は、それ
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をいつまでにまとめるということの作業は必要だと

思うのです。そのところをもう一回御答弁ください。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（東日本大震災発生から２年が経過したこと

に伴い、発生時刻の午後２時46分に合わせ

て全員で黙 をささげた。）

○仲村未央委員長 再開いたします。

ただいまの赤嶺委員の質疑に対する答弁からお願

いいたします。

仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 先ほど

申し上げました沖縄県次世代育成支援行動計画、ア

クションプラン的なものですが、そこにおいては、

待機児童解消、あるいは定員の増加に資するさまざ

まな手法を示すということが一番重要でございまし

て、各市町村、各地域の特徴を押さえて、各市町村

がその中からいずれが適当かを選択してもらうとい

うことがその趣旨でございます。先ほど申し上げま

したように、次世代育成のプランとの関連も今後整

理していく中で、これを整理してまいりたいと考え

ております。

この計画は市町村の意見も踏まえて策定していく

ということになりますので、まだ中身が固まってい

るものではございません。市町村の意見も聞きなが

ら、その内容、あと目標値も含めて固めていきたい

と考えております。

スケジュールは今後整理していくことになるので

すが、内容的には、繰り返しになりますが、これか

ら市町村と調整、協議した上で内容を固めていくと

いうものになります。

○赤嶺昇委員 では、県は待機児童解消に向けたプ

ランはありますかとさっき聞いたら、10年で9000名

ということを言っていますので、この10年の計画を

示してください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 平成23

年度時点におきまして、先ほども申し上げた潜在的

待機児童が9000人おりますので、10年後の目標とし

てゼロということになりますが、ゼロに持っていく

までには、この計画のできるだけ早い時期において

ということになります。

○赤嶺昇委員 福祉保健部長に聞きます。さっき皆

さんが10年以内で9000名と言っている以上、この10

年の計画というものはないとだめです。これからで

すよと言ったら、これは計画でも何でもないのです。

福祉保健部長が答えたほうがいいと思いますよ。ど

うですか。こんなものは計画とは言えません。

○崎山八郎福祉保健部長 先ほどからも申し上げて

いるとおりでありまして、9000人をこの計画期間の

間にできるだけ早い時期に解消していくということ

で、いろいろな取り組みをしているということであ

ります。

○赤嶺昇委員 浦添市の例を言うと、浦添市は４月

１日の時点で、実数で言うと大体350名の待機児童が

いて、10月には1000名ぐらいいるのです。今何を言っ

ているかというと、この1000名を本気で待機児童解

消できるかどうかの待機児童対策アクションプラン

というものをつくったほうがいいと。例えば、具体

的にこの1000名を本当にゼロに持っていけるかどう

かということを、認可、認可外、あといろいろな団

体を集めて議論しようという話に今なっているので

す。これはやらないといけないと思っているのです。

これを特に待機児童が多い各市町村でまとめて、そ

れを出してもらって、県のやる役割、市町村がやる

べき役割、国に求める部分については議論していか

ないと、今みたいな答弁になるのです。だから、9000

名の待機児童ということを言っても、10年後と言っ

ても、恐らく10年後になっても、結局は市町村とう

まく足並みをそろえておかないとだめなのです。

皆さんが出している今度の安心こども基金につい

ては、ほとんど増改築なものだから、30名とか、少

ないところでは15名の増改築です。要するに増員で

す。だから、15名とか30名とか40名では、45億円予

算をつぎ込んで1117名の待機児童解消、増員という

ことはやはり課題なのです。だから、そこはもっと

市町村と連携していくことが私は必要だと思ってい

ます。これはもちろん市町村がその気にならないと

なかなか。そこは意思疎通をしっかりするべきだと

思いますが、福祉保健部長、いかがですか。

○崎山八郎福祉保健部長 今、委員からいろいろ御

指摘ありましたが、今後とも市町村と意見交換をし

ながら、市町村と連携をとりながら、しっかり進め

ていきたいと考えております。

○赤嶺昇委員 県も待機児童ゼロで10年ということ

を言っていますし、市町村と協議するという明確な

答弁をきょういただいていませんが、今後早いうち

に、皆さん、各市町村にも具体的なスケジュールを

つくって示していくというお考えはありませんか。

○崎山八郎福祉保健部長 市町村と今後こういった

スケジュールも含めていろいろ調整をしていきたい

と考えております。先ほどから言っているとおり、

今後とも市町村と話し合いを進めながら、進めてい

くということであります。
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○赤嶺昇委員 きょうは補正予算なので、これは当

初予算でまた議論します。それまでに皆さんが市町

村と―この間、安心こども基金も、国も積極的に予

算も出しております。次の項目にも子育て支援特別

対策事業、本当はこれが聞きたいのですが、認可化

促進移行に伴う予算も減になっているのです。だか

ら、具体的なプランとかそういうスケジュールもしっ

かり示していかないとだめだと思うのです。これは

これから市町村と協議して決めますという話自体が、

皆さん矛盾なのです。この待機児童対策解消につい

ては10年間で9000名の減を図ると明確に言っている

割には、このスケジュールを出せないということは

大変な問題だと思います。これから協議して、これ

を出すかどうかというお話なのですか。出すのです

か、出さないのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 スケジュールについては、

今後は市町村と調整をしていくということになりま

す。スケジュールについては、次年度しっかり市町

村と調整しながら作成していきたいと思います。

○赤嶺昇委員 いつ出しますか。

○崎山八郎福祉保健部長 平成25年度中です。

○赤嶺昇委員 しっかり出してもらって、各市町村、

特に10市町村の課題も出ていますので、分析して、

これは明確に。県はもうこのプランをつくって待機

児童ゼロに持っていこうという計画を持っている以

上は、市町村と協議するという話ではなくて、明確

にそれを示すのが責任だと思っていますので、これ

はしっかりと責任を持っていただきたいと思ってお

ります。

続いて、次の１つ下の項目で子育て支援特別対策

事業についてです。４億5000万円の減になっていま

すが、その理由をお聞かせください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 認可化

移行支援事業におきまして、対象施設数が運営費支

援において、当初32施設を見込んでおりましたが実

績として２施設。それと施設整備費支援で当初10施

設を見込んでおりましたが実績として１施設と、当

初見込みを下回ったのが理由でございます。

○赤嶺昇委員 32施設が２施設とか、10施設が１施

設とかという部分で言うと、私は、やはり市町村と

の連携がうまくいっていないと思うのです。こうい

う見込みをして、結果的に予算は。国に今の整備も

含めて、とにかくこれを解消しようと一生懸命予算

も出してもらっている中で、この数字は余りにも課

題だと思いますが、なぜそうなったかということを

教えてください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 市町村

との意見交換や、あと施設からアンケート調査を行

いまして、その結果、考えられる要因が、まず市町

村におきましては、平成26年度までの保育所整備計

画における保育所数あるいは定員数の目標値が前倒

しで執行されている、達成されているということが、

この事業を活用した認可化が減少した原因と市町村

は把握しております。

それと、施設からのアンケートの結果では、現有

施設の敷地が狭隘であること。建物が賃貸の物件で

あることが認可化に向けた事業活用の障害になって

いるという結果が出ております。

○赤嶺昇委員 さっきから皆さんの答弁を聞くと、

協議をしていると。協議をしている割には、この32

施設が２施設とか10施設が１施設というものは、皆

さんが思いつきで出した数字ではないですよね。市

町村と事前にヒアリングして、詰めて、その中でこ

の数字が上がって、この予算があるはずです。それ

がなぜ減ったのですかと聞いているのです。なぜそ

うなったかということを皆さんは市町村に確認もし

ないでこの数字を出して、結果、次に市町村に確認

をしたら実際は１施設しか、２施設しかなかったと

いう議論なのですか。事前に市町村とやりとりした

上での32施設とか10施設ではないのですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 施設整

備につきましては、平成22年度と平成23年度の実績

を参考にして、10施設と目標的な意味合いも含めて

定めたところであります。

○赤嶺昇委員 それであればなおさら問題です。皆

さんのこの32施設と10施設という数字は、今度は市

町村とは何も詰めないで、平成22年度の実績を見て、

ただ載せたという話で理解していいのですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 結果、

そういうことになりますが、課題としまして、次年

度の予算に向けては施設の意向、あるいは市町村の

考え等を踏まえて、平成25年度予算においてはその

施設数を見込んだところであります。

○赤嶺昇委員 福祉保健部長、きょうずっと質疑を

する中で、さっきから再三市町村と協議をすると言っ

ている割には、協議が足りない部分がまた出てきて

いますし、今の福祉保健部の体制と市町村との連携

がうまくいっていないと私は見ているのです。福祉

保健部長はどう感じますか。

○崎山八郎福祉保健部長 我々としては、市町村と

いろいろ連携の努力はしているところでありますが、

今後ともさらに連携を強めていきたいと思います。
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○赤嶺昇委員 連携にさらに努めると言いましたが、

連携ができていないと私は言っているのです。それ

で、今のこの４億5000万円のいわゆる減は、結果的

に認可外保育施設を認可化するときに、認可外保育

施設で認可になりたいところも、敷地があるところ

も結構あったりするのです。ところが、市町村がな

かなか―さっきのは正しい答えだと思いますよ。市

町村の保育計画の中で、もうこれ以上つくらないと

いうことで担当者が認可外保育施設にも伝えている

事実があるのです。ですから、待機児童を解消しよ

うということで県は目標を持っている割には、市町

村はそうではないということを皆さんは理解した上

で、そこは足並みをそろえていくべきだと思います

が、もう一度御答弁ください。

○崎山八郎福祉保健部長 これまでの経過などから

すると、必ずしも十分連携がとれていないところが

あったかもしれませんが、今後はしっかり連携をとっ

て、意見も聞きながら進めていきたいと思います。

○赤嶺昇委員 続いて18ページの３行目、へき地巡

回診療費についてお聞きします。この予算が減になっ

た理由をお聞かせください。

○崎山八郎福祉保健部長 この事業は新規事業です。

主に離島住民が島内で専門医の診察を受診できるよ

うにするために、離島診療所において専門医による

巡回診療を実施する事業であります。離島診療所に

医師を派遣した医療機関に対し、医師派遣費用を補

助することにより巡回診療の実施を推進していくと

いうものであります。

今回、補正減となった理由でありますが、この事

業が新規事業であったために派遣する専門医の確保、

あるいは派遣先の診療所等々の調整に時間を要した

こと。また、実施する診療所が予定より少なかった

ことから、実績が当初の見込みを下回ったというこ

とであります。

○赤嶺昇委員 次年度もこの事業については、どう

なる予定ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 次年度も継続していきま

すが、次年度については、離島診療所へ派遣する専

門医の確保が課題ですので、派遣元となる国立大学

法人琉球大学、あるいは県立病院、あるいは各民間

医療機関との協力体制をしっかり構築して、事業の

実施体制を強化していきたいと考えております。

○赤嶺昇委員 その下の看護師確保対策費の減につ

いて、その理由をお聞かせください。

○平順寧医務課長 看護師確保対策費は、18の事業

から成っています。看護師の養成、看護師等修学資

金貸与事業、それから養成所の運営補助、あるいは

養成講習会、新人看護師研修事業、潜在看護師の再

就職支援事業とさまざまな事業から成っています。

その中で看護師就労促進事業、公益社団法人沖縄県

看護協会に委託して、ナースセンターのナースバン

ク事業というものがございます。その事業で、これ

まで全国の、沖縄県で働きたいという情報を公益社

団法人日本看護協会のネットワークシステムで活用

してやっていたのです。今年度それが廃止になると

いう情報があったものですから、各都道府県ごとに

システムを構築しないといけないということでその

予算を組んでいたのですが、今年度、公益社団法人

日本看護協会から既存のネットワークシステムが継

続活用できるようになったということで、その不用

が生じた部分がございます。

それからもう一つ、院内に保育施設を整備しよう

ということで、国庫補助制度を活用して今年度計画

がありました３医療機関と―その国庫補助申請がな

かったということで今回減になっております。

○赤嶺昇委員 最後に30ページの４行目、教職員給

与費の減になった理由をお聞かせください。

○大城浩教育長 この減額補正の主な理由ですが、

退職予定者数の減少による退職手当の減でございま

す。退職手当の減については当初予算の積算時に見

込めなかった大きな理由があります。２つばかり申

し上げますと、まず勧奨退職者、これは職員個々の

事由によるものですから、なかなか積算時にあらか

じめどの程度の勧奨退職者が出るかどうか見込むこ

とが困難であるという理由があります。それから２

つ目は、当初予算の積算時の定年退職者が例えば前

年度既に退職しているとか、そういったケースがあ

るわけです。

○赤嶺昇委員 当初難しいということですが、実際

何名を見込んで何名になったという数で教えても

らっていいですか。

○大城浩教育長 まず、定年退職者につきましては

３名の減です。勧奨退職が９名の減、そして普通退

職が18名の減。その普通退職の中で、本務職員がゼ

ロで臨時的任用職員が18名の減、合計30名の減でご

ざいます。

○仲村未央委員長 以上で、赤嶺昇委員の質疑を終

わります。

前島明男委員。

○前島明男委員 では、質疑は簡潔にまいります。

まず７ページの土地売払代金です。16億幾らあり

ますが、場所は県警察の二輪免許試験場だというこ
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とです。まずこの面積と単価、そしてこの利活用。

私の見方では、多分2000坪ぐらいあるのではないか

と見ているのですが、那覇市内であれだけの土地は

なかなか見当たらないし、何か事業をする場合でも

土地の確保はなかなか難しいのですが、どうしてあ

れを利活用しないで売ることにしたのか。そして単

価は幾らなのか、まずその辺からお聞きしたいと思

います。

○前田光幸管財課長 委員御質疑の旧県警察二輪車

安全運転教育センター跡地でございますが、面積は

3262.07平米でございます。当該地につきましては、

平成23年度までは県警察で所管しておりましたが、

その跡利用について庁内各部局並びに那覇市に照会

し、結果、利用計画がないという見込みを受けまし

て、平成24年度に管財課で引き継いでおります。そ

して、管財課で売却に向けた一般競争入札ですが、

準備を６月以降いたしまして、12月に入札を実施し

ました。売却額が６億600万円となっております。平

米当たりの単価が18万5771円でございます。

○前島明男委員 これは16億円となっているのです

が、そこの二輪車の試験場だけではないのですね。

そのほかにもあるわけですね。ここで16億4800万幾

らになっているが、どことどこを処分したのか。

○川上好久総務部長 今、旧県警察の二輪車安全運

転教育センターの単価等々について管財課長から説

明がありましたが、これが約６億円です。これ以外

に中央保健所敷地が５億5000万円。そして安全運転

学校敷地が１億4000万円などとなっております。

○前島明男委員 次、質疑を変えます。15ページ、

産業廃棄物対策費が、説明では事業計画変更に伴う

減額補正となっていますが、その御説明をお願いし

ます。

○下地寛環境生活部長 これは石垣市で、主に建設

廃材を処分するところがなくて、沖縄本島に搬出し

て処分しているということです。年間60トンぐらい

出るのですが、石垣市で非常に困っているというこ

とで、廃材を使ってバイオマス資源活用コージェネ

レーションということで発電をして、それを売却し

ながら処理もできるようなシステムをつくるという

事業です。平成24年度、平成25年度の事業で、平成24

年度は１億7000万円、平成25年度は４億5000万円ぐ

らい計上しています。ちょうど工事を始めて、当初

予定よりも相当軟弱な地盤が見つかったものですか

ら、工事が若干おくれてしまったということで、繰

り越しはしないで減額補正をした上で、平成25年度

予算に減額分を上積みしてあります。事業の執行上

は特に問題ないということで、減額補正3800万円以

上という状況です。

○前島明男委員 了解です。

次、17ページに行きます。結核医療費ですが、マ

スコミ等の報道によりますと、結核患者がふえつつ

あるということを伺っております。現状と対策を伺

います。

○崎山八郎福祉保健部長 結核の新規患者数ですが、

復帰後の昭和48年には人口10万人当たり罹患率は150

人を超えていましたが、その後、減少を続けまして、

平成23年には新規の患者数が269人、人口10万人当た

り19.2人となっております。ここ数年は、新規患者

の発生は横ばいの状況であります。

それから、結核の対策としては、結核患者の早期

発見、早期治療に結びつけることが重要であります

ので、県としては市町村が行う65歳以上の住民検診、

あるいは学校、社会福祉施設の検診の受診率向上に

ついて指導を行っております。あと、結核予防会な

どの関係機関と連携を図りながら、講習会の開催を

したり、あるいは集団感染があった場合にマスコミ

を通して広く情報提供を図るなどということで、普

及啓発を図っております。

それから、結核の患者発生時ですが、速やかに接

触者の検診を実施する必要がありますので、それに

よって感染拡大を防ぐという取り組みをしておりま

す。

○前島明男委員 この結核ですが、かなり以前は不

治の病だと言われておりましたが、まさか平成23年

度に269名ですか。これは数が少ないのか多いのかわ

かりませんが、私にしてみれば、結核患者はほとん

どいないと、ゼロだと思っていましたが、この数字

を聞いてびっくりしているのです。この発症の原因

は何なのでしょうか。

○崎山八郎福祉保健部長 結核の発病の原因は、結

核にかかった患者がたんの中に結核菌を出しますの

で、その結核菌がせきをしたりくしゃみをしたとき

に空気中に出ますので、そういう菌を吸い込んで感

染するということであります。感染して間もない時

期に発病する場合と、30年、40年置いて発病する２

つのパターンがありまして、高齢者の結核の場合は、

過去に感染して結核菌を持っていた人が、体力が落

ちたときに発病するという仕方をしています。最近

の結核の発病としては高齢者の発病が多いですので、

過去に感染した高齢者が、体力が落ちたりとか何ら

かの原因で発病するということが大部分です。集団

感染があったりしますが、集団感染の場合は感染し
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て間もない時期に発病するというパターンでありま

す。

○前島明男委員 福祉保健部長、５年後か10年後、

何年かかるかわかりませんが、これをゼロに持って

いく方法はありますか。

○崎山八郎福祉保健部長 過去に既に結核に感染し

て体の中に結核菌を持っている人がいる間は、結核

が発生する可能性はゼロにはなりませんので、そう

いう人がいる限りは結核の発病があると考えます。

○前島明男委員 極力ゼロに近くなるように努力し

ていただきたいと思います。

質疑を変えます。次は18ページですが、農林水産

部長にお尋ねいたします。職員費が１億4162万5000

円減になっております。これは農業振興を考えます

と、人員は幾らふやしても足りないような状況だと

私は思うのです。例えば農業研究センターなどでも

かなりの人員が必要だと思うのですが、正規職員を

減らして嘱託員等で賄っているようです。その辺の

ことを考えますと、この減額は少し理解できないの

ですが、どういうことでしょうか。

○知念武農林水産部長 今、ここにあらわれている

職員費の減と定数管理とはまた別の話だと思います。

ここにあらわれているのは、先ほど総務部長から答

弁があったのですが、去年度の10月の陣容で見積もっ

た予算を計上したと。それが、例えば若い職員にか

わったとか、あるいは住居手当が減ったとか、いろ

いろな要素がありましてこの減になっていると思い

ます。一方、定員の話は、県の定員管理計画に基づ

いていろいろな議論をして、適正な形で計画をつくっ

ていると思っております。そういう中で、先ほど総

務部長からもあったのですが、次年度に向けて組織

のあり方とか定員についてもいろいろ検討していく

ということで、既に我々、部として総務部に対して

いろいろな意見を出しております。意見を出しなが

ら、総務部と一緒にまたいろいろな定員管理計画あ

るいは業務のあり方等について―組織のあり方もも

ちろんですが、そういうことも含めて議論をして、

できれば御理解を得て、必要人員を確保していきた

いと考えております。

○前島明男委員 質疑を変えます。19ページ、果樹

生産対策事業費が減になっています。ヤンバルあた

りでは果樹の鳥獣被害が非常に多い。年間２億円前

後の被害が出ているという話も伺っておりますが、

現在の状況と対策を伺います。

○與座規克営農支援課長 本県の鳥類による農作物

の被害は、主にカラスとシロガシラ、それからヒヨ

ドリなどとなっております。特にかんきつについて

はパイン等果樹類、それからレタスの葉茎菜類被害

が多くなっている現状があります。平成23年度の有

害鳥獣の被害額は１億9280万円、そのうちカラスが

9592万円で、今回、カラスがかなりふえている状況

です。

対策としては、これまで鳥獣被害防止総合対策交

付金を用いまして、市町村に猟友会がございますの

で、そこでの銃器、鉄器等、箱わな等の捕獲、それ

から侵入防止施設等で対応しています。これまで侵

入防止対策としては、防鳥ネットで３市町村26.4ヘ

クタールが有害鳥に成功しているということで、こ

れからも随時やっていくという状況でございます。

○前島明男委員 今の鳥による、カラスとかシロガ

ラスとかそういうものを伺いましたが、けもの、例

えばイノシシとかその他のものによる被害はないの

ですか。

○與座規克営農支援課長 平成23年度で、イノシシ

は3883万6000円、シロガシラが近年は少し減ってお

りまして396万5000円です。あと、コウモリが2285万

円です。トータルで１億9000万円ほどになっている

状況でございます。

○前島明男委員 ２億円近くの被害が出ているわけ

ですから、やはりそういう対策をもっと強力に進め

ていただきたいと思います。これはお願いしておき

ます。

次、質疑を変えます。24ページの観光についてで

す。観光指導強化費は8000万円余りの減ですが、世

界に通用する観光人材育成事業において、助成件数

が当初見込みを下回ったことに伴う減額補正という

ことになっております。その辺を詳しく御説明いた

だけますか。

○神谷順治観光振興課長 世界に通用する観光人材

育成事業は、４つの細事業で構成されております。

１つ目が高度観光人材育成モデル事業。これは海外

のホテル、今年度はスイスのローザンヌと香港の観

光の大学院に３名お送りしていまして、その留学支

援です。また、経営者セミナーの実施をさせていた

だいております。それから、最近インバウンドで大

分外国人の観光客がお見えになっておりますので、

特に中国の観光客受入支援事業と中国以外の外国人

の観光客受入支援事業、これは両方とも語学の支援

でございます。この３つにつきましてはほぼ執行し

ております。今回の観光人材基礎育成事業は、従業

員に向けた基礎的な研修を実施する企業への助成の

実施でございますが、我々は第１次内示で５月25日
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で交付が決定されています。それから関連する業者

を選定して３度募集をかけて、離島にも行って募集

させていただきましたが、中小企業、零細企業が多

くて、我々が思ったほど手を挙げてこなかったとい

う現状でございます。

○前島明男委員 8400万円、何とももったいない減

額ですよね。これから外国人観光客を大いにふやし

ていこうと、30万人、50万人、あるいは100万人、200

万人という時代に突入するわけですが、例えば英語

ですとか中国語、あるいはスペイン語あたりですか、

そういうものが全然足りないと思います。ホテルな

どでもそれが不足していると思うのです。せっかく

予算をこれだけとっているわけですから、何とか一

般財団法人沖縄観光コンベンションビューローあた

り、あるいはその他の組織をうまく活用して、もっ

とその辺の人材育成をやっていただきたいと思うの

です。その辺はいかがですか。

○平田大一文化観光スポーツ部長 委員御指摘のと

おりだと思います。まだまだ市町村、それからＯＣ

ＶＢ事務職員を含めて、民間企業も含めて、もっと

もっと使い勝手がいい、それから、本当にニーズに

合った形のスキームづくりを今後しっかり検討しな

がら、また普及活動をやっていきたい。あわせて、

こういった取り組みを通して、観光客が満足する質

の高いサービスが提供できるような沖縄に早くなれ

るよう頑張りたいと思います。

○前島明男委員 最後になります。25ページの県民

文化振興費、１億1300万円余の減額になっておりま

すが、助成件数が当初見込みを下回ったことに伴う

減額補正ということになっているのです。少し詳し

く説明していただきたいと思います。

○平田大一文化観光スポーツ部長 この事業は、沖

縄文化活性化・創造発信支援事業、いわゆる沖縄版

アーツカウンシルという新たな取り組みの事業でご

ざいます。内容的にはどういうことかといいますと、

本来、文化の事業というものはなかなかＰＤＣＡサ

イクルがなくて、補助金をばらまきにせずにしっか

り事業一つ一つをカウンシル―要するに、意見交換

をちゃんとやらせてもらいながら、それで最後の事

業をつくるところまで。それから、経営が非常に安

定でないところは法人化に向けた取り組みを促すと

いったような形で、文化団体そのものを強化してい

くためにやっている事業でございます。

そのために、ＰＤ、ＰＯ―いわゆるプログラムデ

ィレクター、プログラムオフィサーですが、そうい

う窓口業務をしっかりやって、意見を聞きながら事

業づくりを手伝うということをやるような取り組み

なものですから、件数としては実は当初116件、そし

て２回目の公募のときにも29件で、合計150件近く来

たのです。その中で今回かなりいろいろと議論する

中で、アドバイザリーボードという第三者機関を入

れての審査となりましたので、結果として25件しか

通らなかったと。

委員おっしゃるとおり、この事業そのものが持っ

ている性格からすると、今、沖縄の文化を取り巻く

環境がやはり少し弱いという印象があります。プレー

ヤーがとにかく一生懸命プレーできるような環境整

備をするために、この団体づくりをしっかり強化し

ていくことがまた大きな目的でもあります。そういっ

たところは今回は不用額というか、大きく減額させ

てもらいますが、きっちりとした予算活用をしてい

くことをこれからも担保しつつ、せっかくいただい

ている予算ですから、これからもっと活用できるよ

うに、寄り添いながら文化団体を育んでいけるよう

な、インキュベート的な取り組みにしていきたいと

思っております。

○前島明男委員 最後に、文化は我々の生活の根幹

をなす部分ですので、今後大いに努力していただき

たいということを要望して終わります。ありがとう

ございました。

○仲村未央委員長 以上で、前島委員の質疑は終わ

ります。

休憩いたします。

午後３時40分休憩

午後４時５分再会

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 最初に、今度の補正予算の特徴に

ついてお尋ねします。

○川上好久総務部長 一般会計補正予算でございま

すが、まず３点ございます。１つは、国の経済対策

に対応し、緊急に予算が必要な経費ということで、

先ほど来質疑がございます国の経済対策関連の経費

でございます。そして、２点目に人件費及び扶助費

等の義務的経費、３点目に11月補正予算編成後の事

情変更で緊急に措置が必要な経費、そういうものを

含めて331億2627万2000円の補正予算を計上しており

ます。そのうち国の経済対策関連が294億円余り、そ

の他の増額補正が162億円、減額補正がマイナス126

億円となっております。

○西銘純恵委員 国の補正、経済対策ですが、財源
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について全額で14兆円かと思っているのですが、国

はどのような財源捻出をしようとしているのか。国

債の発行額についてどうされようとしているのか、

お尋ねします。

○川上好久総務部長 詳しい資料は少し持ち合わせ

ていなくて、ざっくりとした数字で申しわけないの

ですが、まず税収が2610億円、税外収入が1495億円、

公債金が５兆2210億円、その他、前年度剰余金受け

入れ等となっていると理解をしております。

○西銘純恵委員 デフレ不況の克服ということで、

経済対策、大型公共工事が出されて、それも今おっ

しゃったように公債費が５兆円ということを言われ

ました。今後、公債を発行した後、また返済を、穴

埋めをしないといけなくなる。これは何でなそうと

していますか。

○川上好久総務部長 一般論で恐縮ですが、景気対

策で建設国債を活用することについては、社会資本

整備そのものについては世代間の負担の公平という

形で、それは理屈づけがされております。一方、そ

うはいいながらも、公債金は借金としてたまってい

くわけでございまして、その返済は税収でやらざる

を得ない。その税収は、景気が浮揚して税収が増大

していくということを前提にして検討されているも

のと理解しております。

○西銘純恵委員 来年度、消費税増税２％プラスと

いうことになっていますが、それで返済に充てるこ

とが計画されている内容ではないですか。それにつ

いてはどのように考えていますか。

○川上好久総務部長 数字は今持ち合わせていない

のですが、考え方は、税と社会保障の一体改革とい

う前提だと理解しております。消費税で確保した税

収増については、社会保障の財源に充てていくとい

う考え方であると理解しております。

○西銘純恵委員 景気浮揚ということを先ほど言わ

れたのですが、今、国会がずっと本予算の審議中で

すが、日本共産党はずっと、デフレ不況の打開は大

型公共工事で借金をすることではない。冷え込んだ

賃金の引き上げを行って、そして物を買う力をつけ

て、経済を向上させていくという立場をずっととっ

ています。この考え方について国会で議論したので、

情報は得ていると思いますが、賃上げについてどの

ように考えていますか。

○川上好久総務部長 賃金引き上げも、この賃金が

引き上がることによって消費指数が増大する。その

ことが乗数効果というものを引き起こして、経済規

模そのものに影響していく、そういう流れが一つご

ざいます。ただ、賃金そのものがいきなり上がるこ

とはなかなか考えにくい状況もございます。まずは、

社会経済活動一般が活性化していく。そのためには、

従来捉えているのが財政金融政策と言われるもので

す。財政投資をする、もしくは金融政策でもって金

利を引き下げる、今回まさにそういう流れで、最終

的には景気が浮揚すれば賃金も引き上がっていく。

そして、賃金の増加によって消費指数もまた拡大し、

経済もまた拡大していく、そういう循環になるもの

を期待していると考えております。

○西銘純恵委員 今、総務部長のお答えしたのはこ

れまでの経済対策ですよね。この10年間で非正規雇

用労働者が400万人全国でふえて、勤労者の平均給与

年額が32万円も減る一方、大企業が内部留保を260兆

円へと10年間で100兆円ふやした。だから、企業が潤っ

たらこれが賃金にはね返るとか、経済がよくなると

いうのが、実際10年間でそうならなかったというや

りとりの中で、結局安倍首相自身が予算委員会での

日本共産党への答弁で、正規雇用、非正規雇用関係

なく賃金が上昇し、消費が増加すれば、経済はよい

循環に入っていくということで、この賃上げについ

て呼びかけを行っていくということを出したのです。

だから、やはりそこら辺の転換が、今、日本の経済、

財政にも求められているのではないかと思っており

ます。

それでお尋ねをします。具体的に今度の補正での

地域の元気臨時交付金、沖縄県では何に使われてい

ますか。とりわけ小・中学校の耐震化について目標

を国が定めていますが、それからお尋ねします。

○石垣安重施設課長 国は小・中学校の耐震化率を

平成27年度までに100％にするという目標を掲げてお

ります。

○西銘純恵委員 沖縄県はこの地域の元気臨時交付

金を使ってわざわざ補正で出しているのです。どの

ような計画を持っていますか。現在、耐震化率はど

うなっていますか。

○石垣安重施設課長 小・中学校の耐震化率は平成

24年４月１日付で78％でございます。

○西銘純恵委員 計画はどうですか。

○石垣安重施設課長 小・中学校の耐震化を平成33

年ぐらいまでに100％にしたいと考えております。

○西銘純恵委員 国が平成27年度までに100％にす

る。そして、今度の地域の元気臨時交付金は１年間

で93％まで引き上げると言っているのです。この小

・中学校の耐震化がこんなに国より遅くていいので

すか。予算をもっとつけるべきではないでしょうか。
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○石垣安重施設課長 私どもの耐震化は、他県の耐

震化とは若干異なっています。例えば、他県の耐震

化は学校の改築ではなくて補強、ブレースを入れて

やっているので大変スピードが速い。また、経費も

改築に比べて低いということです。一方、私どもの

沖縄県は、今お話ししたとおり建物が老朽化してい

るという事情もございますので、改築ということで

お金もかかる。そしてまた時間もかかるということ

で、耐震化が若干おくれるという状態です。

○西銘純恵委員 金もかかる、時間もかかるという

のが考えられないです。ブロックですよね。木造よ

り危険ではないですか。だから、余計もっとスピー

ドを上げてこの予算を、今度の地域の元気臨時交付

金を大幅に使ってやるべきではなかったですか。

○石垣安重施設課長 委員も御承知のとおり、建物

が大変老朽化しておりますので、私ども、改築とい

うことで順次進めております。また、今回、国の補

正がございますので、それで約43億円ほど計上して

います。これは直でございますので、県の予算には

計上されておりません。

○西銘純恵委員 私は、事前防災・減災予算につい

ても、校舎等についてはどうなっているかと聞いた

のですが、それもどうなっていますか。

○石垣安重施設課長 防災安全交付金の件ですが、

あると聞いておりますが、詳細については把握して

おりません。

○西銘純恵委員 私、今度の地域の元気臨時交付金、

県は331億円やっているが、実際はこのような老朽校

舎とか、それと防災、減災にもほとんど使われてい

ない。県営住宅には使われる。そして中小企業の支

援も柱としてあるのですよね。それについてどうなっ

ているのでしょうか。やはり沖縄県がやるべきもの

は、大型な事業につぎ込むのではなくて、足元に、

地元の県民の皆さんに使える予算として組むべきで

はなかったかと思うのですが、中小企業支援で予算

化しているのは何でしょうか。

○平良敏昭商工労働部長 今回の復興防災関係、中

小企業対策では特に予算措置はございません。

○西銘純恵委員 これは補正の中に大きな柱として

あるのですよね。だから、そこら辺で生かしていな

いということについて、やはりもっと地元の中小業

者の皆さんの立場に立った予算化をという立場で、

入っていないことは本当に残念です。

次の質疑に移ります。予算説明書115ページ、看護

大学費の給料について御説明をお願いいたします。

○平順寧医務課長 沖縄県立看護大学の教員につい

ては、定数48名、全体です。教授、准教授、講師、

助教、それから助手を合わせて48名としております。

そのうち教授が２名、助教が１名欠員となっており

まして、その分の給与費の減額補正ということでご

ざいます。

○西銘純恵委員 欠員の理由は何でしょうか。

○平順寧医務課長 退職等に伴って、その後、公募

等をやっているのですが、応募者がなかったという

ことで欠員になっております。

○西銘純恵委員 48名、最初に言われた職員は全て

正規雇用ですか。

○平順寧医務課長 専任教員でございます。

○西銘純恵委員 正規雇用ですかと聞いたのです。

○平順寧医務課長 正規でございます。

○西銘純恵委員 正規雇用であるのに３名欠員が出

るということは、人材がいないという意味なのでしょ

うか。

○平順寧医務課長 人材がいないというか、２年前

までは欠員がない状況でしたので、それぞれ、今回、

地域医療の講座と島嶼看護という形の教授を探して

いるのですが、全国にもいろいろ公募をかけており

ますが、なかなかその人材がいなかったということ

です。今後、内部昇格等も含めて検討しているとこ

ろでございます。

○西銘純恵委員 80、81ページの造林費、林道費に

ついて御説明をお願いいたします。

○謝名堂聡森林緑地課長 造林事業につきましては、

水資源の涵養ですとか森林の持つ多面的機能を高度

に発揮させる、それから、山村地域の振興に資すこ

とを目的に実施しております。今回補正にかけてい

る事業につきましては、市町村が計画する人工造林、

保育、除伐等の造林事業を支援するための補助金、

それから、造林事業等の作業安全を確保するための

不発弾探査等の事業を実施するものでございます。

○西銘純恵委員 どこの市町村で、そして、除伐と

おっしゃったのですが、皆伐もあるのでしょうか。

○謝名堂聡森林緑地課長 市町村につきましては、

全県で約23市町村実施する予定でございます。その

中には、人工造林、下刈り、除伐等ももちろんござ

います。皆伐につきましては、おおむね10ヘクター

ル毎年実施していますが、本年度も、前年度皆伐し

た場所について今年度造林を実施していくことにな

ります。

○西銘純恵委員 皆伐費用は、今年度はついていな

いですか。造林は今聞いていないです。

○謝名堂聡森林緑地課長 皆伐につきましては、林
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業の活動ということで、収穫行為は経済行為という

ことですので、それに対する補助等は出てございま

せん。

○西銘純恵委員 86、87ページですが、特別自由貿

易地域振興費22億円の増予算について説明をお願い

します。

○大城玲子企業立地推進課長 特別自由貿易地域振

興費22億733万円の補正増についてでございますが、

国際物流特区うるま地区の適正な運営や初期投資低

減に資する賃貸工場等の管理を行い、加工交易型産

業を振興させることを目的といたしました特別自由

貿易地域対策事業に係るものでございます。内訳と

いたしましては、今後整備していく賃貸工場の予定

地を沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事

業特別会計―中城特別会計から取得するための公有

財産購入費として18億2972万5000円。それから中城

特別会計の県債の元金償還に充てるための同特別会

計への貸付金として３億7030万円。３つ目といたし

まして、談合事案に係る国庫返還金の国庫の受け入

れ態勢が整わず支出できなかった前年度分を含めま

して、本年度で予算２年分を支出するための償還金

利子及び割引料として730万5000円となっておりま

す。

○西銘純恵委員 この特別自由貿易地域というもの

は、埋め立てを行って、そして土地を売却して、そ

の埋立費用を賄うという計画だったと思うのです。

この埋立事業について、過去いつから始まって、そ

して現在このような事態に至ることはどうしてで

しょうか。

○大城玲子企業立地推進課長 中城の土地造成事業

につきましては、昭和45年の臨海工業地帯の形成を

図るよう位置づけられた計画によるものでございま

す。昭和55年７月に基本計画を決定しまして、当初、

１次及び２次の合計339ヘクタールの埋め立てが計画

され、昭和57年度に事業が着手されております。そ

の後、３次埋め立てをしまして、平成10年の沖縄振

興特別措置法の改正によりまして、平成11年３月に

造成地の一部、約122ヘクタールに特別自由貿易地域

を設定したところでございます。

○西銘純恵委員 その地域の民間への土地の売却計

画があったと思うのですが、民間に売却された割合

はどれだけで、そして面積はどれだけでしょうか。

○平良敏昭商工労働部長 民間に分譲された率は、

買い取り条件つきを含めて７万1000平米、7.9％……

○西銘純恵委員 含めないで。買い取り条件なしの、

当初の予定の。

○大城玲子企業立地推進課長 民間企業の売却につ

きましては、先月１件売却しましたので現時点では

全体の2.7％、2.4ヘクタールでございます。

○西銘純恵委員 毎年県が、土地が売れないので―

前年度も１件だけ売れたと。だが、まだ全体の２％。

だから県が土地を買って、そして賃貸工場をつくっ

ていくということですが、賃貸工場は平成24年度幾

らでつくられたのでしょうか。そして、工場に入る

会社が今度は４社入って、そこに何か工作物も県の

予算でつくることになっていると思うのですが、内

訳も含めて幾らかけるのでしょうか。

○大城玲子企業立地推進課長 賃貸工場と機器の整

備費を合わせまして、31億7225万9000円の予算を計

上しております。

○西銘純恵委員 そうしますと、当初の埋め立てて

土地を売るという計画が、事業見通しが立たなくなっ

て、平成24年度では県が土地を買うのに18億2972万

5000円。そして、そこにまた建物も建てて31億円余

り、合計で50億円近くになっています。これは前年

度以前も同じようなやり方をしていたのですが、県

が税金をつぎ込む額がふえているのではないかと私

は思うのです。平成22年度、平成23年度、県民の税

金で手当てをしたのはどれだけでしょうか。

○平良敏昭商工労働部長 今の御質疑のデータは後

で答えるとして、基本的にはこの賃貸工場あるいは

機械、土地を含めて、賃貸工場はそういう原価をき

ちんと計算して、賃料に反映させているわけです。

ですから、企業に補助金を出しているわけではなく

て、きちんと回収していくという考え方でございま

すので、ここはひとつ誤解のないようにしていただ

きたいということです。

もう一つは、企業の近年、ここ10年以降の流れは、

やはり初期投資をいかに軽減するかというのが大き

な課題なわけです。ですから、工業団地は確かに分

譲を前提として埋め立てはしたものの、国内の企業

の動向等に合わせて、現状に即して対応していくこ

とも必要なわけです。全てを分譲だけでということ

になると、現状は厳しいですから、早期立地、雇用

の拡大、そういうものを目指して、現状に即した対

応をしていくという状況でございます。

○西銘純恵委員 埋立事業が過大な見通しを持って

いたという反省はないのですか。これだけの事業を、

いつまでにこの埋立費について回収ができる計算に

なるのですか。賃貸工場をつくって、それから回収

していくという計画があるといいますが、何年まで

にそれが回収できるのでしょうか。いつになったら
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この事業については解決するのでしょうか。そして、

つぎ込まれる県民の税金は幾らを予測をしているの

でしょうか。

○大城玲子企業立地推進課長 土地造成の特別会計

につきましては、平成39年度をめどに収支をとって

いきたいと今計画を立てているところでございます。

○西銘純恵委員 幾らですか。どれだけ埋め合わせ

をしていくの。そこも聞きましたよ。総額幾らにな

りますか。

○大城玲子企業立地推進課長 平成39年度までの計

画といたしましては、土地造成費を起債で行ってお

りますので、その公債費、元利償還金が今後約122億

円を見込んでおります。

○西銘純恵委員 県がほかにも埋立事業を行おうと

していますが、やはり需要予測を過大に見積もって

やることがないように、私は指摘をします。

次に移ります。53ページの在宅老人福祉対策費に

ついて補正減になっていますが、説明をお願いしま

す。

○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長 この事業の概要

でございますが、市町村や住民組織、ＮＰＯ等の団

体が地域活動の拠点整備でありますとか、高齢者の

日常生活の見守りとかの日常的な支え合いを目的と

して取り組む活動に対して補助するものでございま

す。今回の事業の補正減の状況でございますが、こ

れは平成23年度事業、当初１年間の事業だったもの

が平成24年度まで延長、今度も平成25年度でさらに

延長ということになりました。国からの事業延長確

定の時期がおくれたことに伴いまして、平成24年度

事業の当初の延長に伴うものでございますが、市町

村において事業検討や当初予算での対応が十分でき

なかった等により、事業量といたしまして当初計画

を下回る見込みとなったことによる減額補正となっ

ております。

○西銘純恵委員 これは41市町村がやる事業なので

しょうか。計画はどうだったのでしょうか。

○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長 41市町村及び、

今回通知したところによりますと、社会福祉協議会

でありますとか住民組織、あるいはＮＰＯ等の団体、

そういったところに呼びかけて、事業等の取り組み

を周知してきたところでございます。

○西銘純恵委員 今の事業はとても大切だと思うの

ですが、やはり事業が円滑に執行できるように頑張っ

ていただきたいというのと、次の介護保険福祉諸費

も同じように減額になっているのですが、これにつ

いても説明をお願いします。

○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長 介護保険福祉諸

費につきましては、４事業の構成となっております。

その中で特に大きなものといいますと、沖縄県介護

職員処遇改善基金事業というものがございまして、

この事業が平成24年５月で最終金額の支払いが終

わっておりまして、その残額として3973万9000円。

それと、島しょ型福祉サービス総合支援事業という

ことで、離島等で介護保険の支援が困難な地域にそ

の助成をするということで、市町村の計画を15離島

で事業の開始を見込んでおりましたが、最終的に10

離島での事業開始となったこと。事業の積算の関連

で、介護保険が実績から２カ月おくれの給付になる

ものですから、それと合わせますと事業実施が今年

度の12月分までということになります。事業期間の

短縮という部分が見込まれておりまして、それがマ

イナス6000万円ということで、ほぼ１億円の減額と

なっております。

○西銘純恵委員 15離島が10離島しかできなかった。

残りの５カ所については実施させていくという継続

の考えがあるのでしょうか。

○稲嶺ミユキ高齢者福祉介護課長 これは沖縄振興

一括交付金を根拠にしている事業なものですから、

残りの５島につきましても、事業の開始に向けて取

り組みを支援していきながら続けてまいりたいと考

えております。

○西銘純恵委員 56ページの子育て支援特別対策事

業の４億5300万円の減額補正ですが、これは一般質

問でもやりましたが、認可外の保育所がどのような

困難を抱えているのか。施設数は多いですよね。200

施設を超えていて、175施設、皆さんが証明書を交付

しているわけです。ですから、この認可外保育施設

が認可になるに当たって、施設改修について3000万

円ではできないでしょうと。では、どれだけにする

のか。これは施設の皆さんの意見を聞いて、認可に

したいというような額での補助を考えるべきだと思

いますが、お答えをお願いします。

○崎山八郎福祉保健部長 市町村に対して当該事業

の活用を促すために、平成25年度予算においては、

補助の内容、要件等の見直しを予定しております。

それで、認可化移行支援の施設改善費については、

補助額の上限を3000万円から5000万円に引き上げる

ほか、補助要件の緩和などを予定しております。

○仲村未央委員長 以上で、西銘純恵委員の質疑を

終わります。

嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 最初に、西銘純恵委員の質疑との
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関係でお聞きします。今度、賃貸工場の買い取りと

その関連費用を出していますが、補正でわざわざし

た理由は何ですか。当初予算もやらないでわざわざ

補正にしたのはなぜか。

○平良敏昭商工労働部長 なぜ補正でやるのかとい

うことだと思うのですが、全体的に、県の収支状況

あるいは土地の分譲状況、そういうところを総合的

に判断して補正で計上させていただいております。

○嘉陽宗儀委員 少し聞き取りにくかったが、質疑

は前へ進めましょう。今まで賃貸工場をつくってい

ますが、今何カ所をつくっていますか。

○大城玲子企業立地推進課長 23棟と、それから金

型の賃貸工場が１棟でございます。24棟です。

○嘉陽宗儀委員 24棟の賃料総収入は幾らですか。

○大城玲子企業立地推進課長 今ありますのは24棟

でございますが、今年度つくっております６棟も含

めまして、来年度の当初予算には２億3695万7000円

を歳入予算で計上しています。

○嘉陽宗儀委員 この工場をつくって貸したはいい

が、賃料踏み倒しというのがあるでしょう。今まで

幾らありましたか。

○大城玲子企業立地推進課長 今現在６社で、合計

4515万円の収入未済がございます。

○嘉陽宗儀委員 この回収計画はどうなっています

か。

○大城玲子企業立地推進課長 この６社につきまし

ては、経営破綻で出ていったところもございますの

で、必ずしも回収計画が順調でないところもありま

すが、少しずつでも返していただいているところも

ございます。回収には努力しているところでござい

ます。

○嘉陽宗儀委員 きょうの質疑はこれが主ではない

が、結局は県が大サービスをして、賃貸工場をつくっ

て貸してあげたが、結構従業員もきちんと採用しな

い。それから、正規職員ではなくて非常勤職員で採

用するとかいろいろと問題点がありますから、企業

立地はきちんと調べて、県民の財産をつぎ込んでの

事業ですから、県民に損害を与えないように。少な

くとも不納欠損扱いにして行方不明になっているも

のが、調べたらありますから、このような事態が起

こっても、きちんと再びこういうことを起こさない

ようにやってください。

それから、そもそも論に入りますが、私はこの埋

立事業のときから反対をしました。埋め立てても企

業は来ないぞ、ペンペン草しか生えないぞという理

由を言いました。結果はそうなっていますね。それ

でどうするのだといったら、全部民間に売却して、

中部地区、全県にある民間の企業に買ってもらって、

それで埋立費用は払うのだと。当面、銀行から借金

をして埋め立てしますということになったのですが、

銀行から幾ら借りたのですか。

○大城玲子企業立地推進課長 起債額といたしまし

て、536億4110万円でございます。

○嘉陽宗儀委員 利息は何％で幾ら払っているので

すか。

○大城玲子企業立地推進課長 土地造成の起債につ

きましては、起債年度がばらばらでございますが、

大体低いところが0.4から1.5％ぐらいまでの間で利

子がついております。

○嘉陽宗儀委員 利息の支払いについても、できる

だけ利率の低いところから借りかえたほうがいいと

いう提言もしていましたが、これもこれ以上言いま

せんが、少なくとも県民の期待と裏腹にどんどん事

業を進めてこういうことになっています。今、新港

地区の中のほうに、向こう側はペンペン草が生えて

いますが、現場はわかりますか。

○大城玲子企業立地推進課長 私どもが管理してお

りますので、何度も行って、企業とも面談しており

ます。

○嘉陽宗儀委員 不法投棄所になっていないか。テ

レビとか冷蔵庫とか、僕は見てきているが、たくさ

ん捨てられていましたよ。

○平良敏昭商工労働部長 思いどおり企業の立地が

進んでいないということは事実でございますが、そ

うはいっても中城の工業団地は、今特別自由貿易地

域の中で1500名の従業員が働いて、それなりに毎月

給料をもらって頑張っております。そういう点では、

全体的に経済効果はあるだろうと思っています。御

指摘の、分譲がおくれて草が生えている、中には不

法投棄があるのも事実です。我々は、それは絶えず

巡回しながら、また連絡をとり合って、そういうこ

とをさせないようにということでやっているのも事

実でございます。引き続き適正な管理をしながら、

なおかつ企業誘致に最大限の努力、あるいは県内企

業が海外展開したいという考えがあればまたそうい

うところに誘導していく。こういうことに取り組む

ことによって雇用の場を拡大していく、このように

考えております。

○嘉陽宗儀委員 埋め立てたところを売却する目的

であれば、きちんとその土地を管理していればいい

が、不法投棄の場所になっている。現場を見たら、

パトロール隊がいるのですね、パトロールする人が。
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私が捕まえて、あなたは給料をもらってパトロール

をしているのに、何で不法投棄をさせるのかといっ

たら、１人だけでは追いつかないと。ここに来たな

と思ったら、よそから入ってきて捨てていくという。

今、適正という言葉を使ったわけですから、こうい

うことがないように、少なくとも管理をきちんとで

きますか。

○平良敏昭商工労働部長 はい。そのようにする考

えでございます。

○嘉陽宗儀委員 それで皆さん方、これを売り払わ

ないと、ずっと県民に負担をかける。今、県の財政

は、人件費も削除しなければならないとか、福祉予

算もどんどん削らなければならないという大変な事

態なのに、こういう無駄な公共工事のために県民の

税金、血税が使われるのは本来許されないと思うの

です。これを売り込まなければならない。皆さん方、

現在どういう売り込みをしていますか。

○平良敏昭商工労働部長 東京都、大阪府での企業

誘致セミナー、あるいは小さな商談会とか、相談と

か、海外も含めてこういうことをいろいろやってい

ます。もう一つは、もちろんインターネット、新聞、

雑誌等も含めて、あるいは県外から沖縄県に関心の

ある企業を招聘して沖縄県の投資環境を見てもらう、

こういう取り組みをしているところでございます。

○嘉陽宗儀委員 今後売れることを期待したいので

すが、県は県の公共施設をつくるときに、ここを買

わないで津波対策で大丈夫なように、上側のほうの

公共施設用地を県は買っていますよね。なぜかといっ

たら、向こうは津波があるから自分たちは上のほう

を買いましたと。

○平良敏昭商工労働部長 民間用地を購入している

わけではなくて、もともと県の農業試験場園芸支場

跡地、多分、うるま市兼箇段のお話だと思うのです

が、そこはクラウドデータセンターを整備する、そ

ういう考えでございます。

○嘉陽宗儀委員 あの辺での風評は、県は自分たち

の施設をつくるときは泡瀬側、新港地区につくれば

いいのに、向こうならもっと有効利用できるのに、

今の上側のところは。とにかく何でもいいのなら、

今の新港地区のほうを県が買って、そこに施設をつ

くれば有効利用になるという声がありますので、紹

介だけしておきます。

今度、埋め立てで泡瀬干潟のほうに東埠頭から土

砂をしゅんせつしてポンプで送っていますね。この

予算がついていますね。29ページ、甲第29号議案。

この中身を説明してください。

○大城玲子企業立地推進課長 これは先ほど少し御

説明しましたが、中城特別会計の補正予算でござい

ます。議案書の30ページをお開きいただきたいので

すが、特別会計から一般会計のほうに賃貸工場用地

を売ることになりますので、財産売払収入を主に計

上しているところでございます。売り払い収入が今

回結構ありますので、公債費を繰り上げ償還すると

いうことで歳出で補正増という形になっております。

○嘉陽宗儀委員 企業立地はそのぐらいにしておい

て、さっきの本題に戻りますが、土木建築部港湾課、

これは向こうの土砂をしゅんせつして東埠頭から泡

瀬干潟のほうにどんどん泥を送っていますね。埋立

事業はどうですか。

○當銘健一郎土木建築部長 今回の補正予算のほう

で申し上げますと、経済対策に関連して、国で事業

費39億円を予定しているようでございます。今、委

員がおっしゃったように新港地区の東埠頭はまだ供

用開始されていませんので、そのしゅんせつ及びそ

のしゅんせつ土による泡瀬地区の埋め立てという工

事がございます。これに関連して、県では５％の負

担金を出すことにしておりますので、39億円に５％

を掛けますと１億9500万円を補正で計上してござい

ます。

○嘉陽宗儀委員 県の負担は１億円余り。

○當銘健一郎土木建築部長 港湾改修費としまして

は、それ以外にもプラスマイナス、港湾でのいろい

ろな工事がございますので、８億9900万円の補正増

にしております。そのうち今、委員のおっしゃった

泡瀬地区の埋め立てに関するものについては、国の39

億円の事業費にかかる負担金１億9500万円というこ

とでございます。

○嘉陽宗儀委員 国の直轄事業ですが、向こうの埋

立事業をしているのは、県内業者がやっているので

すか、本土の大企業がやっているのですか。

○普天間信栄港湾課長 国の事業でございますが、

平成24年度は全部で12件の工事が発注されてござい

ます。そのうち県外企業の工事は１件１社でござい

ます。

○嘉陽宗儀委員 結局は沖縄県の大切な自然を破壊

しておいて、ヘドロを埋め立てて、仕事は本土企業

にさせる、こういう構図になっていますね。

○普天間信栄港湾課長 先ほどの答弁と同じような

内容になりますが、12件の工事のうち県外は１社で

ございまして、残りの11件は県内の企業がとってお

ります。さらに契約金額ベースで申し上げますと、

県内企業が７割の請負額でございますので、事業と
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しましては県内事業者が主体となってやっていると

考えております。

○嘉陽宗儀委員 調べたら、県内業者は護岸を少し

積むとか、いろいろな細かい仕事は大分あるが、ヘ

ドロをやるポンプ車は羽田空港を埋め立てた企業で、

あれしかないと。だから、ほとんどここが中心だか

ら、県内業者ではありませんということは現場へ行

けばすぐわかるわけです。それで、泡瀬干潟は今何

％ぐらい埋められているのですか。

○普天間信栄港湾課長 まず、国事業におけるしゅ

んせつの進 率でございますが、平成23年度の予算

ベースの進 率で24％と聞いております。埋め立て

につきましては干潟の98％は残す計画になっており

まして、その２％を含む面積の埋め立てをしている

ところでございます。

○嘉陽宗儀委員 あと幾ら土量が必要ですか。埋め

立てにしゅんせつするための土量、砂は。

○普天間信栄港湾課長 しゅんせつの計画としまし

ては、全体で417万立方メートルを予定してございま

すが、平成23年度末で136万立方メートルが済んでお

ります。残り280立方メートル、率にしますとボリュー

ムで67％残っているということになっております。

○嘉陽宗儀委員 それは今の東埠頭からヘドロを入

れるだけで間に合いますか。

○普天間信栄港湾課長 泡瀬の埋め立てにつきまし

ては、新港地区の泊地のしゅんせつ及び泡瀬地区の

航路、また、護岸工事等の床掘り土砂を流用して使

うことになっております。

○嘉陽宗儀委員 間に合うのかと聞いているのです。

○普天間信栄港湾課長 計画どおりにできるものと、

間に合うものだと思っております。

○嘉陽宗儀委員 では、きょうはこれ以上言いませ

んが、私が前の土木環境委員会で聞いても、大量の

砂をよそから持ってこないと間に合いませんという

答弁をたしかやっています。議事録を見ればはっき

りするのです。これは調べてください。

ただ問題は、埋めたが沖縄市が出した計画を見た

ら、ほとんど売れる見通しがないと思うのです。今

の新港地区みたいに、埋めたが買い手がいない場合

にはどうなるのですか。新港地区の二の舞ですか。

○普天間信栄港湾課長 沖縄市がつくりました土地

利用計画に際しての開発コンセプトでございますが、

沖縄市の最も優位な資源であるスポーツや文化芸能

を最大限を活用する。スポーツを中心とした商業や

宿泊、海洋レジャーなどを展開する。県民、市民や

観光客、スポーツ競技者を集客し、新たな就業の場、

健康づくり、未病対策の場を創出する利用計画になっ

ています。国、県の事業完了後、沖縄市につきまし

ては対象となる企業を誘致し、売却する予定となっ

ております。現時点では全て売却できるものだと考

えております。

○嘉陽宗儀委員 私が今聞いたのは、企業も誘致し

ますと。需要予測を見たら、国営沖縄記念公園海洋

博覧会地区や首里城地区よりももっと多くの人が向

こうの干潟に、１日に１万人余り来る計算になって

いるのです。これは不可能。しかし、それでも沖縄

市は何とかしますと。何とかしますというが、買い

手がいない場合には、沖縄市が事業を計画して企業

が買わなかった場合にはどうするのか。沖縄市民に

負担させるのかといったら、沖縄市は悠然として、

いや、県から自分たちが買わなければいいわけです

から、沖縄市の補塡はありませんと言っているので

す。そこをどう思いますか。

○普天間信栄港湾課長 泡瀬地区の需要予測につき

ましては、宿泊施設や商業施設などいろいろと計画

していますが、まだ埋め立ての事業中でございます。

埋め立て完了後、再度沖縄市のコンセプトに合った

企業の誘致については、県も、市また国と連携をと

りながら取り組んでいく考えでございます。

○嘉陽宗儀委員 沖縄市の事業計画そのものも需要

予測が過大になったものだから、当初の事業計画ど

おりいかない。行政というものは場当たりでやるの

ではないでしょう。少なくとも将来見通しを立てて、

事業計画もきちんとやって、予算もきちんと組む。

これがないといけないのに、今の港湾課長の言い分

ではもう話にならないですよ。

それで売り込みですが、私も老婆心ながら、私た

ちムンチュウがカナダのほうで蓄電の企業をしてい

るので、買わないかと言ったら、大体３万坪から欲

しいと言うので泡瀬に上等があるから見てこいと。

見た結果、向こうは津波の心配があるから糸満市の

高台のほうに買いますと。皆さん方は、今の顧客の

状況からいったら、あの大震災―さっき黙 もしま

したが、ああいう状況を踏まえて、誰が低地に、津

波が来るようなところに改めて土地を買って、企業

を立地するかというのが一般的な声です。そういっ

たものを無視して、何とかできるかように考えるの

は、新たな県民負担を強いるものとしてこれは許さ

れない。どうしますか。売れなかったらそのときは

責任をとりますか。

○當銘健一郎土木建築部長 現在埋め立ての事業中

でございまして、土地の売却や企業誘致等について
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は、今後沖縄市とよく相談をしながら、泡瀬の埋立

地が有効に活用できるように頑張っていきたいと考

えております。

○嘉陽宗儀委員 あの大震災の教訓は、例えば私ど

もも見てきましたが、埋め立てたところでも液状化

があって大変ですよ。だから、そういうことがわかっ

たら買う人はいない。問題は、買う人がいない場合

に県はどうするか。県民にその借金を押しつけるの

かということですが、どうですか。

○當銘健一郎土木建築部長 買う人がいないという

状況にならないように、一生懸命頑張っていきたい

ということでございます。

○嘉陽宗儀委員 非常に勇気のある発言でした。そ

ういう答弁をしたからには、では、どういうぐあい

に売るのですか。具体的に示してください。

○當銘健一郎土木建築部長 先ほど申し上げました

ように、現在埋め立て中でございます。この土地の

利活用や売却、あるいは企業誘致については、今後

沖縄市とよく詰めて、具体的な計画をもって利活用

を図っていきたいということでございます。

○嘉陽宗儀委員 新港地区もまだ2.何％しか売れて

いない。泡瀬干潟、新たな膨大な土地が埋め立てら

れて、本当に全部売れるのですか。非科学的な根拠

では県民が納得しない。こういうことを言って終わ

ります。

○仲村未央委員長 以上で、嘉陽宗儀委員の質疑を

終了いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 質疑させていただきますが、まず県

の今回の補正額331億円、国の経済対策294億円と、

この大きな補正予算の基本的な補正の方針があれば

お聞かせください。

○川上好久総務部長 方針と申しましても、先ほど

もお答えしましたが、今回の補正予算を計上する理

由は３つございます。１つは、国の経済対策に対応

するということが１点です。２つ目は、人件費、そ

れから扶助費等の義務的経費について見直しをする

部分。そして３点目に、11月補正予算編成後、事情

変更でどうしても措置しなければいけないものが出

てまいります。そういうものを含めて予算を計上し

ております。331億円のうち、経済対策関連が294億

円、その他の増額補正が162億円。２月補正は、どち

らかというと決算補正的な意味合いもございますの

で、減額補正が126億円ということになっています。

○呉屋宏委員 これは平成25年第１回県議会（２月

定例会）提出補正予算説明書の中に書かれているか

らわかるのですが、例えば、私が言っているのは、

国は経済対策をやると言っている。その国の経済対

策を受けて、皆さんはどうやったら沖縄県の経済対

策になるのかを決めたのかということを聞きたいの

です。

○川上好久総務部長 国で13兆円の緊急経済対策を

やるという情報を把握し、また、内閣府ともこの調

整をしながら、公共事業に係るものについては予算

を早目に確保して、そして県分として294億円確保し

たところでございます。この部分につきまして、ま

ず県内の経済の浮揚を図っていくという観点から、

県の予算で計上しているのは２つございます。１つ

は今の公共事業の部分と、もう一つは基金という形

のそういう予算になっております。基金につきまし

ては、まず今年度の補正予算では積み立てて、そし

て当初予算でそれを取り崩してすぐ執行していく。

公共事業費につきましては、通常、当初予算であり

ますとどうしても交付決定に時間がかかりまして、

６月以降になってしまう。それを今般の補正予算で

計上して、繰り越しの部分が随分ございますが、そ

れでも４月、５月には執行できる。そういう形で県

内の経済の浮揚を図っていけるような形で対応した

ところでございます。

○呉屋宏委員 では、細かく話をしますが、30ペー

ジ、先ほどから問題になっている教育費の給与費、10

億円の補正減は、私はほとんどが定年退職に係るも

のだと聞いているのです。これは読みが甘くないで

すか。予算で10億円も減額するということは、皆さ

んは勧奨退職をするということになると12月までな

のでしょう。それを９月で締め切ったらこんな話に

ならないのではないの。どうですか。

○川上好久総務部長 毎年当初予算の編成作業は大

体10月ぐらいから始まるわけです。10月から要求を

受け取って、11月の中旬ぐらいからヒアリングを始

めて、１月ぐらいにはもう大体内容を固めていく作

業になります。１月の下旬ぐらいには内示をして、

それから予算書をつくって、議会に提出する準備を

する。そうしますと、人件費についてはぎりぎりま

で待てば、それはより精度の高いものができるわけ

ですが、実際そういうわけにはいかなくて、毎年10

月１日の現員現給をつかまえて予算を計上していま

す。

御承知のとおり、県の予算額、とりわけ財政運営

上、非常に重要なのは一般財源でございますが、一

般財源、大体4000億円のうちの2000億円弱は人件費

になるわけです。この人件費を見間違うと、これは
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後々年度途中で財源に穴があくとか、そのようなこ

とがございます。そういう意味では高目に見ざるを

得ない。そういう中で、今般の場合は年度途中で―

これは本当に予期しなかったわけですが、退職手当

の見直しが出てまいりました。そのようなものの影

響も出て、今般このような形での人件費の減額補正

が出たところでございます。

○呉屋宏委員 教育長に伺います。これは本当に10

億円の見込み違いはあり得るのかということを、僕

には理解できないのですが、ほかのところを見ても、

１億円まで行くか行かないかですよ。ここは何か裏

事情があるのではないのですか。

○大城浩教育長 先ほども答弁させていただきまし

たが、２つの大きな理由があったような気がいたし

ます。まず１点目は、勧奨退職者の場合にはやはり

個々の理由があるわけです。ですから、どうしても

あらかじめどの程度の勧奨退職希望者がいるかとい

うことを定めることがなかなか難しい状況がござい

ました。これが１点目でございます。２点目は、当

初予算積算時の定年退職者が前年度もう既に退職し

ていたという状況もございます。そういったことで、

委員、今御指摘の当初予算の制度に問題があるので

はないか。まさにそういった御指摘も受けながら、

今後工夫していきたいと考えております。

○呉屋宏委員 質疑を変えます。15ページの一番上、

水道事業指導費について説明をいただきたいと思い

ます。

○下地寛環境生活部長 これは簡易水道の補助事業

でございます。一般的には簡易水道は３分の２国庫

補助で、その裏負担を市町村が起債なども含めてやっ

ておりますが、市町村が実態として補助するものの

半分程度を、また県が市町村と同じような形で支援

するという事業です。基本的な事業の名前を言いま

すと、離島過疎地域市町村の簡易水道補助事業とい

うことで、中身は座間味村と竹富町で海水淡水化を

しております。座間味村が平成23年度、平成24年度、

平成25年度、竹富町が平成23年度、平成24年度でや

りますので、その裏負担分を県が支援するという事

業でございます。

○呉屋宏委員 これは上水事業ではないの。

○下地寛環境生活部長 簡易水道事業ということで、

小規模なので簡易水道と呼びますが、市町村事業と

いう事業です。

○呉屋宏委員 私は沖縄本島内で市町村が単独で水

源地を確保しているところがあるのかということが

気になってならないのです。何で離島市町村でやっ

ているのかというのが気になる。この辺の答えを教

えていただけませんか。

○下地寛環境生活部長 沖縄本島はたしか18市町村、

企業局が上水を供給しています。それ以外の市町村、

主には町村ですが、みずから水源も開発しますし、

それを浄水して、また個人の家庭にも配水をすると

いう事業は市町村がやっています。沖縄本島の中で

も北部の山村であったり、本部町であったり、今帰

仁村とか、そういうところはみずから水源も開発し、

浄水もするというところはあります。離島は、基本

的には川もないですし、水源がなかなか見つからな

いということもあって、特に竹富町とか座間味村は

海水淡水化で水源を得ざるを得ないというのが現状

です。

○呉屋宏委員 粟国村も自分たちで淡水化をやって

いますよ。我々は宜野湾市に住んでいて、企業局が

つくった水を買っています。自分たちでダムはつくっ

ていない。これは41市町村均等にすべきではないの

かと思うのですが、いかがでしょうか。

○下地寛環境生活部長 補正予算には載っていませ

んが、沖縄県全体の中で、特に離島の中で、そうい

う社会インフラとして大事な水道水に非常に差額が

あるということで、単純に比較しますと、沖縄県内

の中で一番安いところの、例えば４倍とか５倍、特

に北大東村とか高いのです。そういう事情がありま

すので、今年度からの事業として水道広域化事業と

いうものを始めております。これはどういうことか

といいますと、沖縄本島で企業局が供給しているよ

うな給水単価並みの料金で離島でも給水して、供給

できないかということで、今、特に沖縄本島の周辺

の８村で実証事業をやっております。平成24年度は

その実証といいますか、広域化するための詳細調査

をしておりますが、来年、平成25年度は座間味村で

給水までは、例えば企業局ができないかという実証

事業をやりながら、それをもっと大きなほかの８村

にも広げていくという準備を今しているところであ

ります。

○呉屋宏委員 座間味村が水資源というか、断水に

なったときから今日まで何年たっていますか。

○阿部義則生活衛生課長 座間味村は平成13年から

たしか平成22年まで９年間、制限給水を実施してき

ておりまして、平成22年までですから３年ですか。

渇水で制限給水が終わってから３年間経過している

ということです。

○呉屋宏委員 今のお答えですと、10年間は制限給

水をしていたことになるわけですね。この間、沖縄
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県は何も感じなかったのか、少しお答えいただけま

せんか。

○阿部義則生活衛生課長 この件に関しましては、

座間味村、住民にも十分説明会等を開きました。こ

ういう渇水が続いて、水源確保が厳しい状況におき

ましては、海水淡水化施設の整備が必要だというこ

とで、渇水が始まって二、三年してからずっと調整

はしてまいりました。実は平成21年度でしたか、海

水淡水化の整備の国庫補助の手前まで事業が行こう

としていた時期がございます。ただ、土壇場で住民

の反対等がございまして、その時期は１回中止いた

しました。幸い今回、海水淡水化施設の整備事業に

何とかこぎつけて、今度３月19日に竣工式を迎える

予定をしております。これで制限給水は回避できる

ものと考えております。

○呉屋宏委員 私は、ここに至るまでの状況をそば

で見ていて、本当にこれは県がイニシアチブをとっ

てやるべきだったと思います。水というものは命に

かかわる問題だから、これは県が積極的にやらない

と。座間味村は600名ぐらいの人口だとか、それから

考えるとだめ。そして、観光立県という中でも、座

間味村は南部離島の中で結構観光誘客が多いと思い

ます。そういう部分で僕は必要だったと思います。

それと12ページ、不発弾の件について伺います。

私も前からこれは気になっていて、皆さんの議論を

聞いていても、これはまだ中身に入っていないので

はないかという気がします。補正減をせざるを得な

かった理由をもう一度お答えいただけませんか。

○又吉進知事公室長 不発弾関連の事業というもの

は大きく６つの事業から成っております。補正減の

対象になりましたのは、この中で住宅等開発磁気探

査支援事業でございまして、不発弾全体の予算は25

億円近くですが、この住宅等開発磁気探査支援事業

で当初５億8000万円ほど計上していました。先ほど

来申し上げていますように、これは市町村に民間の

事業者が手を挙げるという形で見積もっていたわけ

ですが、数がなかなか積み上がらないという状況が

ございまして、結果的に事業の執行状況が当初の想

定どおりになっていないということで、大きな執行

残が出ていますので、その額を補正減しています。

○呉屋宏委員 私もこれは聴取しました。そうしま

すと、余りにも気になるのが、磁気探査で見て、掘

削事業で土を動かすのは建設事業の費用だと。だか

ら、１回土を切ったらこの費用は建設費用。だが、

探査は探査費用。これは民間がこんなごちゃごちゃ

してやるわけがない。私が思っていたのは、１回切っ

て１メートルしか掘り下げられない。その下のもの

はもう一回土を動かした後しか探査はできないと。

磁気探査の費用なのか、土を動かす費用なのかとい

う部分を一々計上して民間がやると思いますか、ど

うですか。

○又吉進知事公室長 御指摘の点につきましては、

これは市町村から既に御指摘がございまして、来年

度どのように改善できるかということをいろいろ調

整いたしました。委員の御指摘につきましては、住

宅建設で掘削する、さらに磁気探査で掘削する。こ

れはどちらともつかないわけでございます。したが

いまして、国庫を導入する以上、住宅建設側の掘削

を理由というものはなかなか曖昧になってしまうと

いうことで、来年度から異常点が見つかった場合の

掘削につきましては、この事業で見ようと改善する

ことになっております。

○呉屋宏委員 知事公室長、僕はこれでも改善でき

ないと思う。これは今、僕らが見ているのも、この

費用のものを見ていてもそう書いているのです。工

事費については建設費用で見なさいということを書

いている。そうすると民間は、要するに、住宅を発

注する側はそのようにわかっていても、受ける側と

してはこんな面倒くさいことをやりたくないから、

発注する側にこれを言わないのです。だから１回目

の磁気探査で終わってしまうと思うのです。それと、

ここの中に鉛直探査ができると書いてあるのですが、

どうして鉛直探査には費用が民間にはつかないのか、

少し御説明いただけませんか。

○漢那宗善防災危機管理課長 通常は、民間住宅を

やる場合は水平探査を主にやっておりまして、鉛直

探査といいますのは、さらに深い箇所をやるもので

すから、仮にもそういう深い場所があれば鉛直探査

もするのですが、通常は水平探査でやっているとこ

ろでございます。

○呉屋宏委員 磁気探査をやるメンバーがいるので

すが、パイルは１メートル、２メートルのところに

打つのと。パイルは何メートル落とすのですか。こ

れは深いところではないのですかという話なのです。

それが鉛直探査でしょう。深いところに、支持層ま

で行くまでパイルを打ち込んでいく。それまでの間

にもし不発弾があったらどうなるのですか。

○漢那宗善防災危機管理課長 仮にその地域が不発

弾の残っている可能性が高いというところであれば、

そういう鉛直探査の可能性も出てまいります。

○呉屋宏委員 私は金曜日に皆さんの不発弾が多く

埋まっているだろうというマップを下さいというこ
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とを言いました。ないと言うのだ。どのようにこれ

は判断するの。

○漢那宗善防災危機管理課長 私ども、実は埋没不

発弾の情報につきましては、平成元年度から３年度

かけまして聞き取り調査を実施しておりまして、そ

の辺のデータはございます。ただ、委員のおっしゃ

るきちんとしたそういう地図があるかということに

ついてはまだ把握しておりませんので、これはまた

別途御返答したいと思います。

○呉屋宏委員 私はこういうところがしっかりして

いないと思うのです。沖縄は六十七、八年前に戦争

が終わって、どこが艦砲射撃を受けたのか、どこに

爆弾が落ちているのか、歴史を見ればある程度わか

るはずです。であれば、不発弾をやる段階でそのマッ

プがあって当然ではないのですか。

○又吉進知事公室長 沖縄県の不発弾の埋没につき

ましては委員のおっしゃるとおりだと思います。マッ

プというよりもデータベースということで、市町村

のある地区にこれが集中的にあるのではないかと

いった情報を集めている。私も、いろいろ古老と話

をしまして、どこどこにいっぱい不発弾を埋めたと

いう伝承めいたものは聞くことがございます。ただ、

そういうことも含めて、市町村の協力を得ながら整

備して、データベースというのを今とりあえずつくっ

ているわけです。

先ほど来の御質疑につきましては、100平米以上の

広域探査、さらにその精度が上がりまして、100平米

未満の探査も行うという形でだんだん絞り込まれて

きていて、今般、試行的ではございますが、住宅の

磁気探査といったものを今年度事業として一つつけ

たわけです。委員おっしゃるように、全体の情報の

中からそういったものをだんだん絞り込んでいく仕

組み、そういったものはまだまだ課題があろうかと

思いますので、そこはしっかりと情報を収集し絞り

込んで、万が一にも工事によって不発弾をたたかな

いような、そういう体制をつくっていきたいという

ことでございます。

○呉屋宏委員 不発弾は最後にしますが、要望だけ

言っておきます。もう糸満市の二の舞をやってほし

くない。だから、どこに爆弾が埋まっているかは大

体わかるはずです。鉛直探査というものは、穴を小

さく掘って、そこに探査機を落とせば周辺が深くて

もわかるそうです。だから、四、五メートルぐらい

やれば、一般の住宅だったらわかります。これは認

めていただけないのですと。それで、本当に自信を

持ってパイルが打ち込めますかということを考えて

いくべきだと、僕はもう一回このところは考え直す

べきだと思いますし、鉛直探査はやるべきだと思っ

ております。

次に移りますが、生活保護費について、16ページ

の下の２つ。今の生活保護に対する現状をお聞かせ

いただけませんか。

○大村敏久福祉・援護課長 最近の生活保護の状況

ですが、平成20年度が１万6646世帯、平成23年度の

現在が２万1520世帯と、増加傾向が続いているとい

うことでございます。

○呉屋宏委員 昭和48年の宜野湾市のデータを見る

と、9900万円だった生活保護費が今どれだけか。宜

野湾市は9900万円が29億円。異常ではありませんか。

皆さんのところで、沖縄県合計で45億円だったのが

今489億円、10倍以上になっている。これは福祉・援

護課長、どう考えていますか。

○大村敏久福祉・援護課長 復帰後増減はあります

が、委員が今おっしゃったとおりになっております。

ただ、生活保護については必要な方には生活保護費

を支給するという制度もありますので、自立の可能

な方について就労等の支援をして、自立に向けた取

り組みを強化していきたいということです。

○呉屋宏委員 ここまで支出が大きく幅を持ってい

るのであれば、本来だったら、皆さんはこの中身を

つかまえるべきではないか。私は、今回の補正予算

でも、全島的に働くところがなくて生活保護になっ

ているのか、どういう中身になっているのかという

ことをもう一回調査すべきだったのではないかと思

うのですが、どうですか。

○大村敏久福祉・援護課長 生活保護受給者の構成

比を見てみますと、高齢で働けない方が44％、障害

・傷病世帯で生活保護を受けているのが合わせて36

％、母子世帯が６％、就労可能なその他世帯につい

てが14％となっております。どうしても保護が必要

な方が多数を占めておりますが、その他世帯につい

て、今後、就労支援等を含めて対策をとっていきた

いと考えております。

○呉屋宏委員 それは問題提起しておきたいと思い

ます。

それと、13ページ、科学技術振興費。クリーンエ

ネルギーの技術開発等に対する補助が当初見込みよ

りも下回ったということですが、どういうことでしょ

うか、概要を説明いただきたいと思います。

○具志堅清明科学技術振興課長 今回の１億円余り

の補正減でございますが、大きくは３つの事業がご

ざいます。まず大学院大学周辺に光ファイバーを整
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備し、恩納村ではこれまで光ファイバーの整備がさ

れていないところを整備する事業の中で、民間事業

者への補助を行って、民間のほうが企業努力によっ

て全体の事業費を落として、効率的なケーブル敷設

を行ったということで、2849万3000円の補正減をし

ております。

次に大きなものとしまして、亜熱帯・島しょ型エ

ネルギー基盤技術研究事業ということで、平成24年

度公募をいたしまして、基本的に８億円程度の枠を

とりまして、最大２億円の事業化に向けた事業費の

公募を行いました。その際、実は交付決定が５月に

ずれ込みましたので、７月までの間に２カ月間の応

募期間を設けて、応募者が11件ございました。大き

な金額の補助金でございますので、企業、審査員の

先生方のヒアリングを重ねまして、その際３件を採

択させていただきました。さらに10月から11月にか

けて２次募集をかけた際５件応募がございまして、

２次募集の中から２件採択し、トータル５件の採択

になりました。委託料の減額については、当初10カ

月の研究期間を予定しておりましたが、全体として

精査も含めて６カ月程度になってしまったので、こ

ういう減額の金額を出しております。

○呉屋宏委員 科学技術振興課長、そんな難しい話

ではなくて、この中身、クリーンエネルギーとはど

ういう方向なの。

○具志堅清明科学技術振興課長 失礼いたしました。

大きくこの５件の研究事業の内容をお知らせすれば

と思います。まず１つはバイオディーゼルというこ

とで、沖縄県で研究しておりましたヤトロファ、ナ

ンヨウアブラギリを原料としたバイオディーゼルを

沖縄県内に普及させるというベンチャー企業が立ち

上がっております。そこがヤトロファから搾って重

機類に入れていくという研究事業をやっております。

次に、株式会社ソニーコンピュータサイエンス研

究所と県内の株式会社沖創工と沖縄科学技術大学院

大学が一緒になりまして、太陽光の効率的なシステ

ム開発の研究を今始めております。これは県内の離

島も含めて、新エネルギーを株式会社ソニーコン

ピュータサイエンス研究所という大きな会社と一緒

に電池の開発も含めてやっていきたいということで

研究を始めております。

もう一つは、少し観光関連と関係しまして、株式

会社バンダイナムコゲームスと県内の株式会社国建、

新糸満造船株式会社が一緒になって、燃料電池を使っ

た船、つまり、ディーゼル、油を使わずに船を走ら

せるということです。ＥＶ船と呼んでいるのですが、

これを開発して、彼らの考えは、基本的には遠洋漁

業にはまだ向かないので、近海の、例えば八重山の

ほうの川平湾の自然保護も含めて、そういったとこ

ろでの船の開発をしていきたいということをやって

おります。

もう一つ、電池に関連して、ＥＶが結構リースで

沖縄県内はたくさん入っております。その電池とい

うものは何年かしたら入れかえたりするのですが、

その電池の２次利用、リサイクルして、それを家庭

用の電池として太陽光と組み合わせたらどうかとい

う新しいビジネスを今考えているところでございま

す。電池の２次利用に向けた研究開発をしておりま

す。

あと１つはバイオマス事業としまして、高効率の

ソルガムという原料があるようでして、それは土地

が余り肥沃でなくても大きく育って、バイオエタノー

ルができるという研究事業を、この５社が今現在進

めております。

○呉屋宏委員 この間の日本経済新聞を見ています

と、メガソーラーが住宅ソーラーを超えたと書かれ

ています。僕は、川上さん、総務部長で予算の中心

でおられたと思いますが、今回、またこの４月から

太陽光でやる１キロワット当たりの金額が落ちます

ね。これは住宅用に対するだけでもいいから―これ

は要望です。本来、皆さんがその部分の補塡分をやっ

て、県がもう少し上げていったらどうか。１年でも

いい、２年でもいい。ソーラー発電に対してもっと

力を入れて、住民の人たちがつけられるような環境

をつくってあげたらどうか。この補正予算書を見て

いて、そのような予算の使い方はなかったのかと。

何も電力会社だけに任せるのではない、国だけに任

せるのではない。沖縄県は積極的にこれをやるのだ

ということによって、恐らく太陽光で発電する人た

ちがたくさんつけ出すかもしれません。それだけで

も内需を拡大していく。そういう部分をもう少し研

究してほしかったという要望をして、終わります。

○仲村未央委員長 以上で、呉屋宏委員の質疑を終

了いたします。

休憩いたします。

午後５時47分休憩

午後６時７分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を続けてまいります。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 まず、通告とは違う順不同でござ

いますが、２番目の、経済対策に伴う今回の大型補
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正予算について。今まで行財政改革でかなり職員を

削減してきたわけです。去年から沖縄振興一括交付

金や、また、今回は大型補正等もあって、どうも具

体的な手足といいますか、具体的に執行する人員体

制は本当に大丈夫だろうかというのが、けさからの

質疑を聞いていて私が感じている感想です。ですか

ら、執行の見込みといいますか、本当に今の体制で

これだけの予算消化ができるのかという疑問も感じ

ておりましたので、この点についてまずお聞きした

いと思います。

○川上好久総務部長 今回、確かに公共事業関係の

経済対策は金額がふえていますが、従来から景気対

策としての公共事業の予算は、この時期予算措置を

してまいりました。一番大きかったのは、平成20年

のリーマンショック以後の景気対策、毎議会のよう

に補正をやってきたわけでございますが、とりあえ

ずそのようなものはこなしてきております。現行の

体制でこういう用途についての対応はしっかりやれ

ているものと見ております。また、今般いろいろな

問題もありまして、特に事業執行部局、農林水産部、

土木建築部等々については、総務機能の強化を新年

度からしてきております。それからまた、沖縄振興

一括交付金につきましては、昨年の10月にサポート

チームをそれぞれ財政課、そして各部局にその担当

者を置いて、スムーズに進められるような形の体制

を整えておりますので、今般の補正予算を含めて対

応が可能だと考えているところでございます。

○比嘉京子委員 では、質疑を変えていきますが、

まず本県の今回の退職者数と退職手当の総額、それ

からお聞きします。

○親川達男人事課長 今年度の知事部局、教育委員

会及び公安委員会における退職者数は、これは臨時

的任用職員も含みますが、4082人で、退職手当の総

額は約174億円を見込んでおります。

○比嘉京子委員 この中には、勧奨退職者も合わせ

てという理解でよろしいでしょうか。

○親川達男人事課長 このうち、勧奨退職者につき

ましては143人、総額約36億円を見込んでおります。

○比嘉京子委員 次に、知事部局から、例えば病院

事業局等に出向で行った場合の退職金の支払いはど

こが払うようになっているのでしょうか。

○親川達男人事課長 県におきましては他任命権者

との人事交流を行っておりますが、退職手当につき

ましては、基本的に退職時に在職している任命権者

において支給しているところでございます。

○比嘉京子委員 では、病院事業局で退職を迎えた

らそこが払うと。例えば、同じ地方公営企業法で企

業局の場合も同じだという理解でよろしいですか。

○親川達男人事課長 基本的にそうでございますが、

病院事業局につきましては、今年度から病院事業局

から知事部局に対して調整依頼がございました。病

院事業局で定年を迎える職員の退職金の支払いにつ

いて、知事部局と病院事業局のそれぞれの勤続期間

を勘案しまして、双方で調整した上で、どちらで退

職金を支払うべきかを調整したいということがあり

まして、現在、その調整を行っているところであり

ます。

○比嘉京子委員 これまでその部署で退職したとこ

ろが払うということは、何か根拠があってのことで

しょうか。例えば、30年以上知事部局にいて、退職

２年前に病院事業局に出向で行きました。その後に

病院事業局で退職したので、病院事業局が払います

ということをこれまでずっとやってこられているわ

けですね。何かそうするという根拠があるのでしょ

うか。

○親川達男人事課長 この人事交流というものはそ

れぞれの事案ごとによりますが、逆の件もあるかと

思います。病院事業局につきましてはさまざまな職

種、医者、看護師等がいますが、人事交流が活発に

なるのが一般事務職員だと考えております。ちなみ

に、病院事業局で過去３年に退職した事務職員につ

いて確認しましたところ、平成21年度４人、平成22

年度２人、平成23年度１人となっております。そう

いった状況がございますが、それぞれの勤続期間の

件がございましたので、病院事業局と手当の支払い

については調整していきたいと考えております。

基本的に在職している任命権者で手当を支給して

いるということでございます。

○比嘉京子委員 それが今、現場から提案があった

ので、これから話し合いをするということは、提案

があったから話し合いをするわけですね。どういう

話し合いで今後変えていこうとしているのですか。

○親川達男人事課長 先ほど説明しました事務職員

の退職者の内容を確認したところ、病院事業局でほ

ぼ勤続されていた方もおります。知事部局と病院事

業局半々の方もおります。確かに病院事業局の勤務

年数が少ない方もおりましたので、そういったのも

踏まえて調整を行うべきだということで、現在調整

しているところであります。

○比嘉京子委員 今、方向性としては、在職の期間

の案分によって退職金の支払い方法を考えていこう

という理解でいいのですか。
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○親川達男人事課長 これはまだ具体的には決まっ

ていませんが、もし仮に知事部局で支払うという判

断があった場合には、手続的には一旦知事部局に配

置がえをして、そこで支払うような形になろうかと

思います。

○比嘉京子委員 企業局はどのようになっているの

ですか。

○親川達男人事課長 企業局につきましては、企業

局で支払いをされております。

○比嘉京子委員 企業局は申し入れがないから、企

業局は対象外になるのでしょうか。

○親川達男人事課長 今のところ、調整は行ってお

りません。

○比嘉京子委員 病院事業局と企業局の場合に、公

営企業法というところでは一緒ですが、業務内容と

いうものは違うと思うのです。例えば、企業局で赤

字が出た場合には、水道料金に還元するということ

は可能だと思うのですが、病院事業局の場合、そう

いうことができないわけです。私は今、３年分の４

人、２人、１人というのを聞いたのですが、過去10

年間とかの資料等があれば、後でいただければと思

うのです。それで総額が幾らかということも含めて。

ここは逃げ場がないのです。企業局の場合は逃げ場

があるのです。そういうことも含めると、今まで放

置してきたということはわかりづらい点があります

ので、ぜひ今後の話し合いに期待をしたいと思いま

す。どうですか。

○川上好久総務部長 企業会計と一般会計、適正な

経費負担をやらなければいけないのは当然でござい

ますので、その申し入れが病院事業局から、また企

業局からもあるようです。そのことについてはしっ

かり受けとめて対応していきたいと思います。これ

までは退職したところで退職金を払っているという

ことですが、現実の問題として、それがどちら側の

ほうにより大きく負担になっているか。その辺のと

ころは、正直なところまだよくわからなくて、厳密

に企業会計と一般会計との経費負担を明確にすると

いうことでの申し出でございますので、この辺はしっ

かり対応していきたいと思います。

○比嘉京子委員 第三者が聞いても、ぜひわかりや

すいといいますか、納得がいくような方向での話し

合いをお願いしたいと思います。

次に、福祉保健部の15ページの社会福祉諸費とい

う補正増についてお聞きいたします。せんだって長

崎県で２月にありましたグループホームの火災につ

いてですが、私は、沖縄県ではそういう対策はどう

なっているのだろうという観点から、この点をお聞

きしたいと思っております。長崎県の火災の問題点

については、沖縄県としてはどのように認識されて

いるのでしょうか。

○崎山八郎福祉保健部長 高齢者が利用する施設に

ついては、常時介護を必要とする方々も多いことか

ら、火災発生時の避難のおくれにより人的被害につ

ながる可能性が大きいと考えております。長崎県の

状況をいろいろ新聞で見た場合に、防火設備が不十

分だということでしたので、県においては、そういっ

た防火体制について引き続き強化に努めてまいりた

いと考えております。

○比嘉京子委員 これは細かい質疑はやりませんが、

今回の補正増の中には、耐震以外に防火も入ってい

るという理解でよろしいのですか。

○大村敏久福祉・援護課長 今回の補正の14億6000

万円の中には、社会福祉施設４施設の整備を予定し

ております。スプリンクラー等の防火設備は入って

おりません。

○比嘉京子委員 それを先に聞くべきでしたが、こ

れは指導という範囲の中においてこのような火事が

起こっているわけなので、私はそのことについてま

た改めてお聞きしたいと思います。

では、けさから質疑があります、特に保育対策の

中に保育士を確保するための６億6000万円の件につ

いて、１点だけ確認したいと思います。これは、例

えば１年間というか、期限つきのものなのか、今後

ずっと金額を上げていくために払っていく金額なの

か。そこを確認させてください。

○崎山八郎福祉保健部長 保育士の処遇改善の費用

については平成25年度ということになっておりまし

て、さらに次年度、平成26年度以降については、ま

た今後、安心こども基金でできるかどうかというこ

とで継続調整ということになっていきます。

○比嘉京子委員 給料を一旦上げて、１年限りです

と言われても、これで本当に保育士の確保になるだ

ろうかということです。先ほどの介護職員の手当の

打ち切りの件もあるものですから、そういう意味で

考えると、これを一過性的な、一時的な問題にして

は少しどうかと。もっと本質的なところで改善をし

ていかないといけないのではないかと思いますので、

一応問題提起だけしておきます。

次に、同じ福祉保健部ですが、特に妊婦健診だけ

お聞きします。妊婦健診は今たしか受診料が無料化

されていて、14回であったと理解していますが、そ

れでいいですか。
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○国吉秀樹健康増進課長 委員のおっしゃるとおり、

全市町村で無料化、14回となっております。

○比嘉京子委員 今、これは補正が予想よりという

ことで減額補正になっているわけですが、どういう

理由でしょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 今回減額補正しておりま

すのは、９月末時点での市町村の実績減に伴う減額

補正となっています。積算しますときに、妊婦の届

け出数に補助単価を掛けまして、９回分の２分の１

補助でございますので２分の１、さらにこれに受診

者９割ということを乗じて出しております。そうやっ

て試算いたしましたが、結果的には実績減による減

となりました。

○比嘉京子委員 その中身ですが、例えば利用率の

高い地域と低い地域、それがなぜ利用されなかった

のかということ。もっと原因を突き詰めるために、

高い利用率と低い利用率という地域差はないので

しょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 受診率といったことに

なってくるかと思いますが、妊婦健診というものは、

１人の妊婦が年度を越えて受診したりもいたします。

あるいは、出産までの実際の妊娠期間というのが異

なりまして、38週あたりも満期産でありますので、

この辺勘案しますと、市町村によって正確な受診を

捉えているという試算が、今のところ直接的にはで

きないことになっております。離島などは、例えば

小さいところで妊婦が少ないと、年を越えて何回も

やったから、この年には14回を超えてしまうという

ところもあるのです。逆に変動が大きくて、例えば

流早産というものがあったので非常に少なくなって

いる。そういうこともありまして、なかなか難しい

ことになっています。ただ、平均的に妊娠早期に届

け出をすれば回数が確保できますので、２カ月ぐら

いまでで調べたら、大体11週までの届け出というこ

とで調べますと75％ぐらい。最近上がりまして85％

になっておりますので、それで上がってくるのでは

ないかと思っています。地域ごとというものは、今

のところ、調査法がないため難しい状況であります。

○比嘉京子委員 例えば１地域で、与那国という島

で言うと受診率等はわかりますか。

○国吉秀樹健康増進課長 与那国町ということでは

今数字は持ち合わせておりませんが、例えば離島町

村で回数が少なくなくなると予想されましたので、

昨年担当者に、離島８村ぐらいにお聞きしたところ、

１人当たりの回数が７回から11回でした。与那国町

もその中に入っているのではないかと思います。

○比嘉京子委員 これは、例えば交通費、与那国町

からの飛行機代、それとか与那国町に医師を派遣し

て健診を受けてもらっていますね。そのような回数

と受診率が影響していないかという懸念を私は持っ

ています。もちろんこれは妊婦に周知することが大

事なことだとは思うのですが、それぞれの地域によっ

て、行きたいけれどもとか、受けたいけれども回数

がなくて、けれども本人以外の回数はあって、ある

意味で低くなっているとしたら、私はこの問題はも

う少し突っ込んでほかの補塡の仕方といいますか、

ほかの援助の仕方ということまで考えていかないと、

なかなか厳しいと思っています。例えば航空運賃で

あるとか、36週になる以前に与那国町とかは出てく

ださいとなるわけですね。地方自治体は、言ってみ

れば渡航費等の工面もしているわけです。これが受

診においてはどうなのだろうかということを含めて、

受診率の高さを上げるために何が阻害になっている

のかということをぜひもう少し調べていただきたい

と思います。

以上で終わります。

○仲村未央委員長 以上で、比嘉京子委員の質疑を

終了いたします。

嶺井光委員。

○嶺井光委員 マチカンティしていました。ナーウ

ヒグヮおつき合いをお願いします。農林水産部と知

事公室の２カ所です。

農林水産部長、農業基盤整備とかため池事業とか、

事業の進 を少し伺いたいのですが、３年半前に民

主党政権になってかなり予算の減がありました。あ

あいう国の予算の減で県が計画した農業基盤整備事

業等々の進 に影響があったと思うのですが、そこ

ら辺、どういう影響があったのか。細かい数字は出

せないと思うのですが、感覚的なものでもよろしい

ですのでお願いします。

○知念武農林水産部長 委員おっしゃるように、確

かに平成22年度の予算のときに、農林水産業そのも

のも大分減になったのですが、特に農業基盤整備が

額にして約60億円ぐらい年度で切られました。しか

し、その後農業部門は農林水産省がいろいろ頑張っ

てくれまして、ある程度新しい事業をつくりまして、

恐らく60億円のうち20億円は新しい事業で返ってき

ております。それから、全国各地にあった予備費も

大体10億円からそこら辺が返ってきて、半分か70％

ぐらいは返してもらいました。返すという言葉の表

現はおかしいのですが、沖縄に特に配慮してもらっ

て、手厚く予算をつけてもらいました。そういうこ
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ともありまして、全国でついたのが37％から50％ぐ

らいの事業費の率だったのですが、沖縄県は70％ぐ

らいの予算でつけてもらいましたので、その差は30

％ぐらいという感じでございます。

○嶺井光委員 農業はしっかりと力をつけておかな

いと、ますます先が厳しいような―いろいろな動き

もありますから、しっかり取り組んでいただきたい

と思っております。あのときに、多分沖縄県議会で

も農林予算の増額を要求する決議をしたりもありま

した。今度政権が変わって、今度の補正もかなり追

加されております。あるいは、新年度予算を見ても、

かなり基盤整備の予算がついている。そういう意味

では、かなり進 が好転していくと捉えていいので

すか。

○知念武農林水産部長 そういうこともありまして、

沖縄県は北海道に次いで農業の整備事業予算は全国

２番目の順位でついております。また、それが伸び

てきていますので、進 も離島を中心に伸びていく

と思います。

○嶺井光委員 ２番と言わずに、北海道を抜いて１

番になってください。

個別のものに行きますが、17ページの青年就農給

付金事業がありますね。５億3000万円余り減額補正

になります。もとの予算は幾らだったのですか。

○知念武農林水産部長 当初で８億4428万円計上し

ておりました。これが今回３億1127万円に落ちます。

つまり、５億3000万円余りの減額ですが、この事業

は平成24年度から国が新しく創設しまして、全額国

庫の事業でございます。これは農業を始める若い皆

さんに年間150万円、これは５カ年間ありますが、研

修をする農業大学の学生とか、あるいは研修をやる

若い農業者に150万円給付するということです。農林

水産省が始めるときに各県の予算要望調査をやりま

した。そのときに沖縄県としましては、恐らく550人

ぐらいは要望してくるだろうということで、トータ

ルで８億4000万円の要望をしたのですが、全国的に

要望が多過ぎて、国が結局予算を確保できなくて、

全国的に４割しか予算の配分がなかったということ

で減額になっております。

○嶺井光委員 勘違いでした。いなくて予算を落と

すのかと思ったものですから伺ったのです。いずれ

にしても、新規就農に結びつくようなこういう事業

を大事にやるべきだと思っています。農業大学校と

も連携しているでしょうが、中には市町村で就農研

修をしているところも、今もありますか。前は玉城

村でやっていました。こういうものがまだ続いてい

るのか。あるいはなければ、地域でも事業化を起こ

すようなこともして、就農支援、後継者育成にしっ

かり取り組んでいただきたいと要望として申し上げ

ておきます。

それから、22ページの漁港整備、南大東島の漁港、

かなり大きな予算がつきましたが、これは今、ちょ

うど整備の途中ですね。そういうところでふえたと

いうことでしょうが、一般質問でも確認しましたが、

例えば奥武漁港とか一段落している漁港でも、まだ

まだニーズがあって、農林水産部長が答弁したよう

に平成22年度に係留施設を少しつくりました。あれ

は今あるたまり場の中の部分につくったのです。た

まり場そのものがもう足りない。だから、新たに前

に出して、今の倍ぐらいにはすべきではないかと。

ちょうど奥武島に住んでいますから、ウミンチュか

らもいろいろな要望があって感じているのです。現

場を見られたと思うのですが、これを漁港整備して

いくということになると、市と調整しますという話

でしたが、何次計画とかありますよね。ああいうも

のにのせないといけないのか、あるいは市からも頼

むということになれば、例えば早い話、来年度あた

りから進めようかということになるのか。この辺の

手続はどうですか。

○安里和政漁港漁場課長 漁港につきましては、毎

年度港勢調査といいまして、船の隻数であるとか、

あと登録数であるとか、利用隻数であるとか漁獲高、

そういったものを毎年調査しております。そういっ

た水産の情勢に基づきまして、もし必要があればそ

の基準に見合う整備をしていくということでござい

ます。現在、長期整備計画の中で奥武漁港は地域整

備交付金で一部やっているのですが、今後、そうい

う船がふえたりした場合には、改めて計画を立て直

しまして整備することは可能でございます。

○嶺井光委員 直接漁民から聞いた話を持ってきて

いますが、全く市に何とも言っていないわけではあ

りません。市にも口頭では申し入れしてあります。

近々組合あたりからきちんとした要請が上がってく

ると思うのです。港勢調査の数字で言うと、今どう

いう状況ですか、わかりますか。

○安里和政漁港漁場課長 現在、奥武漁港の登録漁

船は、平成22年度末で58隻という数字を確認してお

ります。

○嶺井光委員 だから、58隻で係留施設とか泊地と

かというものは十分だということですか。

○安里和政漁港漁場課長 平成22年度に整備した段

階では、あくまでも平成20年度の数字で算定してい
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るものですから、平成22年度の港勢調査に基づいて、

改めてそのほうは採択したいと思います。

○嶺井光委員 ありがとうございました。また後ほ

ど。

不発弾の件、もう何度か質疑があったので、なる

べく重ならないようにですが、一般質問でも伺いま

した。これまで１万トンから7900トン処理して、残

り2100トンを年間30トンずつ処理しても70年かかる。

本当に気の遠くなるような話です。スピード感を持っ

てという話をしましたが、どうですか。職員の体制

とかそこら辺がどうなっているのか少し気になるの

です。糸満市で事故があった後に我々は国へ要請も

して、予算もかなりふえました。平成24年度は24億

円、あるいは来年はさらに26億円台ですね。さきの

一般質問の答弁でしたが、手続の面で３カ月に１回

募集をして現地調査をする。半年ぐらいかかるとい

う話がありました。あるいは、民間の事業も500万円

ぐらいしか消化していない。迅速さがないというの

も影響していないかと思うのですが、その辺の感覚

はどうですか。

○又吉進知事公室長 不発弾探査につきましては、

従前から70年というそういう時間をいかに縮めるか

ということで、これに当たる沖縄不発弾等対策協議

会の面々も大変そのことは肝に銘じているところで

ございます。

今おっしゃったようなマンパワーの問題、それか

ら市町村の体制の問題といったこともあります。た

だ、もう一つ非常に重要な要素というものは、復帰

前は物すごいスピードで不発弾処理ができていたの

です。これは米軍がやっていたわけですが、危険性

も省みずどんどん爆破処理をしていたということは

ございます。したがいまして、そういうことはもう

許されない時代です。今は処理をするのは自衛隊に

なっておりますが、極めて慎重に自衛隊の不発弾処

理隊が処理をし、運搬して保管することになってお

ります。それが全てではありませんが、そういった

ものも加味して、この時期というものは考える必要

がある。

ただ、御指摘のスピード感を持つということは大

変重要で、まだまだ十分ではないと考えております

ので、来年度、市町村の一部、人件費につきまして

は国庫で持とうというスキームもできております。

委員御指摘のようなスピードを上げる努力はしてま

いりたいと思っております。

○嶺井光委員 そこもなかなか人的な対応が厳しい

という声も聞くのです。そういう意味では、こうい

う経緯の中でこういう人的なものも含めた対応をす

べきだと思っております。手続の面も３カ月もかかっ

て、その後しか調査しないというのはもう少し改善

できないでしょうか。あるいは国への申請、戻って

くるまでの時間とか、まとめることなく人がおれば、

１件ずつでも出次第どんどん現場を確認してやって

いく。もちろん技術的に処理する安全性ということ

は大事ですが、ペーパー的な手続はもっと早くでき

ると思うのです。そこら辺どうですか。

○又吉進知事公室長 おっしゃる面は確かにあると

思います。不用が非常にたくさん出ました住宅等開

発磁気探査支援事業につきましては、先ほども答弁

差し上げましたが、これは実施主体を市町村から県

にいたしまして、市町村の役割は広報とか受け付け

をやっていただくのですが、処理の部分は県が一義

的に担おうという形でスピードアップをしていこう

と。これは平成25年度から考えております。

○嶺井光委員 いずれにしても、沖縄の島全体を安

全な土地にしないといけませんから、大変な仕事だ

と思うのですが、しっかりやっていただきたいと思っ

ております。終わります。

○仲村未央委員長 以上で、嶺井光委員の質疑を終

了いたします。

以上で、各室部局長等に対する質疑を終結いたし

ます。

説明員の皆さん、御苦労さまでした。御退席くだ

さい。

休憩中します。

（休憩中に、執行部退席）

○仲村未央委員長 再開いたします。

補正予算11件についての質疑は全て終結し、採決

を残すのみとなっております。

休憩いたします。

（休憩中に、野党の複数の委員から甲第24号

議案に対する修正案を提出したい旨の申し

出があり、暫時休憩することとなった。）

午後６時48分休憩

午後８時27分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、議案の採決順序方法について協

議）

○仲村未央委員長 再開いたします。

ただいま新里米吉委員並びに比嘉京子委員から、

甲第24号議案平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第

５号）に対する修正案が提出されております。
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これより新里米吉委員から提出されました修正案

を議題として、提出者から提案理由の説明を求めま

す。

新里米吉委員。

○新里米吉委員 歳入の県債、歳出の港湾費に泡瀬

埋立関連予算が含まれておりますので、修正案を提

出します。

甲第24号議案平成24年度沖縄県一般会計補正予算

（第５号）に対する修正案。

平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）の

一部を次のように修正する。

第１条中、331億2627万2000円を329億4127万2000

円に、7346億3366万6000円を7344億4866万6000円に

改める。

第１表、歳入歳出予算補正の一部を次のように改

めるということで、下のほうはごらんになってくだ

さい。

○仲村未央委員長 以上で、新里米吉委員の提案理

由の説明は終わりました。

これより新里米吉委員並びに比嘉京子委員から提

出された甲第24号議案平成24年度沖縄県一般会計補

正予算（第５号）に対する修正案に対する質疑を行

います。

なお、質疑に当たっては挙手により委員長の許可

を得てから行い、重複することがないように簡潔に

お願いいたします。

質疑はありませんか。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 これだけではよくわからないので

すが、全体のものもさわらなくていいの。全体はど

うなるの。

○新里米吉委員 7346億3366万6000円が全体です。

予算の全体はそれです。だから減額される。

○仲村未央委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○仲村未央委員長 質疑なしと認めます。

以上で、甲第24号議案の修正案に対する質疑を終

結いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 まだ会派調整が十分ではありません

ので退場いたします。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（休憩中に、呉屋委員退室）

○仲村未央委員長 再開いたします。

これより甲第24号議案の採決を行いますが、その

前に意見・討論等はありませんか。

（「なし」と呼ぶ声あり）

○仲村未央委員長 意見・討論等なしと認めます。

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより甲第24号議案を採決いたします。

まず、本案に対して新里米吉、比嘉京子両委員か

ら提出された修正案について採決いたします。

本修正案は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者はこれを否とみなします。

お諮りいたします。

本修正案に賛成の諸君の挙手を求めます。

（賛成者挙手）

○仲村未央委員長 挙手少数であります。

よって、修正案は否決されました。

ただいま修正案は否決されましたので、甲第24号

議案の原案について採決いたします。

新里米吉委員。

○新里米吉委員 退場します。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（休憩中に、新里委員、崎山委員、玉城委員、

新垣委員及び比嘉委員退室）

○仲村未央委員長 再開いたします。

それでは、原案についてお諮りいたします。

ただいまの議案は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者はこれを否とみなします。

お諮りいたします。

ただいまの議案に賛成の諸君の挙手を求めます。

（賛成者挙手）

○仲村未央委員長 挙手多数であります。

よって、甲第24号議案は原案のとおり可決されま

した。

休憩いたします。

（休憩中に、新里委員、崎山委員、玉城委員、

新垣委員、呉屋委員及び比嘉委員入室）

○仲村未央委員長 再開いたします。

甲第29号議案平成24年度沖縄県中城湾港（新港地

区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第１号）、

甲第31号議案平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）

整備事業特別会計補正予算（第２号）の補正予算２

件の採決を行いますが、その前に意見・討論等はあ

りませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○仲村未央委員長 意見・討論等なしと認めます。

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより甲第29号議案、甲第31号議案を一括して

採決いたします。

本案は挙手により採決いたします。
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なお、挙手しない者はこれを否とみなします。

お諮りいたします。

本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の

挙手を求めます。

（賛成者挙手）

○仲村未央委員長 挙手多数であります。

よって、甲第29号議案、甲第31号議案は原案のと

おり可決されました。

次に、甲第25号議案から甲第28号議案まで、甲第30

号議案、甲第32号議案、甲第33議案及び甲第34号議

案の補正予算を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの議案は原案のとおり決することに御異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲村未央委員長 御異議なしと認めます。

よって、甲第25号議案から甲第28号議案まで、甲

第30号議案、甲第32号議案、甲第33号議案及び甲第34

号議案の補正予算は原案のとおり可決されました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月14日 木曜日 午前10時から委員会

を開き、平成25年度当初予算の審査を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後８時38分散会
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